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【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【１】 
①－１ 
・ 新たな全学教育を創出す
るため，必修科目の授業内
容を標準化する。また，少
人数・双方向型授業を充実
させるとともに，授業方法
の改善や新科目の開発を行
う。 

 
 

 
 
・ 総合入試に対応した新たな全学
教育について検証を行う。 

（教育改革室） 
・ 平成23年度から実施した総合入試，及び総合入試の導入に対応した初年次教育，並びに学部への移行
制度等について検証するため，教育改革室の下に「総合入試・総合教育にかかる検証ＷＧ」を設置した。 

・ 同ＷＧにおいて，平成23年度の入試動向・学生の履修傾向等を踏まえ検証を行った結果，実行教育課
程表で指定された年次に授業科目を履修せず，移行点を上げることに傾倒した履修計画をたてる１年次
学生がいるなど，全学教育科目における学生の履修動向に問題点が含まれていることが判明した。その
ため，１年次学生が履修すべき科目区分（群）について，改めて検討した結果，教育改革室会議におい
て，平成25年度から「２年次進級時における学部・学科等への移行点の算出基準単位表」の変更を実施
するなど，次年度に向けた対応策を取りまとめた。 

・ 総合入試の導入に伴い，授業内容の標準化に向けた「共通教科書の導入」の必要性が高まっているこ
とから，昨年度に引き続き科目責任者会議等において，未導入科目の解消に向けて検討を実施した。そ
の結果，外国語科目のうち共通教科書の導入が進んでいなかった「英語」においても，導入に向けての
具体的な作業等を進めることとなった。 

・ また，総長室事業推進経費を活用し，外国語科目「スペイン語」において，ネイティブ教員と日本人
教員が分担し同一のグループを教えるという本学の授業形態に適した共通教科書の開発を行い，他大学
でも利用可能となるように市販の教科書として出版した。 

・ 平成23年度に新たに開始した取組について検証を行い，以下のとおり平成25年度に向けた改善策を講
じた。 

① 「総合科目『学問の世界』」に関し，実施状況等について検証を行った結果，履修者数が大幅な減少
傾向を示していることが判明した。そのため，履修者数減少の対策として，平成25年度の開講につい
ては，開講形態を集中講義（１学期）に変更して実施することとした。 

② 「外国語科目『２つ目の初習外国語（第３外国語）』の履修」について検証を行った結果，履修希望
者数も多く，特に問題が生じていないことから，平成25年度についても引き続き実施することとした。 

③ 「基礎科目のカリキュラム変更」に関し，各科目の過去の履修者数等について検証を行った結果，一
部科目に大幅な履修者増が見られるが，大きな問題が生じていないことから，平成25年度についても
引き続き実施することとした。 

【２】 
①－２ 
・ 学部の人材養成目的に沿
った順次性のある体系的な
教育プログラムを編成する。 

 
 
・ 体系的な教育プログラムを編成
するため，授業科目のコード化に
ついて成案を得る。 

（教育改革室） 
・ 教育内容・水準を明確化し，体系的な教育プログラムを編成するため，ナンバリング（授業科目のコ
ード化）制度について検討し，平成25年度以降の全学的な導入に向けて成案を得た。このことにより，
平成25年度から本制度を，全学教育科目，国際交流科目，教職科目及び準備が整った部局（理学部，獣
医学部，獣医学研究科，環境科学院）の専門科目において実施することとした。 

・ 学生の利便性（ナンバリングにより授業科目の検索容易性）を高めるため，教務情報システム及びシ

中
期
目
標 

① 北大方式の全学教育実施体制の下で，人材養成の目的に即した体系的な学士課程を構築する。 
② 国際的通用性を持つ柔軟な大学院課程を構築する。 
③ アドミッション・ポリシーに沿った入試制度改革を行う。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （教育）①教育内容及び教育の成果等に関する目標 
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ラバス検索システムの改修を実施した。 
※ 本学で導入したナンバリング制度は，教育課程の編成者（学部等）が実施する点検活動（各学部で実
施している教育課程の中で，教育分野の偏りが無いか，学生にとって体系的な学修を実現できるような
カリキュラムとなっているか等）の効率的な実施に重点を置いて構築しており，他大学のナンバリング
制度（学生が関連分野の授業を検索しやすくするなどに主眼を置く等）とは大きく異なるものであり，
国内の教育改革の取組の中でも特に意欲的な取組となっている。 

  また，本学の国際化に向けた取組の一環として，外国語による授業科目がナンバーから読み取ること
が出来るように「言語コード」を付記するなど北大独自の工夫もある。一方で海外の多くの大学と同様
の授業レベルの表記（1000～4000番台が学部，5000～7000番台が大学院）としているため，海外から来
る留学生または本学から海外へ留学する学生にとっても授業のレベルを比較しやすいものとなっている
など，他の大学との共通性も考慮したものとなっている。 

  なお, ナンバリングについては，平成24年８月に発表された中央教育審議会答申において「学生の主
体的な学修を促す教育内容と方法の工夫の方策」として取り上げられているが，全国の国立大学の中で
も全学的に導入している大学は４大学しかなく（H24.７現在。佐賀大学調べ。），国内でも先駆的な取
組である。 

【３】 
①－３ 
・ 教育効果を検証しつつ，
単位制度の実質化を推進す
る。 

 
 
・ 教育効果を適切に検証するた
め，学部毎に授業アンケートの実
施方法及び内容の見直しを進め
る。 

（教育改革室） 
・ 各学部の教育活動の点検と改善をより効果的に行うため，従来の全学統一的なアンケートの実施方法
を見直し，全学教育科目・学部専門科目毎に，①授業アンケートの実施体制及び②専門教育の特性を考
慮した設問内容を設定することについて検討を行った。 
全学教育科目については，高等教育推進機構全学教育部において，新たに定めた実施方法及び内容に

より授業アンケートを実施した。さらに，授業の特性を考慮した設問内容の設定に向け，一部科目を対
象に，教育成果に関する独自の設問を追加する方策を試行した。 
なお，アンケート結果は授業担当者だけではなく，科目責任者にもフィードバックし，教育効果の検

証を組織的に行い，授業改善に資することとした。 
学部専門科目については，12学部のうち６学部（法学部，理学部，医学部（医学科），歯学部，薬学

部，水産学部）において，学部独自の授業アンケートを実施した。このうち法学部では，学部教務委員
会が主体となり，受講者５名以下の科目を除く全ての開講科目でマークシートを用いた学生アンケート
を実施した。学部独自のアンケートを作成・実施していない残りの６学部については，今年度に限り高
等教育推進機構による授業アンケート様式を使用したが，平成25年度以降は全学部において独自のアン
ケートを適切に実施するための体制が整備された。 

・ 教育活動を通し，優れた功績を上げた教員を顕彰する「教育総長賞」において，授業アンケートによ
るエクセレント・ティーチャーズ（平成23年度）のうち６名を表彰した。 

【４】 
①－４ 
・ ＧＰＡ等に基づく厳格な
卒業認定基準を導入する。 

 
 
・ ＧＰＡ等に基づく厳格な卒業認
定基準の導入について，引き続き
検討する。 

（教育改革室） 
・ 教育改革室責任者会議において，ＧＰＡに基づく厳格な卒業認定基準の導入について検討した結果，
学部によりＧＰＡの評価基準が異なる（絶対評価・相対評価等）等の問題があり，全学統一的な基準に
より実施することは困難であることから，今後は学部毎にＧＰＡ以外の方法も含めた厳格な卒業認定の
方法について検討するとともに，教育改革室において本学ＧＰＡ制度の見直しを進めることとした。 

・ 当該会議の議論を踏まえ，教育改革室学部教育検討ＷＧにおいて，学部毎に厳格な卒業認定基準を導
入するための具体的な方策について検討した結果，部局長等連絡会議において，部局毎の卒業時におけ
るＧＰＡ値の現状を報告し，当該事項に関する問題意識を高めるとともに，各部局における卒業認定基
準の設定状況を調査することとなった。 

・ 各学部の卒業認定基準の設定状況を調査した結果，独自の卒業試験の実施等により既に厳格な卒業認
定基準を設定している学部もあることから，各学部の状況を踏まえ，引き続き教育改革室等において検
討を進めることとなった。 
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【５】 
②－１ 
・ 大学院教育の実質化及び
複線化を推進する。 

 
 
・ 大学院教育の実質化を推進する
ため，学位審査体制の整備及び学
位取得率の向上に資する取組を
実施する。 

（教育改革室） 
・ 平成23年度に引き続き，①博士の学位授与率及び②「北海道大学における学位授与（博士課程）に関
する指針」に基づく各研究科等の取組を調査し，教育改革室大学院教育検討ＷＧでこれらの状況を検証
した。その結果，学位取得状況は博士後期課程，４年制博士課程とも全体として，標準修業年限内での
学位授与率が上昇していることが明らかとなった。また，「指針」に基づく全28取組中４取組（「毎年
度末に，公開による中間審査（トライアル）等を行い，論文作成に向けて助言・指導を行っている」，
「指導体制に対する学生からのアンケートなどを分析して，それらに基づく適切な改善策を講じてい
る」，「学生毎に２名以上の副指導教員がついて指導教員とともに指導にあたっている」，「（授与論
文の内容を）著書・学術雑誌等により公表している」）について，複数の研究科等が新たに実施した。
特に，医学研究科，獣医学研究科，総合化学院では，取組の実施数が大きく増加した。  

・ 全学の教務委員会において，これらのデータを報告し，各研究科等へ博士の学位授与率の向上と博士
の学位に係る厳正な審査体制の確立を促した。 

・ 「北海道大学における学位授与（博士課程）に関する指針」において推奨される取組である「学位論
文内容及び審査の要旨のＷｅｂ公開」を全学的に実施することについて，教育改革室会議において検討
し，図書館の機関リポジトリと連携し平成25年度からＷＥＢ公開することとした。 

・ 博士課程教育の質を高めることを目的として，「博士論文研究基礎力審査（平成24年３月大学院設置
基準改正）」を導入することについて，教育改革室において検討を行った後，全学的な合意を得て，各
部局で導入可能とするよう規程等を整備した。 

・ 高等教育推進機構に大学院教育部を設置し，大学院共通教育の企画・調整及び博士課程教育リーディ
ングプログラムの推進を行うための体制を整備した。 

【６】 
②－２ 
・ 留学生及び社会人のため
の柔軟な教育プログラムを
実施する。 

 
 
・ 留学生及び社会人のための柔軟
な教育プログラムについて検討
し，成案を得たものから実施す
る。 

（教育改革室） 
・ 「人口・活動・資源・環境の負の連環を転換させるフロンティア人材育成プログラム」（平成24年度
「大学の世界展開力強化事業」採択）において，ASEANの大学院から受け入れる留学生を対象とした新た
な教育プログラムを開発し，平成24年10月から実施した。学生の募集は11月に開始し，今年度は18名を
受け入れた。 

・ ダブル・ディグリー・プログラム協定を締結済みの部局において，平成24年度は新たに以下のとおり
実施した。 
① 工学院修士課程において，タイのアジア工科大学と締結しているダブル・ディグリー・プログラム
協定に基づき，１名の学生を受け入れた。 

② 工学院博士後期課程において，ポーランドのＡＧＨ科学技術大学と締結しているダブル・ディグリ
ー・プログラム協定に基づき，１名の学生を受け入れた。 

③ 理学院博士後期課程において，カザフスタンのアルファラビ・カザフ国立大学理工学研究科との協
定に基づき，１名の学生を受け入れた。 

④ 理学院博士後期課程において，中国の東南大学と締結しているダブル・ディグリー・プログラム協
定に基づき受け入れた学生に対し，博士の学位を授与した。 

・ 医学研究科において，社会人（研修医）を対象としたプログラム（北海道大学大学院医学研究科博士
課程（卒後研修）プログラム）の実施について検討し，平成25年度から実施することで成案を得た。 

・ 平成23年度に引き続き，サステイナビリティ学教育研究センターにおいて，履修証明プログラム（「持
続社会構築環境リーダー育成プログラム」）を実施した。また，本プログラムにかかるパンフレットを
作成して地方自治体等に配付するなど，特に学生募集のＰＲに取り組み，その結果，今年度，初めて道
内の地方自治体より社会人学生１名を受け入れた。 

【７】 
②－３ 
・ 大学院共通授業科目の再

 
 
・ 大学院理工系専門基礎科目の運

（教育改革室） 
・ 平成23年度に引き続き，高等教育推進機構の下に置かれた大学院共通教育専門委員会において，大学
院理工系専門基礎科目の運用状況について検証を行った。その結果，大学院理工系専門基礎科目と大学
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編・整備を行うとともに，
研究科等を横断する新たな
基礎的・融合的科目群を設
定する。 

用状況を検証し，必要に応じて大
学院共通授業科目との整理を行
う。 

院共通授業科目との間で合計23科目が重複開講されており，履修登録の際に間違いを発生させる一因と
なっていることが明らかとなった。そのため，平成25年度は23科目のうち16科目を単独開講（２科目を
大学院理工系専門基礎科目のみ，14科目を大学院共通授業科目のみ）とするよう，科目の整理を実施し
た。また，残りの７科目については，両科目群それぞれの目的を達成させるための重要な構成科目とな
っていることから重複開講を認めることとしたが，一方で学生の誤解を少なくするため，両科目群のシ
ラバスを一冊にまとめるなど，学生への周知方法を見直すことにより改善を図ることとした。 

・ 大学院理工系専門基礎科目及び大学院共通授業科目の充実を図るため，７科目について，函館キャン
パスに在籍する学生へのテレビ会議システムを利用した遠隔授業を実施した。 

【８】 
③－１ 
・ 大学のアドミッション・
ポリシーに基づき，学部の
枠を超えた大括り入試を導
入する。 

 
 
・ 大学のアドミッション・ポリシ
ーに基づき，学部の枠を超えた総
合入試を実施するとともに，引き
続き，総合入試について検証を行
う。 

（教育改革室） 
・ 総合入試制度を検証するためのデータ蓄積を目的とした追跡調査として，新入生アンケートのほか，
新たに２年次アンケート調査を実施した。２年次アンケート調査の結果からは，①学部・学科等移行に
おいて，移行先が「希望通り決定した」もしくは「ほぼ希望通り決定した」と回答した割合が82％であ
る，②学生生活で充実していた事項として「幅広い教養を身につけること」，「興味ある学問を見つけ
ること」の割合が高い，③移行先の決定に当たっては，総合入試への出願前に既に希望する移行先があ
った学生のうち，最終的な希望移行先を変更した割合が51％であるなど，学部・学科等選択のミスマッ
チの解消などを目指した総合入試制度が順調に機能している状況を確認した。 

・ 総合入試を含む本学の魅力を伝えるため，道内外の主要高等学校等を訪問するとともに, オープンキ
ャンパス，東京,大阪, 名古屋での北大進学相談会等の本学主催行事を実施するなど,入試に関する各種
広報活動を積極的に展開した。オープンキャンパスへの参加者は１万人を超え（参加者数延べ10,439名，
前年度比691名増），北大進学相談会への参加者も合計1,786名，前年度比206名増となった。 
なお，平成25年度入試における本学志願者は総計10,763名，前年度比126名増，そのうち総合入試枠の

志願者は計3,642名，前年度比 455名増となった。 
【９】 
③－２ 
・ 研究科等のアドミッショ 
ン・ポリシーに基づき，大学
院課程の入学者選抜方法・入
学制度の見直しを行う。 

 
 
・ 大学院入試におけるインターネ
ット出願について，可能な部局か
ら本格実施する。 

（教育改革室） 
・ 大学院におけるインターネット出願の試行を実施した13部局のうち，試行３年を経た３部局（教育学 
院，歯学研究科，工学院）及び私費外国人留学生（学部）入試について，インターネット出願を本格実 
施した。 

  また，各部局での大学院入試に関する実施方法・広報活動・情報開示等を検討するため，大学院入試
情報等に関する調査を行い，その調査結果を取りまとめ，各部局へのフィードバックを実施した。 
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中
期
目
標 

① 教育課程の多様化と高度化を進めるため，組織整備を行う。 
② 教員の倫理意識と教育能力を高める。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【10】 
①－１ 
・ 「全学教育機構（仮称）」
を設置し，部局横断的な教育
体制を充実させる。 

 
（平成24年度は年度計画なし） 

（企画・経営室） 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

【11】 
①－２ 
・ 獣医学における学士課程教
育を充実させるため，帯広畜
産大学との共同教育課程を
実施する。 

 
 
・ 帯広畜産大学との共同教育課程を
実施する。 

（企画・経営室） 
・ 平成24年４月に「北海道大学獣医学部・帯広畜産大学畜産学部共同獣医学課程」を開設し，課程の編成
及び実施に関する必要事項を審議するため「共同獣医学課程協議会」を発足させた。平成24年度は，１年
次生（北海道大学37名，帯広畜産大学40名）を対象に，帯広畜産大学において「農畜産演習」及び「帯広
基礎獣医学演習」を開講した。 

【11－２】 
①－２－２ 
・ 獣医学教育を改善・充実さ
せるため，帯広畜産大学，山
口大学，鹿児島大学との連携
教育体制を構築し，欧米水準
の獣医学教育実現に向けた取
組を行う。 

 

 
（平成24年度は年度計画なし） 

（企画・経営室） 
・ 平成24年度国立大学改革強化推進事業に「国立獣医系４大学群による欧米水準の獣医学教育実施に向け
た連携体制の構築」（実施大学：帯広畜産大学（代表），北海道大学，山口大学，鹿児島大学）が選定さ
れたことを受け，欧米認証に向けての各種設備の整備を開始した。 

【12】 
①－３ 
・ 北海道地区の大学等との連
携を強化し，教育課程を充実
させる。 

 
 
・ 帯広畜産大学と連携して教育体制
を強化し，獣医学研究科における新
たな履修コースを開設する。 

（企画・経営室） 
・ 平成23年度博士課程教育リーディングプログラムに採択された「One Healthに貢献する獣医科学グロー
バルリーダー育成プログラム」において，平成24年４月に帯広畜産大学と連携した履修コース「人獣共通
感染症対策専門家養成コース」及び「ケミカルハザード対策専門家養成コース」を開設し，平成25年度か
らの科目提供に向けた整備を行った。 

【12－２】 
①－３－２ 
・ 北海道地区の国立大学と連
携し，教養教育を充実させ
る。 

 
（平成24年度は年度計画なし） 

（教育改革室） 
・ 平成24年度国立大学改革強化推進事業に「北海道内国立大学の機能強化について～北大を拠点とする連
携体制の構築」が選定されたことを受け，道内国立大学の教養教育連携実施のため，連携大学間の双方向
による遠隔授業の実施に必要な遠隔授業システム等の設備整備を開始した。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （教育）②教育の実施体制等に関する目標 
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る。 

【13】 
①－４ 
・ 国際化に対応した新たな学
士課程教育を構築する。 

 
 
・ 平成23年度に取りまとめた「現代
日本学プログラム設置構想（案）」
を踏まえた全学的な調整を行う。 

（企画・経営室） 
・ 平成23年度に取りまとめた「現代日本学プログラム設置構想（案）」を踏まえ，新たに同プログラムに
関係する文系５部局の教員も参画する「現代日本学プログラム課程設置検討部会」を設置した。同時に同
部会の下に４つの作業部会（「入試関連作業チーム」，「学生支援作業チーム」，「教務関連作業チーム」，
「組織関連作業チーム」）を置き，関係部局等と調整するとともに，海外の高校等のニーズ調査を行いつ
つ検討を進め，具体の設置計画案をとりまとめた。 

【14】 
①－５ 
・ 高度な専門性と幅広い知識
を有する人材を育成するた
め，大学院課程を再編する。 

 
・ 薬学部６年制教育に対応した博士
課程を設置する。 

（企画・経営室） 
・ 薬学部６年制教育に対応した博士課程として「生命科学院臨床薬学専攻」を設置し，４名の学生を受け
入れた。また，薬学系人材養成の在り方に関する検討会からの「新制度の『大学院４年制博士課程』にお
ける研究・教育などの状況に関する自己点検・評価の提言」を受け，自己点検・評価を実施した。 

・ 獣医学研究科を中心とした博士課
程教育リーディングプログラムを
実施する。 

（企画・経営室） 
・ 平成23年度博士課程教育リーディングプログラムに採択された「One Healthに貢献する獣医科学グロー
バルリーダー育成プログラム」を平成24年４月から開始し，18名の学生を受け入れた。 

【15】 
①－６ 
・ 学術的・社会的なニーズ等
を踏まえ，教育組織の入学定
員の見直しを行う。特に，歯
学部歯学科の入学定員の適
正化に積極的に取り組む。 

 
・ 文学研究科の入学定員を改訂す
る。 

（企画・経営室） 
・ 大学院教育の質の維持・向上を図るため，文学研究科の入学定員を改訂した（ＭＣ118名→90名，ＤＣ
50名→35名）。 

・ 生命科学院生命科学専攻博士後期
課程の入学定員を改訂する。 

（企画・経営室） 
・ 「生命科学院臨床薬学専攻」の設置に伴い，生命科学専攻博士後期課程の入学定員を改訂した。 
（50名→46名） 

【16】 
②－１ 
・ 教育活動全般に関する基本
姿勢を明示した教育倫理綱
領を個々の教員に浸透させ
る。 

 
 
・ 教員の倫理意識と教育能力向上の
ため，ＦＤ研修の内容を映像化して
配信する。 

（教育改革室） 
・ 新任教員を対象に，本学の教育理念，教育倫理，授業方法といった教育の基礎を学ぶことを目的として，

高等教育推進機構が実施している教育ワークショップ（ＦＤプログラム）の講義内容を精選し，「教育能
力を高めるために～北大方式Faculty Developmentの実践～」として映像化したものを本学オープンコー
スウェア（ＯＣＷ）で公開した。このことにより，ＦＤが実施される特定部局の教員だけでなく，本学の
全教員が各々の都合の良い時間にＦＤ研修を受講できる環境が整備されることとなり，より効率的に教育
倫理綱領を個々の教員に浸透させることが出来るようになった。 

・ 大学院共通授業科目において，大学院生の教育能力の育成を目的としたＰＦＦ（Preparing Future 
Faculty ）ワークショップを英語で実施し，大学教員を目指す大学院生等に教員の倫理意識等を教授した。
なお，受講者数は30名であった。 

【17】 
②－２ 
・ 北大型次世代ＦＤプログラ
ムを開発し，実施する。 

 
 
・ 授業改善のための次世代ＦＤプロ
グラムを実施する。 

（教育改革室） 
・ 将来の学部・大学院において教育改善のリーダーとなる中堅教員を対象とした「教育改善マネジメント
ワークショップ」（北大型次世代ＦＤプログラム）について，平成23年度の実施結果を踏まえ，「大学の
国際化」をテーマに，大学の国際化等の内容を充実させたプログラムに改良し，引き続き実施した。 
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中
期
目
標 

① 総合的な学生支援を充実させる。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【18】 
①－１ 
・ キャリア支援，学生相談
及びメンタルヘルスケアを
含む総合的な学生支援体制
を構築する。 

 
 
・ 総合的な学生支援体制を構築する
ため，以下の事項を実施するととも
に，平成22年度からの進捗状況につ
いて検証を行う。 
① 学生支援担当者の資質向上のた
め，学生支援担当教職員及びピア
・サポート学生に対する研修を実
施する。 

② アカデミック・アドバイザー制度
及びピア・サポート（学生同士に
よる相談）制度を推進する。 

③ 学生相談室，保健センター，キャ
リアセンター及び部局間の連携体
制のもと，相談業務及び就職支援
業務等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（教育改革室） 
① 学生支援担当者の資質向上のため，学生支援を担当する教職員及び学生に対する研修等を以下のとおり
実施した。 

 1） 平成24年９月に「クラス担任等連絡会」を開催し，１年次学生の第１学期の学修状況や健康管理等の
説明のほか，第１学期にクラス担任が携わった事件・事故等の事例を紹介し，それに対する意見交換を
行うなど，学生支援に求められる知識の習得を図った。 

   また，クラス担任及びクラス副担任に対するアンケート調査を実施し，調査結果をクラス担任幹事会
において検証するとともに，学生指導にかかる具体的な指導方法等を平成25年度クラス担任マニュアル
に掲載してその充実を図った。 

2） 平成24年５月に，クラス担任教員，学生委員会委員，学生支援担当教職員等を対象に「メンタルヘル
ス講演会」を実施し，60名が参加した。 

3） 平成24年９月～12月に，学生支援担当職員を対象として「メンタルヘルスファーストエイドを用いた
ゲートキーパ養成研修会」を４回実施し,各部局及び学務部の職員計76名が受講した。本研修会は，メ
ンタルヘルスの危機にある学生の初期対応からカウンセラーや専門医等への橋渡しまでの当該学生と
の接し方等のスキル習得を目的として初めて実施したものである。 

4） 平成24年12月に，学生支援担当職員を対象にＳＤ研修として平成23年度に引き続き「クレーム対応力
向上研修」を実施し，道内国立大学・高専の学生支援担当職員15名を含む計27名が受講した。平成24
年度実施にあたっては，平成23年度受講者アンケート結果から事例を増やし，研修の内容をより実践的
なものとした。また，国立大学協会との共催とし，経費の軽減を図った。 

5） 新規採用のピア・サポート担当学生（ピア・サポーター）14名に対し，アドバイザー（本学教員）に 
よる学内の各種相談体制等，基礎的な知識の習得を目的に研修を実施した。また，年２回（前期11月・
後期３月）ピア・サポーターによる活動報告会を開催し，出席した副学長，学生相談室長，アドバイザ
ー教員からの質疑応答・意見等を通じて，ピア・サポート制度の充実を図った。 

更に今年度は，ピア・サポーターを対象に，ピア・サポート活動の理念の共有と継承を目的とした
「継続研修」を４回実施した。 

② アカデミック・アドバイザー制度及びピア・サポート（学生同士による相談）制度に関する以下の取組
を実施した。 

 1） アカデミック・サポートセンターにおいて，主に１年次学生に対して，学部移行の進路相談や学習サ
ポート等によるアドバイスを延べ 3,159名に行った。また，大学での学習方法・汎用スキルを紹介する
「スタディ・スキルセミナー」を開催し， 158名が参加した。 

 2） 「ピア・サポート室」を訪れた人数は延べ 6,710名であり，学習面や生活・進路面などのアドバイス
を延べ446名に行った。  

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （教育）③学生への支援に関する目標 
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 3） 関連する企画として，「本活（先輩学生から提供された本，教科書をピア・サポート室に配置）」，
「茶話会（ピア・サポーターと学生との交流）」，「ピア新聞」創刊，附属図書館との合同企画「少年
よ，学部を選べ（学部の先輩が自身の学部選びに参考にした書籍や学部の魅力を紹介）」等を実施した。 
なお，過去２年間の実績を踏まえ，当該制度の運営を効率化するため，５月から試行的にスタッフを

「相談業務」「情報収集」「広報」の３チーム制とし，チームごとに企画・立案して，月１回開催する
全体会議で話し合う体制に変更した。 

③ 学生相談室，保健センター，キャリアセンターと部局の連携体制を構築し，相談業務及び就職支援業務
等を充実させるため，以下の取組を実施した。 

 1） 学生相談室，保健センター，キャリアセンター，留学生センター，アカデミック・サポートセンター，
独自の相談室を設置している部局の相談担当者及び学務部職員を構成員に，各組織における利用状況等
の紹介や事例に基づく検討を行うなど，情報の共有と連携を深めるため，「保健センター学生相談室合
同勉強会」を３回開催した。 

2) キャリアセンター職員が，部局就職支援担当教職員を訪問し情報交換を行うとともに，当該担当教員
のメーリングリストを活用し，就職活動支援イベントや企業からの追加求人情報等を随時提供するな
ど，キャリアセンターと部局間における「縦の連携」を強化した。また，平成23年度と同様に，各部局
間の「横の連携」を強化するため，キャリアセンター主催による部局就職支援担当教職員との「キャリ
ア支援・教育連絡会議」を平成24年９月に開催し，就職支援に関する意見交換及び情報交換を行った。 

3)  キャリアセンターにおいて，部局の意見や要望を踏まえ，以下のイベント等を実施した。 
ⅰ 平成23年度と同様に，内定を得た学生による就職活動支援イベント「就活入門道場」を平成24年７月
に開催し，学生110名が参加した。また，新企画として「内定者に尋ねる会」を同年10月に開催し，学
生220名が参加した。さらに，「内定者と語る会2012」を同年11月に開催し，学生220名が参加した。 

ⅱ 新たに，学部１・２年次学生を対象に，初年次から自らのキャリアを考える力を養うため「キャリ
アガイダンス１」を平成24年６月に開催し，学生17名が参加した。また，学部３年次・大学院修士課
程１年次学生を対象に，早い時期から就職活動を意識させるため「キャリアガイダンス２」を同年７
月に開催し学生175名が参加した。 

4） キャリアセンターにおいて，平成22～24年度に実施した就職活動支援イベントについて検証し，平成
25年度は，学生の利便性を考慮し，これまで別々に実施していた自己分析とエントリーシートの講座を
統合して「自己分析から始めるエントリーシートの書き方講座」を実施すること，また学生からの要望
が高い「企業研究セミナーの歩き方」を新企画として実施することを決定した。 

5)  平成23年度にカルト問題の対応に苦慮したことから，学生相談の組織を見直し，学生委員会学生相談
専門委員会の下にカルト問題対応を専門とする特殊相談対策室を設置し（平成24年３月）,平成24年４
月１日付で初代室員６名を選出した。 

 6) 修学支援を要する重度の障がい学生への支援体制の今後のあり方並びに具体的な支援体制について
検討するため「障害学生支援体制検討ＷＧ」を発足し，「北海道大学における障がいのある学生への支
援に関する指針」を定めるとともに，新たな支援組織として，平成25年４月から「特別修学支援室」を
設置し，障がいのある学生への支援の充実を図ることとした。 

【19】 
①－２ 
・ 学生支援担当教職員及び
学生向けの研修システムを
整備する。 

 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
（平成24年度は年度計画なし）  

【20】 
①－３ 
・ 奨学金，奨励金及び表彰

 
 
・ 平成23年度に新設した「フロンテ 

（教育改革室） 
・ 平成23年度に制定した北海道大学フロンティア奨学金実施要項に基づき，各部局から推薦のあった学生

のうち，学部学生19名（１年次５名含む），大学院学生10名の計29名に奨学金を給付した。 
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制度など多様な方法によ
り，学生に対する支援を拡
充する。 

ィア奨学金」を実施する。 

 

 

北海道大学

- 9 -



北海道大学 

 

 

教育研究等の質の向上に関する特記事項【教育】 

 
（教育改革室，企画・経営室） 
 
Ⅰ．特記事項 
 

１．総合入試に対応した取組の実施・検証：計画番号【１，８，18】参照 
(1) 総合入試の検証 

平成23年度から実施した総合入試，及び総合入試に対応した初年次教育，並び
に学部への移行制度等について検証するため，教育改革室の下に「総合入試・総
合教育にかかる検証ＷＧ」を設置した。同ＷＧにおいて検証を行った結果，実行
教育課程表で指定された年次に授業科目を履修せず，移行点を上げることに傾倒
した履修計画をたてる１年次学生がいるなど，全学教育科目における学生の履修
動向に問題点が含まれていることが判明した。そのため，１年次学生が履修すべ
き科目区分（群）を見直し，平成25年度から「２年次進級時における学部・学科
等への移行点の算出基準単位表」を改正するなど，次年度に向けた改善策を施し
た。 
一方，総合入試制度の検証に資するための追跡調査として，新入生アンケート

の他に２年次アンケートを新たに実施した。２年次アンケートの結果からは， 
① 学部・学科等移行において，移行先が「希望通り決定した」もしくは「ほ
ぼ希望通り決定した」と回答した割合が82％である， 

② 学生生活で充実していた事項として「幅広い教養を身につけること」，「興
味ある学問を見つけること」の割合が高い， 

③ 移行先の決定に当たっては，総合入試への出願前に既に希望する移行先が
あった学生のうち，最終的な希望移行先を変更した割合が51％である， 

など，学部・学科等選択のミスマッチの解消などを目指した総合入試制度が順調
に機能している状況を確認した。 

(2) 進路選択等に関する学生支援 
平成23年度に引き続き，総合入試により入学した学生の円滑な学部・学科等移

行を図るため，３回の志望調査を実施するとともに，学部・学科等移行ガイダン
ス及び学部・学科等紹介・進路相談会を複数回開催することによって，学生の進
路選択を細やかに支援した。２年次アンケートでは，「希望移行先の決定にあた
り，学部・学科等紹介を参考にした」と回答した学生の割合が総合入試による入
学者では72％であるなど，支援の効果が明らかになっている。 
アカデミック・サポートセンターでは，主に１年次学生を対象に，学部移行に

ついての進路相談や学習サポート等による助言を延べ3,159名に対して行うとと
もに，大学での学習方法・汎用スキルを紹介する「スタディ・スキルセミナー」
を開催した（参加者158名）。 

 

 
(3) 入試広報活動の取組 

総合入試を含む本学の魅力を伝えるため，道内外の主要高等学校等を訪問する
とともに, オープンキャンパス，東京,大阪, 名古屋での北大進学相談会等の本学
主催行事を実施するなど，入試に関する各種広報活動を積極的に展開した。オー
プンキャンパスへの参加者は１万名を超え（参加者数延べ10,439名，前年度比691
名増），北大進学相談会への参加者も合計1,786名（前年度比206名増）となり，
大勢の高校生・保護者等の参加を得た。なお，平成25年度入試における本学志願
者は総計10,763名，前年度比126名増，そのうち総合入試枠の志願者は計3,642名，
前年度比455名増となった。 
 

２．体系的な教育プログラムの編成についての取組（ナンバリング制度の導入）： 
計画番号【２】参照 
教育内容・水準を明確化し，体系的な教育プログラムを編成するため，ナンバリ

ング（授業科目のコード化）制度について検討し，平成25年度以降の全学的な導入
に向けて成案及び学内合意を得た。平成25年度から本制度を，全学教育科目，国際
交流科目，教職科目及び準備が整った部局（理学部，獣医学部，獣医学研究科，環
境科学院）の専門科目において実施することとした。また，学生等がナンバリング
を利用して授業科目に係る情報を容易に取得できるようにするため，教務情報シス
テム及びシラバス検索システムの改修を実施した。 
本学が構築したナンバリング制度は，教育課程の編成者（学部等）が行う点検活

動（当該教育課程について，教育分野の偏りが無いか，学生にとって体系的な学修
を実現できるようなカリキュラムとなっているか等）の効率化に資することに重点
をおいて構築されている。また，国際化に向けた取組の一環として，外国語による
授業科目がナンバーから読み取ることが出来るように「言語コード」を付記するな
ど，独自の工夫を加えた。一方で，海外の多くの大学と共通の授業レベルの表記（1000
～4000番台が学部，5000～7000番台が大学院）を採用するなど，国際的に通用する
ものとした。 
なお, ナンバリング制度については，平成24年８月に発表された中央教育審議会

答申において「学生の主体的な学修を促す教育内容と方法の工夫の方策」として取
り上げられているが，全国の国立大学の中で全学的に導入している大学は４大学の
みであり（平成24年７月現在，佐賀大学調べ），本学のナンバリング制度は国内で
も先駆的な取組である。 

 
３．獣医学教育に関する取組： 計画番号【５，11，11-2，12，14】参照 
(1) 共同教育課程の実施 
  平成24年４月に「北海道大学獣医学部・帯広畜産大学畜産学部共同獣医学課程」
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を開設し，課程の編成及び実施に関する必要事項を審議するため「共同獣医学課
程協議会」を発足させた。平成24年度は，１年次生（北海道大学37名，帯広畜産
大学40名）を対象に，帯広畜産大学において「農畜産演習」及び「帯広基礎獣医
学演習」を実施した。 

(2) 博士課程教育リーディングプログラムの実施 
  平成23年度博士課程教育リーディングプログラムに採択された「One Healthに
貢献する獣医科学グローバルリーダー育成プログラム」を平成24年４月から開始
し，18名の学生を受け入れた。同時に，帯広畜産大学と連携した履修コース「人
獣共通感染症対策専門家養成コース」及び「ケミカルハザード対策専門家養成コ
ース」を開設し，平成25年度からの科目提供に向けた整備を行った。 
また，高等教育推進機構に「大学院教育部」を設置し，大学院共通教育の企画・

調整及び博士課程教育リーディングプログラムの推進を行うための体制を整備し
た。 

(3) 国立獣医系４大学群による連携 
   平成24年度国立大学改革強化推進事業に「国立獣医系４大学群による欧米水準

の獣医学教育実施に向けた連携体制の構築」（実施大学：帯広畜産大学（代表），
北海道大学，山口大学，鹿児島大学）が選定され，欧米認証に向けての各種設備
の整備を開始した。 

 
４．北海道地区の国立大学との連携強化の取組：計画番号【12-2，44-2，73-2】参照 

平成24年度国立大学改革強化推進事業に本学を実施代表大学とする「北海道内国
立大学の機能強化について～北大を拠点とする連携体制の構築～」（実施大学：北
海道大学（代表），北海道教育大学，室蘭工業大学，小樽商科大学，帯広畜産大学，
旭川医科大学，北見工業大学）が選定された。この取組を推進するために，「教養
教育の充実」，「入学前の留学生を対象とした準備教育」及び「事務の効率化・合
理化」に関する３つの事業の実施に向けて準備を開始した。 

 
５．北海道大学フロンティア奨学金の実施：計画番号【20】参照 

平成23年度に創設した北海道大学フロンティア奨学金（給付型）を北大フロンテ
ィア基金の原資で新たに実施した。実施要項に基づき，学部学生19名（１年次５名
を含む），大学院学生10名の計29名を北海道大学フロンティア奨学金受給者として
決定した。 

 
Ⅱ．教育関係共同利用拠点の取組 
 
１．水産学部附属練習船「おしょろ丸」 
「亜寒帯海域における洋上教育のための共同利用拠点」 
（認定期間：平成23年４月１日～平成28年３月31日） 
平成23年度に教育関係共同利用拠点として認定された水産学部附属練習船「おし

ょろ丸」において，「亜寒帯海域における洋上教育のための共同利用拠点」として

全国に公募を行い，福井県立大学，東北大学，東京大学，東京海洋大学，北見工業
大学，東京農業大学，日本大学，帝京科学大学及び北里大学と計12回の共同利用実
習を実施し，212名の学生が参加した。また，本学の「洋上実習Ⅱ（60日航海）：ア
リューシャン周辺，ベーリング陸棚斜面，アラスカ湾，釧路沖」に東京大学及び京
都大学の大学院学生が乗船し，海洋観測実習，流網実習，プランクトン採集実習，
鯨類目視観測実習等を行った。 
また，被災した宮古水産高校の乗船実習を実施するとともに，平成25年３月11日

に文部科学省で開催された「東日本大震災復興支援イベント」において，「練習船
おしょろ丸による水産系人材育成の支援～宮古水産高校の乗船実習代行」をテーマ
に出展し，被災地に対する本学の支援活動を紹介した。 
 

２．北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステーション 
「フィールドを使った森林環境と生態系保全に関する実践的教育共同利用拠点」 
（認定期間：平成24年７月31日～平成29年３月31日） 
平成24年度に教育関係共同利用拠点として認定された北方生物圏フィールド科学

センター森林圏ステーションにおいて，「フィールドを使った森林環境と生態系保
全に関する実践的教育共同利用拠点」として全国に公募を行い，和歌山大学，人間
環境大学，名寄市立大学，酪農学園大学，愛知教育大学，東京家政大学及び北海道
教育大学札幌校が共同利用実習を実施し，584名の学生が参加した。また，全国の大
学生を対象にした教育プログラム「野外シンポジウム」を開催し,山形大学，筑波大
学，名古屋大学，京都大学，九州大学，琉球大学など全国14大学より25名の学生が
参加した。 
 

３．北方生物圏フィールド科学センター水圏ステーション（厚岸臨海実験所，室蘭臨
海実験所） 
「寒流域における海洋生物・生態系の統合的教育共同利用拠点」 
（認定期間：平成24年７月31日～平成29年３月31日） 
平成24年度に教育関係共同利用拠点として認定された北方生物圏フィールド科学

センター水圏ステーション（厚岸臨海実験所，室蘭臨海実験所）において，「寒流
域における海洋生物・生態系の統合的教育共同利用拠点」として全国に公募を行い，
「寒流域の海洋生態学」，「放卵・卵成熟・受精・初期発生の生物学」，「海藻類
の分類・発生・細胞生物学」の３コースの公開臨海実習を行い，本学を含めた15大
学（奈良大学，大阪大学，長崎大学，琉球大学，東邦大学，長浜バイオ大学，茨城
大学，鹿児島大学，東京大学，立教大学，同志社大学，山形大学，熊本大学，福井
県立大学）から25名の学生が参加した。また，「発展的海洋生物・生態学コース」
を厚岸及び室蘭臨海実験所の教員が連携して開催し，国内から３名（沖縄科学技術
大学院大学，帯広畜産大学，北海道大学），海外から５名（フィリピン大学，ミン
ダナオ州立大学）の学生が参加した。 
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【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【21】 
①－１ 
・ 基礎領域における研
究を持続的に推進する
とともに，本学の研究
の特色をなす情報，生
命，環境，エネルギー
分野の研究，実証型・
フィールド型の研究や
先端融合領域の研究を
重点的に支援する。 

 
 
・ 平成23年度までに重点的，

かつ戦略的に取り組むべき
研究分野または研究テーマ
として設定した研究を推進
するとともに，本学の特色
ある研究について支援す
る。 

（研究戦略室） 
・ 本学の研究戦略に基づき重点的，かつ戦略的に取り組むべき研究分野・研究テーマとして設定した研究，及び本学の
特色ある研究を推進するとともに，当該研究について支援するため，以下の取組を行った。 
① 中期目標達成強化経費により，「最先端研究開発支援プログラム」への支援として，「分子追跡陽子線治療装置の
開発研究」の実施に当たり，陽子線治療医学研究施設（仮称）建設に係る経費の補助を行い，上記治療装置の開発・
導入に向けて支援した。また，平成24年度に同プログラムの中間評価を受け，当研究の推進及び支援状況について，
計画どおり順調に進捗していることを確認した。 

② 「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム」による民間協働機関５社との「未来創薬・医療イノベー
ション拠点形成」事業（平成18年度～平成27年度）において，文部科学省の中間（７年目）評価を受け，総合評価で
Ａ評価（所期の計画と同等の取組が行われている）を得た。 

③ 「橋渡し研究加速ネットワークプログラム」に札幌医科大学及び旭川医科大学と連携して採択された「オール北 
海道先進医学・医療拠点形成」事業を支援するために，「探索医療教育研究センター」等に，新たに全学運用教員 
制度による専任教員２名を措置し（合計３名），本事業の支援を実施した。 
また，実用化に向けた更なる研究加速のための研究費の補助を受けるシーズパッケージ制度に，３大学連携で立 

ち上げた「北海道臨床開発機構」として，シーズＢ２件（全採択課題５件中）及びシーズＣ２件（全採択課題６件 
中）が採択された。 
これらの結果，平成24年度には同機構全体で，３件の医師主導治験が開始され，また２件の製造販売承認を取得 

し，さらに２件の保険医療化が認められるなど大きな成果をあげた。 
④ 創成研究機構特定研究部門を活用し，世界レベルでかつ先端融合領域の研究３件及び本学の特色ある研究２件 
（うち１件は新規）について，研究費および研究スペースの支援を行った。 
また，世界レベルでかつ先端融合領域の研究（研究期間３～５年）のうちの１件について，研究を加速させるため

全学運用教員２名を措置したほか，概算要求特別経費の獲得に向けて支援した。ほか２件については，平成25年３月
に特定研究部門審査専門委員会を開催し，中間評価及び事後評価を実施した。プロジェクト実施者によるプレゼンテ
ーション及び質疑応答等を踏まえて評価を行った結果，いずれも高い評価となった。 

⑤ 研究者が安心して研究に専念できる環境整備として，研究戦略室に「北海道大学における人類学的・考古学的学 
術資料の収集・保存・利用に関する基本方針策定部会」を設置し，全学的ルールとして「北海道大学における学術資
料の収集・保存・利用に関する基本理念（案）」の策定に着手した。 

⑥ 平成19年度採択拠点であるグローバルＣＯＥプログラム（３拠点）について事後評価が行われ，すべてＡ評価（設 
定された目的は十分達成された）であった。 

⑦ 創成研究機構に，本学や他の研究機関におけるナノテクノロジー各研究領域を連携させるとともに，ナノテクノロ
ジー関連の研究設備の管理及び利用支援を行う「ナノテクノロジー連携研究推進室」を設置し，運営に係る各種支援
を行った。 

中
期
目
標 

① 基幹総合大学として幅広い領域で世界水準の研究を展開する。 
② 世界水準の優れた研究者育成のための諸方策を次世代にわたる長期的な視点で継続的に実施する。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （研究）①研究水準及び研究の成果等に関する目標 
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⑧ 国の施策として優秀な学生を惹きつけ，世界で活躍できる研究者を輩出する環境づくりのための「卓越した大学 
院拠点形成支援補助金」事業において，我が国の学術研究を格段に発展させる研究者を一定以上擁し，優れた研究基
盤を有する博士課程の専攻等として，本学から３つの専攻等が選定された（うち１専攻は最上位のＳグループ）。同
補助金によるリサーチ・アシスタントの雇用，設備整備等の取組により，博士課程の学生が学修研究に専念する環境
の整備を図った。 

⑨ 海外からの助成を得るため，大学としてＡＸＡリサーチファンドプロジェクトグラント及びプロジェクトポストド
クトラルに参加希望登録を行い，機関として認められた。 

⑩ 平成24年度文部科学省補助事業「リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備（世界的研究
拠点整備）」に採択されたことに伴い，創成研究機構にＵＲＡステーションを設置し，研究者支援に向けての体制を
構築した。また，国際共同研究の実施を支援し，大型研究プロジェクト及び大型競争的資金獲得に係る施策の企画等
を行うとともに，リサーチ・アドミニストレーターを育成するため，研究支援室の業務の見直しを行うなど組織の刷
新を図った。 

【22】 
①－２ 
・ 他大学及び諸研究機
関と効果的な連携研究
を推進する。 

 
 
・ 本学の研究戦略に基づく
大学，研究機関等との連携
研究を実施するとともに，
これまでの実績について検
証を行う。 

(研究戦略室) 
・ これまで締結した連携協定に基づき，相互に協力可能な分野におけるそれぞれの研究開発，教育・人材育成などの具
体的な連携協力18件に対して，総長室事業推進経費(包括連携等事業)により支援した。支援課題選定の際には，昨年度
の実績報告書に記載した内容を踏まえたうえで選考を行い，配分額などの調整を行った。また，平成21年度から23年度
までに採択となった課題のうち，相手機関との共同研究実施をテーマとしていた29件について，予算配分のPDCAサイク
ルの一環としてフォローアップ調査を行い，事業の有効性について検証を行った。その結果，実績の乏しいテーマにつ
いては予算を削減し別事業に活用する等，経費の見直しを行うこととした。 

・ 文部科学大臣の認可を受けた共同利用・共同研究拠点を中心として，他大学等との連携による効果的な共同研究を特
別経費（共同利用・共同研究拠点）により推進した（共同利用･共同研究拠点７拠点，７拠点の共同研究数239件）。 

【23】 
①－３ 
・ 研究成果を，国際的
に評価の高い学術誌や
著書，国際学会・シン
ポジウム等において積
極的に発表する。 

 
 
・ 研究成果を，評価の高い
学術誌への公表及び国内外
の学会等での発表を行うた
めの支援を継続する。 

(研究戦略室) 
・ 「研究総長賞」において，本学を代表するに足る優れた研究業績を上げ，本学の学術の進歩に著しく貢献した教員２
名を表彰し，評価の高い学術誌に研究成果を公表するためのインセンティブとした（研究総長賞全体では８名を表彰）。 

・ 総長室事業推進経費（公募型プロジェクト研究等支援経費）を活用し，以下の支援を行った。 
 ① 評価の高い学術誌等へ公表できるような研究成果を出すための研究環境整備として，若手研究者に対する研究シー

ズ発掘のための調査経費，海外での研究ネットワーク構築などに要する経費の支援（21件） 
② 国際的な場で「本学の存在感」を高める取組として，国内外の学会等での発表を推進するため，本学研究者を中心
とする国際研究集会を北海道で開催するために要する経費の支援（７件），及び国際研究集会等において招待講演，
基調講演等を行うための旅費の支援（13件） 

③ 国際共同研究を推進するための研究経費，情報収集や打合せなどの経費及び招へい旅費の支援（３件） 
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【24】 
②－１ 
・ 若手教員を対象とす
るテニュアトラック等
の育成プログラムを発
展させる。 

 
 
・ 平成19年度からの若手研
究者人材育成事業の実績を
継承し，全学的な若手教員
育成制度を構築するととも
に，引き続き，平成23年度
に採択された「北大テニュ
アトラック制度」を推進す
る。 

（人材育成本部） 
・ 人材育成体制強化の一環として創成研究機構に融合科学研究部門を設置し，L-Stationを配置することとした。 
・ 平成23年度に引き続き，平成24年度の文部科学省「テニュアトラック普及・定着事業」に採択された。また，文部科
学省に個人選抜型５名の候補者を推薦し，うち１名が採択された。 

･ 平成24年度の北大テニュアトラック事業を以下のとおり実施した。 
① 第１回国際公募により２名，第２回国際公募により５名，平成24年度として計７名（総合型３名，部局型３名，部
局女性型１名）のテニュアトラック助教採用を決定するとともに，部局における育成システムの運用を本格化した。 

② 平成22年度採用者１名の中間評価を実施し，テニュア継続を決定した（平成24年11月）。 
③ 平成20年度採用者２名，平成21年度採用者１名のテニュア審査を実施し，３名のテニュア移行を決定した（平成25
年２月）。 

④ 「部局型」，「部局女性型」のテニュアトラック助教との面談により，部局における研究環境及びサポート状況を
把握し，問題点の改善・対策に着手した。 

・ 「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業・北大基礎融合科学領域リーダー育成システム（平成19年度～平成23年
度）」の事後評価において，全学レベルの体制構築や初年度採用の若手研究者全員がテニュア職に採用されたことなど
が高く評価され，総合評価“Ｓ（所期の計画を超えた取組が行われている）”と評価された。 

・ テニュアトラック普及・定着事業における学内広報，業務効率化の一環として，ホームページサイトを一新した（学
内サイトは平成25年５月に公開予定）。 

【25】 
②－２ 
・ 若手研究者の萌芽的
研究への支援を継続的
に進める。 

 
 
・ 若手研究者への萌芽的研
究支援を実施するととも
に，支援策について検証を
行う。 

(研究戦略室) 
・ 「研究総長賞」において，本学の発展に寄与する優れた研究業績(論文等)を発表し，将来，世界的に発展の期待され
る若手教員６名を表彰した（研究総長賞全体では８名を表彰）。【再掲23】 

・ 若手研究者の萌芽的研究に対し，総長室事業推進経費(公募型プロジェクト研究等支援経費)による「若手研究者自立
支援」を継続的に実施した。また，その支援策の効果を検証するために成果発表会（15件）を実施した。【再掲23】 

・ 支援策の効果，必要性について検証を行った結果，本支援経費を活用し，海外での研究ネットワーク構築が進んでい
る等，研究の発展を支援する仕組みとして有効であることが確認できたため，今後も支援枠を拡大し継続して支援を進
めることとした。 

・ 若手研究者を対象として申請書の作成ポイントのアドバイスを行うため，研究戦略室幹事会において選出した外部講
師を招いて科学研究費申請セミナーを３回開催した。 

【26】 
②－３ 
・ 「人材育成本部」等
を活用し，博士課程学
生や博士研究員等若手
研究者に対し，多様な
キャリアパスを開くた
めの能力開発プログラ
ムを継続的に実施す
る。 

 
 
・ 博士課程学生や博士研究
員等若手研究者に対し，多
様なキャリアパスを開くた
めの能力開発プログラムを
実施する。 

（人材育成本部） 
・ 「人材育成本部上級人材育成ステーション」を基軸に他部局との連携を図りながら，博士課程学生や博士研究員等の
若手研究者に対し，多様なキャリアパスを開くための施策を拡大実施した。 

情報インフラの構築： 
① 企業と博士人材のＳＮＳ「人材Hi-system」を平成23年３月に構築し，同年７月に本格稼働した。平成25年３月末 
現在で企業342社（平成23年度末270社），若手研究者887名（平成23年度末656名）が登録した。アクセス件数は，３ 
月末時点で10,571件であった（平成23年度末6,838件）。 

能力開発プログラム： 
② Advanced COSA（企業研究の魅力を知るカリキュラムで，企業の研究所長クラスや北大大学院博士課程修了後企業 
に就職した若手先輩を招き，企業研究開発の実際や企業における研究者のキャリアパス等を学ぶ）を大学院共通授業 
科目／大学院理工系専門基礎科目として前期後期各１回，計２回開催した。合計８名の学外講師を招き，若手研究者 
251名が参加登録した。また，この講義は函館の水産科学院にもポリコム中継し，リアルタイムでの双方向コミュニ 
ケーションを実現した。なお，平成24年度からは，本講義は生命科学院の選択科目にも登録されている。 

③ 上記Advanced COSAに準じ，単位認定科目ではないが，Advanced COSA の番外編としてキャリアパス多様化支援セ 
ミナーを３回開催した。これはテーマを絞り込んでのセミナーで，第１回目は企業における知的財産権の重要性に焦 
点を当て，博士＋弁理士のダブルディグリー保持者の実務の紹介と質疑応答で58名，第２回目は企業の経営企画の視 
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点から業務ファシリテーションの実際に関する紹介と演習で28名，第３回目は自己ＰＲスキル向上を目指すセミナー 
で25名が参加登録し，延べ111名が参加した。また，本施策も函館の水産科学院にもポリコム中継し，リアルタイム 
での双方向コミュニケーションを実現した。 

④ 赤い糸会（S-cubic;企業担当者と若手研究者の出会いの場）及び緑の会（HoP-Station;インターンシップのマッ 
チング）を大学院共通授業科目／大学院理工系専門基礎科目として３回（２回は北大，１回は東京）開催し，企業 
45社87名，研究者99名が参加した。今までこれに参加した多くの研究者が意識を変えることができ，視野を広げて 
その後のインターンシップや就職に結びつけており，研究者・企業双方から評価されている。また，やりっぱなし 
の施策にならぬよう，事後に必ず反省会を実施し，お互いの至らない点や企業への要望，また本施策に対する改善 
要望点などを論議し，次回へ繋げている。 

⑤ 赤い糸会に連動し，コミュニケーションスキルの向上を目指して，プレゼンテーション演習を３回開催し，若手 
研究者38名が参加した。これにより赤い糸会などでのポスターの質が格段に上がっているとの企業側の評価を得て 
いる。 

⑥ より深く企業の研究開発を実感させることを目的に，道内２社，及び首都圏２社の企業視察を赤い糸会と連動して
行い，44名の若手研究者が参加した。 

⑦ J-window（企業と研究者間リンクを構築するプログラム）を通じ，約150件の面談を実施し，インターンシップや 
就職相談，エントリー企業への働き掛け等のサポートを行った。 

⑧ S-cubic が実施する各施策に関し，内部の自己満足に陥らないようにするため，本施策に多く貢献頂いている企 
業に集まってもらい，忌憚のない意見・希望・改善点等を聞く「幕見の会」を開催した。ここで出た意見を今後の 
施策に反映し，事業のブラッシュアップを図っている。今回は赤い糸会などの常連企業，10社が参加した。 

⑨ 本学教職員向けの人材育成シンポジウム，シンフォスター2013を開催した。今年度のテーマは「社会から見たグ 
ローバルリーダー人材育成」とし，文部科学省及び外資系グローバル企業からの基調講演とともに，グローバルに 
活躍する北大博士ＯＢや現役博士課程学生を招いて，パネルディスカッションを実施した。参加者は140名であった。 

⑩ 本年度よりCEED（北海道大学大学院工学系教育研究センター）との連携強化のため，実務教員間で月例の情報交 
換会を開始し，双方の施策に関しお互いの人材情報の提供を行った。 

⑪ キャリアマネジメントセミナー（ＭＯＴ関連）（大学院共通授業科目／大学院理工系専門基礎科目）・農学院バイ
オ産業創成学を開講した。前期は函館キャンパスへ同時中継を，後期は連携大学（室蘭工業大学，帯広畜産大学，北
見工業大学）へネット配信中継を行い，ＤＶＤで配信した。前期１シリーズ（２単位）は273名に単位を与えた。後
期は少人数授業１シリーズを行い，10名が受講した。これらとは別に，北見工業大学および本学函館キャンパスへは
縮小版（１日間）の出前授業を各々１回実施した。 

⑫ キャリアマネジメントセミナーの演習として，ビジネスマナー演習を１回，プレゼンテーション演習を３回，企業
講師による講演会を４回開催した。 

⑬ 博士インターンシップ（大学院共通授業科目／大学院理工系専門基礎科目：３か月以上）を実施し，若手研究者 
10名（ＤＣ５名，ＰＤ５名）を10社へ派遣した。そのうちＤＣ１名，ＰＤ３名は企業就職（内定含む）した。また，
インターンシップ実施者による体験報告会を３回(札幌２回，函館１回：計８名)開催した。 

⑭ 「北大パイオニア人材協働育成システムの構築（HoP-Station）」事業推進のために設置されている「パイオニア 
人材協働育成推進委員会」を１回開催し，平成24年度事業報告及び次年度の事業内容承認，連携大学院におけるイン 
ターンシップの取組及び授業内容改革の取組に関する情報交換等を行った。これとは別に育成対象者選考等の電子メ 
ール審議を５回行った。 

⑮ 学系部局（工学研究院・情報科学研究科）の教員に対するFDとして，人材育成本部の取組の説明を行った。 
⑯ アントレプレナーミニシンポジウムを女性研究者支援室と共同開催した。 
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【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【27】 
①－１ 
・ 「創成研究機構」
において，本学の研
究戦略に基づき，附
置研究所，共同利
用・共同研究施設，
学内共同利用研究施
設間の連携を進め，
共同研究プロジェク
トを機動的に推進す
る。 

 
・ 創成研究機構において，本
学の研究戦略に基づき，部局
の枠を超えた新しい融合科学
の創出並びに産学官連携研究
の推進に結びつく共同研究プ
ロジェクトを推進する。 

(研究戦略室) 
・ 新しい融合科学の創出，共同研究プロジェクトを推進するため，創成研究機構研究部特定研究部門で１件の研究テ
ーマを採択し，研究費や各研究の実施規模に応じた研究スペースを提供するなどの支援を行った。また，研究部プロ
ジェクト研究部門の公募を行い，１件の採択を決定した（平成25年度研究開始）。【再掲21】 

・ 創薬･機能性食素材の研究開発に必要となる動物実験を行うための施設である北キャンパス総合研究棟６号館（生物
機能分子研究開発プラットフォーム）において，創薬，機能性食素材に関する研究テーマについて，民間企業との共
同研究を実施した（共同研究実施企業数６社）。 

 
・ 創成研究機構の各構成組織
の活動成果の中間評価を行
う。 

(研究戦略室) 
・ 本学の研究の推進に資するため，創成研究機構の構成組織（共同利用・共同研究拠点を除く時限が付されていない
研究を主たる目的とする８施設）について，大学運営の観点から第２期中期目標期間の中間評価を実施した。その結
果，当該施設の研究活動及び運営状況について，概ね順調に進展していることを確認するとともに，評価結果を各施
設へフィードバックし，今後の更なる研究の進展を促した。 

【28】 
①－２ 
・ 大型研究プロジェ
クトの立ち上げ段階
から事業終了まで，
継続的な支援を行
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 創成研究機構において，大
型融合型研究プロジェクト推
進のための支援を進める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(研究戦略室) 
・ 総長室事業推進経費により,大型融合型研究プロジェクト推進のため,設備維持，飼育衛生業務，飼育用消耗品等に
係る経費を支出する等，「生物機能分子研究開発プラットフォーム推進センター」の運営を支援した。 

・ 未来創薬･医療イノベーション推進室において，未来創薬･医療イノベーション拠点形成プログラムに係る国際シン
ポジウムの運営や未来創薬･医療イノベーションセミナーを21件開催するなど，当該プログラム推進のための支援を行
った。 

・ 平成23年度に引き続き，創成研究機構において「全学横断的研究者交流支援事業」を実施し，「部局横断的な研究
推進体制の確立」及び「先駆的･融合的学問領域の創成」等を進展させるための学内公募を行い,若手研究者の交流を
積極的に支援した（採択２件）。 

・ 創成研究機構に，本学や他の研究機関におけるナノテクノロジー研究領域を連携させるとともに，ナノテクノロジ
ー関連の研究設備の管理及び利用支援を行う「ナノテクノロジー連携研究推進室」を設置し，運営に係る各種支援を
行った。【再掲21】 

・ 平成24年度文部科学省補助事業「リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備(世界的研究拠
点整備)」に採択されたことに伴い，創成研究機構にＵＲＡステーションを設置し，研究者支援に向けての体制を構築
した。 

・ 全国のＵＲＡ職のスキルアップを目的として，平成24年12月に，ＵＲＡステーション主催のセミナー「リサーチ・
アドミニストレーター入門セミナーFY2012」を２日間にわたり開催し，道外者32名を含む86名のURA職，あるいはＵＲ
Ａ職を目指す大学教職員・学生が参加した。 

・ 国際共同研究の実施を支援し，大型研究プロジェクト及び大型競争的資金獲得に係る施策の企画等を行うとともに，

中
期
目
標 

① 世界水準の研究を機動的に推進するため，基盤整備を継続的に実施する。 
② 大学の知を産業に活かすため，産学官連携を積極的に推進する。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （研究）②研究実施体制等に関する目標 
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リサーチ・アドミニストレーターを育成するため，研究支援室の業務の見直しを行うなど組織の刷新を図った。【再
掲21】 

  
・ 創成研究機構の大型融合型
研究プロジェクトの研究支援
体制や支援策について検証を
行う。 

(研究戦略室) 
・ 平成24年度文部科学省補助事業「リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備（世界的研究
拠点）」に採択されたことに伴い，創成研究機構にＵＲＡステーションを設置し，研究者支援に向けての体制を構築
した。また，国際共同研究の実施を支援し，大型研究プロジェクト及び大型競争的資金獲得に係る施策の企画等を行
うとともに，リサーチ・アドミニストレーターを育成するため，研究支援室の業務の見直しを行うなど組織の刷新を
図った。【再掲21】 

【29】 
①－３ 
・ 重点研究領域の推
進に必要な大型設備
を整備し，共同利用
体制を強化する。 

 
 
・ 長期的な学問・社会の要請
に基づいた研究分野に必要な
設備を整備するとともに，大
型研究設備の共用化促進のた
めの支援体制を構築する。 

(研究戦略室) 
・ 現在整備している設備に加え，長期的な学問・社会の要請に基づいたライフサイエンス等の研究分野に必要な設備
としてレーザー分光装置等新たに32台（平成24年度末104台）の設備を，オープンファシリティに整備した。 

・ また，本学が保有する研究設備のうち一定の要件を備えた設備（取得価額5,000千円以上，掲載の同意を得られた設
備等）をデータベース化して，学内外の研究者等が検索できるシステム「RENUH」を整備・公開した。本システムの整
備により，本学所有の設備がより広く学内外に知られ，オープンファシリティの利用者が昨年度と比較して33％増加
した。 

・ 現在の共同利用体制を支える創成研究機構共用機器管理センター共用機器部門の技術職員・技術補佐員の技能向上
を図るため，計12件の学内研修及び計13件の学外研修を受講させ，研究支援体制を一層強化した。 

・ 平成23年度より実施している文部科学省事業「設備サポートセンター整備事業」において，設備を修理又はバージ
ョンアップしてオープンファシリティに登録し，学内外の研究者等で再利用（リユース）する取組を引き続き実施し
た（リユース登録７台）。  

【30】 
②－１ 
・ 「創成研究機構」
及び「産学連携本部」
を中心に，産学官共
同研究を円滑に進め
る。 

 
 
・ 創成研究機構と産学連携本
部が協力し，引き続き，本学
の研究戦略に基づく産学官共
同研究を実施するとともに，
知的財産活用の観点から既存
の共同研究について検証を行
う。 

(研究戦略室) 
・ 創成研究機構研究部の特定研究部門に平成24年度新たに採択された産学官連携１プロジェクトについて，産学連携
本部で知的財産の出願・管理及び企業への技術移転の支援を行った。 

・ 継続中の特定研究部門３プロジェクトについては，引き続き関連特許の取得を行ったのと並行して，技術移転や共
同研究等の観点から研究成果の実用化に向けた具体的な事業化プランの検討及び関連企業との交渉を行った。 

・ 特定研究部門及び戦略重点プロジェクト研究部門の共同研究による特許について，産学連携本部の共通基準で，技
術移転可能性や外部資金維持・獲得可能性の観点から保有を検証し，見直しを進めた。 

・ 本学単独出願と費用負担のある共同出願について技術移転等の進捗チェックを行った。技術移転可能性や，共同研
究・共同プロジェクトに結びつく可能性が低い出願については放棄し，技術移転等の可能性が高いものに活動を集中
することとした。 

【31】 
②－２ 
・ 「産学連携本部」
を中心に，学内の知
的財産を活用する。 

 
 
・ 平成23年度に整備したＴＬ
Ｏ部門と知的財産部門の２部
門制を引き続き維持するとと
もに，学内・学外機関との連
携体制を構築し，学内知的財
産のより効果的・効率的な活
用を推進する。 

(研究戦略室) 
・ 平成24年度から「目標管理シート」を作成し，それにより産学連携本部の各部門の組織目標及びマネージャー個人
別目標を設定し，個々に評価・フォローを行った。 

・ コーディネート重視型マネージャーについて，企業との交渉，教員との面談等の際に，ベテランコーディネータに
同行させることにより，技術移転のノウハウの修得を図った。また，マネージャーを研修等に出席させることにより，
技術移転の専門性を高めた。 

・ 平成24年度より新たに北海道発明協会への業務委託を開始した。同協会の技術移転に係る豊富な実績を踏まえ，本
学が保有する案件の企業等への技術移転業務について，その一部を委託した。この結果，マネージャーの負担軽減に
よる活動の集中化と技術移転機関の専門性の活用が可能となった。 

・ 包括連携を締結しているＮＴＴとの各種インターンシップで，理学院，工学院，人材育成本部と協働して募集を行
い，博士２名，修士６名の学生を派遣した。 

・ 工学研究院に毎週１回半日，オフィスアワーを設け，マネージャー１名を派遣して教員の相談に対応した。 
  また，本学函館キャンパスに産学連携本部函館サテライトを設置し，月１回マネージャー１名を派遣し，教員の相
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談に対応した。 
・ 実務担当者を対象とした「成果有体物関連事務講習会」（平成24年８月（札幌））を開催し，各部局から事務職員
等24名が参加した。また，高等教育推進機構が開催している道内の新任教員・転任教員を対象とした「ＦＤ研修」（平
成24年６月・11月（奈井江））に講師として２回参加し，本学の産学連携ポリシー，職務発明規程，産学連携本部の
ミッション及び活動等を説明した。 

・ 産学官のプラットフォームとして機能する研究者と企業，関係者のネットワークを構築するため，「食と健康」研
究会を発足させた。 

・ 学内知的財産の効率的な活用を促進するため，本学ＵＲＡステーションと産学連携本部のマネージャーが連携して
連絡会(月１回)を開催した。 

【32】 
②－３ 
・ 道内の大学等が所
有する知的財産の技
術移転支援を推進す
る。 

 
 
・ 産学連携本部において，他
大学等との特許調査，技術移
転，リエゾン活動等に関する
協力事項を推進する。 

(研究戦略室) 
・ 連携協定を締結している北見工業大学，室蘭工業大学，公立はこだて未来大学との間でＴＶ会議システムを導入し，
各大学研究者との情報交換，意見交換に活用した（年間10回）。 

・ 連携協定締結大学等との合同技術移転活動として，ＪＳＴとの共催で北海道地区４大学１高専による「新技術説明
会」（平成25年３月，東京）を開催し，シーズの発表を行った（本学５件，本学以外６件）。 

・ 他機関との連携では，様似町が開催した地域産出品である橄欖岩活用のセミナーにおいて，中部ＴＬＯ経由で名古
屋大学の研究者を紹介した。また，平成23年度から開始している金融機関との連携強化の結果，セミナー講師として
の研究者紹介（２名），地域中学生の学内見学対応など，信用金庫を橋渡し役とした地域貢献を行った。 

 
・ 他大学等と連携した産学官
連携に関する情報の発信を強
化する。 

(研究戦略室) 
・ メールマガジン「北海道広域ＴＬＯ通信」を引き続き継続して発信し，本学の研究者12名・研究シーズ13件及び本
学以外の研究者６名・研究シーズ５件を紹介した。なお，情報発信強化の観点からメルマガ配信登録先数の増加を図
り，配信登録先数は704件となった。この結果，メルマガ発信日（毎月25日）以降月末までのアクセスが急増する傾向
が顕著となり，メルマガからのホームページのアクセス数は2.76倍に増加した（平成24年度上期8,885件，前年同期
3,216件）。 
また，手軽に情報発信できるよう産学連携本部ＨＰに新たなＨＰ編集システム（ＣＭＳ）を導入し，デザインも一

新して平成25年４月より運用開始することとした。 

【33】 
②－４ 
・ 国内外の企業や研
究機関との連携を強
化する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・ 産学連携本部を中心に，各
研究機関との連携を強化する
とともに，包括連携の実績に
ついて検証を行う。 

(研究戦略室) 
・ これまで締結した連携協定に基づき，相互に協力可能な分野におけるそれぞれの研究開発，教育・人材育成などの
具体的な連携協力を実施した。また，部局等における海外連携契約等で生じた問題について，部局研究者を支援した。 

・ 産学連携本部を中心とした連携協定は，７社２機関であるが，これらの連携協定に基づき，共同研究（49件)，共同
での受託研究（46件），シンポジウム（２件）），寄附講座（２件）及びマッチングの検討など様々な活動を展開し
た。 

・ 更に連携協定を締結している北海道立総合研究機構と，地球環境科学研究院，農学研究院，北方生物圏フィールド
科学センターとの具体的な推進体制の構築として，３つの連絡会を設置した（環境・平成24年６月／農，北方・平成
24年７月／北方・平成24年８月）。 

・ 他大学との共同研究・プロジェクト形成に向けたコンソーシアム形成として，北見工業大学のシーズと本学のシー
ズを組み合わせたプロジェクト提案を企業に行うための準備を行った（平成25年６月開催）。 

・ 平成25年２月に，産学連携本部が担当している全包括連携先９件を訪問し，今後の方策について従来の活動結果を
踏まえた検討を行った。事業の有効性について検証を行った結果，包括連携が活性化している企業とは新たな事業の
検討を行う一方，実績の乏しい企業との取組については，予算を削減し別事業に活用する等，経費の見直しを行うこ
ととした。 

 
・ 市場動向の調査と連携先企

(研究戦略室) 
・ 学会，展示会，商談会等で得た国内外の企業のニーズから，学内のシーズの発掘を進めた（平成24年度発掘シーズ
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 業ニーズの把握に基づき，企
業等とのニーズ・シーズのマ
ッチング及び技術移転を推進
する。 

 
 
 

件数124件）。 
・ 技術シーズの発信及び企業ニーズの収集を強化するため，企業訪問を実施し，また，企業団体等との連携について
検討した（企業訪問年度実績161社，企業団体等へのシーズ提供２回）。 

・ 現有シーズについて, 技術移転の可能性の観点から見直しを行い,重点シーズについて国内外企業に直接，あるいは
外部技術移転機関経由で情報発信を行った。 

・ 他大学及び学外産学官連携組織と連携し，企業ニーズの動向を分析し，多面的にシーズ・ニーズのマッチングを促
進した（マッチング２件）。 

 
・ これまで蓄積したノウハウ
をもとに，ウェブサイトを軸
とした海外展開を推進する。 

(研究戦略室) 
・ 海外向けインターネットマーケティングを推進した。従前は，英文ウェブサイトのほか，フェイスブック，ツイッ
ターを用いて，技術シーズと研究成果その他の本学トピックスの海外への発信に努めてきたが，新たにリンクトイン
を加え，それらＳＮＳにも等分の重心をおいて発信した。 

・ 重点領域，重点案件に属する研究成果や技術シーズは，ウェブサイトやＳＮＳによる広範囲の発信ではなく，限定
的集中的に，関心を寄せる見込みの高い海外企業・団体に対して書状・メールと資料を送付してアプローチした。 

【34】 
②－５ 
・ リサーチ＆ビジネ
スパーク構想を推進
する。 

 
 
・ 平成23年度に選定された「地

域イノベーション戦略推進地
域」の『国際競争力強化地域』
に協力して研究を推進する。 

(研究戦略室) 
・ 北大リサーチ＆ビジネスパーク（北大R＆BP）の総合調整機関であるノーステック財団とともに，文部科学省の「地
域イノベーション戦略支援プログラム」において，「食」と「医」の連携により健康の維持，増進，回復を目指す「ヘ
ルスイノベーション」拠点形成を推進した。 

  本学では，教員６名が当該プログラムから予算配分を受けて，以下の研究開発等の取組を実施した。 
① 「食」の機能性に関する分析・評価拠点の機能強化 
② 食素材の高付加価値化と「北海道ブランド」の確立 
③ 予防医療や世界における共通課題克服への貢献 
④ 地域イノベーション戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施 
⑤ 研究設備・機器等の共用化 

 ※北大R＆BPは，「地域イノベーション戦略推進地域」の「国際競争力強化地域」に選定されている。 
・ また，北大R＆BP推進協議会の参画機関とともに，以下の支援を実施した。 
① 本学北キャンパスエリアでの企業誘致，共同研究など，産学連携活動を促進させるため，北大R＆BP推進協議会の
幹事機関であるノーステック財団と共同で，北キャンパスエリア４機関（北大，ノーステック財団，中小機構，北
海道立総合研究機構）が有する企業向けレンタルラボ及び所属する産学連携コーディネータについて，合同の紹介
パンフレットを作製した。 

② 大学等の研究成果の活用を希望する企業が，様々な情報収集や各種相談を受けられる場であるR&Bパーク大通サテ
ライトを運営する「サテライトステージ運営事業」では，産学官ネットワークの総合窓口としての機能強化や北大R
＆BP構想の実現のためのシーズ紹介セミナーや勉強会などを実施し，北大R＆BPにおける新技術・新事業創出に向け
てのイノベーション活動を支援した。 
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教育研究等の質の向上に関する特記事項【研究】 

 
（研究戦略室，人材育成本部） 
 
Ⅰ．特記事項 
 
１．教育研究拠点の形成等の取組：計画番号【21，23】参照 
(1) 学内公募型プロジェクト研究等の支援 

総長室事業推進経費(公募型プロジェクト研究等支援経費)を活用し，学内公募
により「国際共同研究支援」（応募６件，採択３件，10,000千円），「国際研究
集会等開催支援」（応募14件，採択７件，10，946千円），「国際研究集会等出席
支援」（応募21件，採択14件（うち辞退１件），5,220千円）及び「若手研究者自
立支援」（応募62件，採択21件，15,756千円）の必要経費に，総額 41,922千円を
助成した。 

(2) 最先端研究開発支援プログラムの支援等 
「最先端研究開発支援プログラム」に本学から採択されたプロジェクト「分子

追跡陽子線治療装置の開発研究」を支援するため，中期目標達成強化経費を活用
して，北海道大学病院に隣接した敷地内に陽子線治療医学研究施設（仮称）建設
に係る経費の補助を行い，平成25年３月に同施設の建屋部分が完成した。また，
標記プログラムの中間評価が実施され，本学のプロジェクトは「当初計画通り順
調に進捗しており，所期の目標達成は可能と判断する。」との高い評価を得た。 

(3) 先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラムの取組 
「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム」による民間協働機関

５社との「未来創薬・医療イノベーション拠点形成」事業（平成18年度～平成27
年度）において，文部科学省の中間（７年目）評価を受け，総合評価でＡ評価（所
期の計画と同等の取組が行われている）を得た。 

(4) 橋渡し研究加速ネットワークプログラムの取組 
「橋渡し研究加速ネットワークプログラム」に札幌医科大学及び旭川医科大学

と連携して採択された「オール北海道先進医学・医療拠点形成」事業を支援する
ために，新たに全学運用教員制度による専任教員２名を措置した。また，実用化
に向けた更なる研究加速のためのシーズパッケージ制度（シーズＢ及びＣ）に，
３大学連携による「北海道臨床開発機構」から計４件が採択された。平成24年度
には，同機構全体で，医師主導治験の開始（３件），製造販売承認の取得（２件），
及び保険医療化の承認（２件）など，大きな成果をあげた。 

(5) 卓越した大学院拠点形成の取組 
「卓越した大学院拠点形成支援補助金」事業において，我が国の学術研究を格

段に発展させる研究者を一定以上擁し優れた研究基盤を有する博士課程の専攻等
として，本学から３つの専攻等が選定された（うち１専攻は最上位のＳグループ）。
同補助金によるリサーチ・アシスタントの雇用，設備整備等の取組により，博士
課程の学生が学修研究に専念する環境の整備を図った。 

(6) グローバルＣＯＥプログラム 
グローバルＣＯＥプログラム（平成19年度採択拠点）に係る事後評価が実施さ

れ，本学の３拠点はすべて最高のＡ評価（設定された目的は十分達成された）を

得た。 
 
２．研究推進体制・機能の充実強化に資する取組：計画番号【21，28】参照 

平成24年度文部科学省補助事業「リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）を
育成・確保するシステムの整備（事業タイプ：世界的研究拠点整備）」の実施機関
に本学が選定されたことを受け，創成研究機構にＵＲＡステーションを設置し，研
究者支援に向けて新たな体制を構築した。 
ＵＲＡステーションには，①国際共同研究実施の支援，②大型研究プロジェクト

及び大型競争的資金獲得に係る施策の企画等，③リサーチ・アドミニストレーター
の育成，に係る業務を行うため，国際研究戦略担当及び研究推進戦略担当を置き，
計８名のリサーチ・アドミニストレーターを採用・配置した。さらに既存の研究支
援室の業務の見直しを行うなど，組織の刷新を図った。 
また，ＵＲＡステーションでは，全国のＵＲＡ職のスキルアップを目的として「リ

サーチ・アドミニストレーター入門セミナーＦＹ2012」を開催するなどの活動を行
った。 

 
３．若手人材育成の取組 
(1) 北大テニュアトラック制度の推進：計画番号【24】参照 

平成23年度にスタートした第２期北大テニュアトラック事業を本格化し，平成
24年度は「総合型」３名，「部局型」３名，「部局女性型」１名の計７名のテニ
ュアトラック助教を国際公募により採用した。また，第１期事業において採用し
た３名のテニュアトラック助教のテニュア審査を行い，全員のテニュア移行を決
定した。 
「部局型」，「部局女性型」については，研究環境やサポート状況の把握，問

題点の対策に着手するとともに，部局を超えたテニュアトラック助教間の交流を
推進した。 
また，第１期事業の若手研究者の自立的研究環境整備促進事業「北大基礎融合

科学領域リーダー育成システム（北大型テニュアトラック）」の事後評価が実施
された。全学レベルの体制構築や初年度採用者の全員がテニュア職に採用された
ことなどが高く評価され，総合評価でＳ評価（所期の計画を超えた取組が行われ
ている）を得た。 

(2) 多様なキャリアパスを開くための施策：計画番号【26】参照 
博士後期課程におけるキャリア教育，博士後期課程修了後に本学において研究

を続ける研究生や任期を付して採用されているポスドク研究員及び本学卒業生に
対するキャリアデザイン支援，並びに研究者を志向する女性の総合的支援を行っ
た。特に，人材育成本部上級人材育成ステーションを基軸に「J-Window」「Advanced 
COSA」「赤い糸会＆緑の会」「キャリアマネジメントセミナー」「企業研究所視
察」をはじめとする各種能力開発プログラムを引き続き実施するとともに，若手
研究者と企業に交流の場を提供する会員制ソーシャル・ネットワーキング・サー
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ビス「人材Hi-System」（平成23年７月本格運用開始）への登録促進（平成25年３
月末現在で企業342社，若手研究者887名が登録）など，取組を一層強化した。 
科学技術人材育成費補助金事業「ポストドクター・インターンシップ推進事業

(旧イノベーション創出若手研究人材養成)」の「北大パイオニア人材協働育成シ
ステムの構築」（HoP-Station）については，平成24年度までの４年間にインター
ンシップを実施した42名（ＤＣ21名，ＰＤ21名）を対象に，インターンシップ後
のキャリアについて継続的に追跡調査を行った。博士号を取得したＤＣ14名のう
ち10名，ＰＤ21名のうち18名の計28名が企業に就職を果たしており，博士人材の
企業等へのキャリアパスが拓かれていることを確認した。 

(3) 女性研究者育成の取組：計画番号【72】参照 
北大Ｆ３プロジェクト（理・工・農系分野の女性教員に対する研究教育活動支

援）において，文部科学省科学技術人材育成費補助金事業により，工学研究院２
名，理学研究院１名，計３名の女性教員を国際公募により新規採用した。また，
「テニュアトラック普及・定着事業」により，女性のテニュアトラック若手研究
者「部局型」１名及び「部局女性型」１名を採用した。さらに，女性教員採用の
ための本学ポジティブ・アクション（人事ポイント付与制度）を活用して，平成
24年度に全学で19名の女性教員を採用した。 
また，UC Berkeley講師陣と共同で今年度新たに開催した「Leadership Workshop」

など，若手女性教員を対象に各種スキルアップを図るセミナーやシンポジウム等
を実施し，研究キャリアの向上を支援した。さらに，全学教育科目「科学者を目
指す人へ－女性科学者からのメッセージ」を新規開講し，講師を務めた若手女性
教員には教育実践の場とするとともに，受講学生には女性研究者の多様なキャリ
アパスを示すことで，次世代研究者としての進路を考える機会を提供した。 

 
Ⅱ．共同利用・共同研究拠点の取組：計画番号【22】参照 
 
平成21年度共同利用・共同研究拠点(認定期間：平成22年４月１日～平成28年３月31

日)に認定された，低温科学研究所，電子科学研究所，遺伝子病制御研究所，触媒化学
研究センター，スラブ研究センター，情報基盤センター及び人獣共通感染症リサーチ
センターにおいて，全国の研究機関を対象とした共同利用・共同研究を公募･実施（共
同研究件数239件）するとともに，各種シンポジウム等を開催して研究を推進した。 

 
１． 低温科学研究所（低温科学研究拠点） 
(1) ｢萌芽研究課題｣，｢研究集会｣，｢一般共同研究｣を公募し，それぞれ，６件，13
件，67件の共同研究等を実施した。また，｢氷の物理と化学の新展開｣を発刊した。
これは，本研究所ＨＰ及び北海道大学学術成果コレクションHUSCAP上で公開され，
各コミュニティへの発信として大変有意義なものとなっている。 

(2) 共同研究実施のため，延べ249名の研究者が本研究所を訪問し，研究打合せ，実
験，セミナー等を行った。訪問者には大学院生が延べ44名含まれ，若手研究者の
人材育成にも貢献している。また，米国，ドイツ，ノルウェー等から研究者を招
へいし，本研究所において５回の国際セミナーを開催し，拠点としての機能を果

たしている。 
(3) 国外の研究機関との学術交流を推進し，新たに｢ロシア・北東連邦大学｣と大学
間交流協定を，｢ロシア・極東海洋気象研究所｣との間では部局間交流協定を締結
した。また，平成24年９月にはフランス・グルノーブルにおいて，昨年度に部局
間交流協定を締結した｢フランス国立気象庁気象研究センター｣と共同セミナーを
開催し，本研究所から教員，事務職員計５名が出席するなど，組織一丸となって
国際化を推進している。 

 
２．電子科学研究所（物質・デバイス領域共同研究拠点：ネットワーク型） 
（ネットワーク拠点全体の取組） 
(1) 物質・デバイス領域研究に関連した，テーマを指定しないボトムアップの一般
共同研究課題の公募を行い，396件を採択（応募：426件）し，391件を実施した。
また，本拠点が重点テーマを設定し，その内容に沿って研究期間２年で行うトッ
プダウンの特定共同研究課題（研究期間２年間）について，平成23年度に採択し
た41件の課題の研究を引き続き行った。 

(2) 第２回活動報告会を平成24年４月に東京工業大学蔵前会館で行い，第１回を上
回る248名の参加があり，活発な議論が行われた。 

(3) 共同研究を計画的に開始するため，平成25年度の一般研究課題及びサブテーマ
を見直した特定研究課題の公募を行い，それぞれ468件，57件の応募を受けた。 

(4) 東日本大震災で被災した研究を対象とした共同研究課題を平成23年度に引き続
き募集し，７件を採択し，実施した。 

（本研究所の取組） 
(1) 一般研究課題については，60件の共同研究を実施した。特定共同研究課題につ
いては，「Ａ－１量子もつれ光を用いた，新しい物質・材料・生命研究の創成」
を５件，「Ｂ－１生体ナノシステムの動作原理の理解に基づいた新規医療材料・
バイオナノデバイスの創成」を４件，平成23年度より引き続き行った。 

(2) 共同研究期間中に91人の研究者が拠点に来学し，打合せ，実験，セミナー等を
行った。来学者には11人の大学院生が含まれ，若手研究者の育成に貢献した。ま
た，ナノシステム科学領域の発信の場として，研究者コミュニティに対して，札
幌，大阪で年間20回以上のシンポジウム，講演会等を開催した。 

 
３．遺伝子病制御研究所 
（細菌やウイルスの持続性感染により発生する感染癌の先端的研究拠点） 
(1) 特別共同研究，一般共同研究，研究集会を公募し，特別共同研究は昨年度と同
様,｢細菌やウイルスの持続感染による発癌に関わるシグナルネットワーク｣に沿
った分担研究課題を５件，一般共同研究は｢ＥＢウイルスによる発癌機構｣，｢がん
細胞の多様性を誘導・維持する微小環境因子の探索｣等12のプロジェクトに関連
した研究課題を20件，研究集会を４件採択し，実施した。 

(2) 研究集会については，６月に東京大学医科学研究所・京都大学ウイルス研究所
との共催で｢感染・免疫・炎症・発癌｣を，９月に日本癌学会の後援で｢感染と癌 -
感染癌のエフェクター分子とその標的-｣を，11月に金沢大学がん進展制御研究所
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とのジョイントシンポジウム｢がんの悪性進展過程とその微小環境｣を，３月に若
手を中心とした｢第２回細胞競合コロキウム｣を開催した。 
 

４．触媒化学研究センター（触媒化学研究拠点） 
(1) 課題設定型（３テーマ：｢サステナブル社会を目指した先導的触媒研究｣，｢触媒
反応場の時間・空間解析研究｣，｢新規触媒物質・表面・反応の開拓研究｣）及び課
題提案型の共同研究を公募し，それぞれ７件，14件を採択し，実施した。 

(2) 触媒の初心者研修・経験者のリカレント研修の場として，「触媒高等実践研修
プログラム」実施し，平成24年度は学内外の教職員計19名が参加した。 

(3) 触媒研究分野の学術研究を推進するシステム構築を目的として平成23年度に開
設した「触媒化学研究データベース」の登録件数が，触媒物質データベース341
件（前年度比51件増），XAFSデータベース133件（前年度比70件増）となった。 

(4) 平成25年３月に，ケルン大学において「有機合成触媒」をテーマに，根岸英一
特別招へい教授（米国パデュー大学特別待遇教授）ほか国内外の研究者７名を，
また，ストラスブール大学において「触媒理論化学」をテーマに国内外の研究者
18名を招へいし，情報発信型国際シンポジウムを開催した。 

(5) 本学と高エネルギー加速器研究機構との連携協定に基づき，平成23年度に同機
構放射光科学研究施設内に設置した連携研究室に，本センター特任助教及び博士
研究員が常駐し，研究者コミュニティに対する支援に努めた。 

 
５．スラブ研究センター（スラブ・ユーラシア地域研究にかかわる拠点） 
(1) ｢スラブ・ユーラシア地域(旧ソ連・東欧)を中心とした総合的研究｣をテーマと
したプロジェクト型及び共同利用型の研究を公募し, それぞれ４件，10件を採択し，
実施した。また，共同研究を遂行するために，129名の共同研究員を委嘱し，拠点
活動に対する研究者コミュニティの意見の反映，学会連携，国際共同研究活動への
協力を受けている。これらにより，スラブ研究センターをベースとした共同研究及
び施設や情報の共同利用の促進を図った。 
(2) ロシア，中央ユーラシア，東欧，ユーラシア地域大国比較，境界研究等をテー
マとしたシンポジウム６件，セミナー・研究会75件を行った。特に若手による研究
会の企画を奨励し，全国的・国際的な若手研究者ネットワークの形成を推進した。 
(3) 外国人特任教員をはじめ，約50名の外国人研究者の長期・短期滞在を受け入れ，
ロシアの社会・経済と文化，スラブ言語学，比較帝国史，比較政治など，さまざま
なテーマで国際的な共同研究を行った。 
(4) 国内外の学会との連携を推進し，BRIT（移行期境界地域研究）世界大会，地域
研究コンソーシアム年次集会，内陸アジア史学会大会をそれぞれ開催校として共催
するとともに，第４回スラブ・ユーラシア研究東アジア会議のインドでの開催を支
援した。 
(5) 研究成果の社会還元として，従前からの公開講座（１講座７回）に加え，本セ
ンター教員の最新の研究内容に関する公開講演会を４回開いた。また，博物館での
市民セミナーを８回，東日本大震災に伴う原発事故・海洋汚染とチェルノブイリ原
発事故などを比較考察する｢一緒に考えましょう講座｣を10回開催した。 

 
６．情報基盤センター 
（学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点：ネットワーク型） 

（ネットワーク拠点全体） 
大規模情報基盤を利用した学際的な研究を対象として，超大規模数値計算系応用分

野，超大規模データ処理系応用分野，超大容量ネットワーク技術分野，及びこれらの
研究分野を統合した超大規模情報システム関連研究分野について共同研究課題の公募
を行い，全体で35件の課題を採択し，実施した。なお，これらの研究成果については，
平成25年７月開催予定の本拠点シンポジウムにおいて，課題研究成果報告として公表
される。 
また，外部評価委員会による本拠点の外部評価を平成25年２月に実施した。 

（本センター） 
上記採択課題のうち，本センターでは５件の共同研究を行い，クラウド関連課題に

おいては，研究成果を基に本センター主催の｢アカデミッククラウドシンポジウム
2012＠北海道大学｣を開催した（参加者182名）。また，データサイエンス関連課題に
おいては，本拠点後援による｢2012年度統計関連学会連合大会｣において，文部科学省
「数学・数理科学と諸科学・産業との連携研究ワークショップ：統計科学の産業界へ
の応用」を開催した（参加者80名）。 

 
７．人獣共通感染症リサーチセンター（人獣共通感染症研究拠点） 
(1) 本センターと他の国立大学法人の教育研究組織で重点的に行う｢特定共同研究｣
（６年間）と本センターの研究者と他大学又は研究機関に所属する研究者が行う  
｢一般共同研究｣（原則１年間）の公募を行い，｢特定共同研究｣６件，｢一般共同研
究｣26件を採択し，実施した。 
(2) ＷＨＯ（世界保健機関）指定人獣共通感染症対策研究協力センターとして，以
下の(4)に記載のトレーニングコースを含む人材育成のための研修を５回実施（国
内外の若手研究者延べ245名が参加）し，人獣共通感染症に関する研究・教育に対
する意見交換を行い国際協力関係の強化を図った。また，ＷＨＯ西太平洋地域事
務局の要請を受けて，レプトスピラ症診断法の技術講習をフィリピンで行った。  

(3) インドネシア，タイ，ミャンマー，フィリピン，中国，バングラデシュ，ネパ
ール，モンゴル，ザンビア，南アフリカ共和国，ジンバブエ等の教育・研究機関，
さらにＷＨＯ，ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関），ＯＩＥ（国際獣疫事務局），SACIDS
（感染症サーベイランス南部アフリカセンター）及び Global Virus Network等と
の人獣共通感染症研究ネットワークを構築し，アジア・アフリカでサーベイランス
を展開した。 
(4) 人獣共通感染症対策専門家の育成のため，人獣共通感染症の基礎知識及び診断
技術のトレーニングコースとして，人獣共通感染症専門家養成プログラム
｢Zoonosis Control Expert認定コース｣を開講した。平成24年度は８名（うち外国
人４名）をZoonosis Control Expertとして認定した。 
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【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【35】 
①－１ 
・ 公開講座，高大連携授業等
を一層充実させ，新たな教育
プログラムを開発する。 

 
 
・ 高校生等を対象とした新たな教
育プログラムについて検討する。 
 

（教育改革室） 
・ 平成21年度から高大連携の新たな教育プログラムとして実施している「北海道大学高大連携授業聴講型

公開講座」（高校生への全学教育科目の開放）を引き続き実施し，本年度の聴講生は５高校38名（平成23
年度は５高校31名）へと増加した。また，聴講生に対するアンケート結果から，本プログラムは高校生に
対する教育効果や本学への進学意識の向上について有効であると考えられ，今後も継続的に実施していく
こととした。 

・ また，高大連携事業充実化ＷＧにCoSTEP（科学技術コミュニケーター養成プログラム）の担当者を加え，
高校生向けの新たな教育プログラムの開発について検討を行った結果，引き続き高校生への全学教育科目
の開放を実施・充実させるとともに，CoSTEPにおいて，研究者を目指す高校生をインターンシップ生とし
て受け入れ，映像制作を体験させるという新たな教育プログラムを実施した。 

・ CoSTEPについては，平成22年度より社会人等を対象とし，本学独自の新たな教育プログラムとして開
発・実施してきたが，本年度は津波防災に関する双方向型の新たな学習プログラムを実施した。なお，本
年度の修了者は，本科・選科・研修科合わせて65名で，これまで511名に上る修了者を輩出するなど，
顕著な実績を残している。 

【36】 
①－２ 
・ 教育プログラムに関する情

報提供窓口を一元化し，大学
と社会を結ぶリエゾン機能
を強化する。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

（教育改革室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 
 

【37】 
①－３ 
・ 教育研究成果を，多様な方
法で社会に向けて積極的に
発信する。 

 
 
・ 教育研究成果や活動状況を公開
講座・ＨＰ・ニュースレター・メ
ディアなどを活用して学外に発信
する。 

（教育改革室） 
・ 本学オープンコースウェア（ＯＣＷ）が蓄積した授業・公開講座等の映像・音声コンテンツについて，
コンテンツ配信サービス「iTunes-U」において登録・配信するとともに，更なるコンテンツの登録を進め
た。コンテンツ数は昨年度に比べ64コース増加（年間登録目標は50コース）,アクセス数は月間平均約50
万件で，平成23年度の月間平均約37万件に比べ大幅に増加した。 

・ 科学技術コミュニケーター養成プログラム（CoSTEP）において，科学技術の専門知識を一般市民に伝え
るため，サイエンスカフェの開催（６回，参加者合計約1,000名），podcast「かがく探検隊コーステップ」
の配信などの活動を行った。また，CoSTEPにおいて，Facebookページ「いいね！Hokudai」の運用を開始
し，研究成果や研究者の魅力を広く発信した。 

 
  

中
期
目
標 

① 大学の教育研究成果を社会に対して積極的に還元するとともに，施設及び設備を開放する。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （その他）①社会との連携や社会貢献に関する目標 
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(研究戦略室) 
・ 卒業生・一般市民等を対象に，九州大学と合同で活動報告会及びフロンティア・セミナーを開催した。
（参加者：合同活動報告会(平成25年１月実施)146名，合同フロンティア・セミナー(平成24年６月及び11
月実施)386名） 

・ 「国民との科学・技術対話」支援・協力体制の整備事業の一環として，事業委託を行い，新聞への事業
広告掲載，札幌市内の高校ヘの出前講義(12件)，本学研究室へ高校生を招いての公開授業（４件）を行っ
た。 

・ 本学の最先端の研究内容や多様な研究成果をより効果的な方法で社会に発信していくため，創成研究機
構において，一般市民等を対象に札幌市内および学内会場(遠友学舎)にて公開講座を計９回実施した。ま
た，医療をテーマに，遺伝子病制御研究所の研究者，保健科学研究院の研究者，フリーキャスターである
創成研究機構の客員教授らによる一般市民向け講演会を実施した。 

・ 大学が持つ研究シーズ，アイデアを広く周知するため，イノベーション・ジャパン2012－大学見本市の
展示会へ５件の出展を行った。その他，北洋ものづくりテクノフェア，ビジネスEXPO等のイベントにおい
て研究成果による展示物を出展し，広く広報を行った。 

・ 北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会において，一般市民及び中小企業等を対象とし，起業や事業化に役立つ情報を
提供するセミナーを平成25年３月に実施した。 

 また，北大Ｒ＆ＢＰ内の大学発ベンチャー企業等６社の事業内容をビジネスEXPOへ出展しPRした。さら
に，在札幌米国領事館と産学連携本部の共催で「日米イノベーションフォーラム」(平成24年10月，札幌)
を開催し，道内の産学連携関係者が参加した（150名参加）。 

・ 大学と学外の様々な機関を結びワンストップ窓口としての機能を有した産学連携本部のミッションを果
たしていくため，ＨＰを改修しリニューアルを行った。 

・ 展示会等での技術シーズの展示・マッチングについて，以下の24シーズの展示，プレゼンテーションを
実施した。 

 ① 北洋ものづくりテクノフェア(２件：平成24年８月(札幌)) 
 ② 大阪商工会議所創薬シーズ・基盤技術アライアンスネットワーク疾患別商談会(２件：平成24年８月

(大阪)) 
 ③ 技術移転マッチング会・交流セミナー(２件：平成24年９月(札幌)) 
 ④ イノベーション・ジャパン(５件：平成24年９月(東京)) 
 ⑤ ビジネスEXPO(２件：平成24年11月(札幌)) 
 ⑥ 北海道新工法・新技術展示商談会（４件：平成24年12月（大阪）） 
 ⑦ アグリビジネス創出フェア IN北海道（１件：平成24年12月（札幌）） 
 ⑧ 大阪商工会議所創薬シーズ・基盤技術アライアンスネットワーク疾患別商談会(１件：平成25年２月

(大阪)) 
 ⑨ 北海道地域４大学１高専・新技術説明会（JSTとの共催）（本学５件/他大学等６件，平成25年３月

（東京）） 
・ 総合博物館において，学生や教職員だけでなく，地域社会の人々に文化に触れる機会を提供する開か
れた博物館として，常設展示のほか，１年を通じて各種企画展示，セミナー，講演会，演奏会などを開
催し，平成24年度の入館者は97,899人であった。 

・ 植物園において，北海道を中心とする冷温帯域の植物の研究・教育の場とともに，社会に開かれた研
究・教育フィールドとして，博物館実習，見学旅行・遠足，展示公開活動や公開講座など広く札幌市民
の憩いの場，社会教育の場として開放し，平成24年度の入園者は，48,092人であった。 

・ 少子高齢化を迎える我が国が直面する課題に対して，大学・産業界・自治体・地域住民がどのように連
携し取り組むかを探るため，平成25年１月にＵＲＡステーション・産学連携本部主催のシンポジウム「エ
イジレス社会を目指して～健康でアクティブな社会を実現するには～」を開催し，学生・企業・自治体等
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から60名が参加した。 
・ 10年後の未来予想図を地域住民と話し合い，本学が地域社会に役立つ研究戦略を策定するため，平成25
年３月に十勝地域の池田町でＵＲＡステーション主催のワークショップ「３世代で未来を考える未来予想
ワークショップ in 池田町」を開催し，中学生からご高齢者まで49名が参加し，本学教員と池田町の未来
像を語り合った。 

【38】 
①－４ 
・ 先端設備を地域産業界等に

積極的に開放する。 

 
 
・ 先端設備の整備，地域産業界へ
の開放状況及び窓口機能について
検証を行う。 
 
 

(研究戦略室) 
・ オープンファシリティへの登録状況，民間企業等の利用状況等の推移について検証を行った結果，登録
台数は順調に増加しているが，民間企業等の学外者の利用状況は平成20年度をピークに減少が続いている
ことが判明した。このため，以下の取組を行った結果，平成24年度の学外の利用者数は，過去最高の1,003
人となった。 
① 道内外の展示会等において，オープンファシリティの仕組み，利用方法等についてＰＲを行った。(道
内１回，道外２回) 

② 現在の共同利用体制を支える創成研究機構共用機器管理センター共用機器部門の技術職員・技術補佐
員の技能向上を図るため，計12件の学内研修及び計13件の学外研修を受講させ，研究支援体制を一層強
化した。【再掲29】 

③ 本学が保有する研究設備のうち一定の要件を備えた設備(取得価額5,000千円以上，掲載の同意を得ら
れた設備等)をデータベース化して，学内外の研究者等が検索できるシステム「RENHU」を整備・公開し
た。【再掲29】 

④ 北大祭に併せて実施した電子科学研究所一般公開において，市民の方々を対象に機器の紹介などを行
った。 

⑤ 学外からの視察者に対して，創成科学研究棟クリーンルーム及び棟内に設置しているオープンファシ 
リティ登録機器を紹介した。(訪問14件) 
なお，今後は，学外利用者の更なる増加を目指し，産学連携本部との連携により，企業訪問等の際に

オープンファシリティの仕組み，利用方法等に関する説明資料を持参し，より積極的なＰＲ活動を行う
こととした。 

・ 現在整備している設備に加え，長期的な学問・社会の要請に基づいたライフサイエンス等の研究分野に
必要な設備として，新たに32台（平成24年度末104台）の設備をオープンファシリティに整備した。【再
掲29】 

・ 平成23年度より実施している文部科学省事業「設備サポートセンター整備事業」において，設備を修理
又はバージョンアップしてオープンファシリティに登録し，学内外の研究者等で再利用(リユース)する取
組を引き続き実施した。（リユース登録７台）【再掲29】 

・ ナノテクノロジーに関する研究基盤を構築する文部科学省「ナノテクノロジープラットフォーム」事業
に参画し，ナノテクノロジーに関する最先端の研究設備を地域の産業界等に幅広く開放し，微細構造解析
及び微細加工の支援を行った。 
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【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【39】 
①－１ 
・ 国際的に通用する単位互換

制度を構築する。 

 
 
・ 国際的に通用する単位互換制度
の構築について検討し，成案を得
たものから実施する。 

（国際本部） 
・ 大学の世界展開力強化事業「人口・活動・資源・環境の負の連環を転換させるフロンティア人材育成プ
ログラム」の一環として，本学とインドネシア共和国３大学（ボゴール農科大学，バンドン工科大学，ガ
ジャマダ大学）並びにタイ王国３大学（チュラロンコン大学，カセサート大学，タマサート大学）との間
において，共同で行う大学院教育のコンソーシアムを新たに立ち上げた。また，平成24年11月及び平成25
年３月に開催した同コンソーシアムの運営委員会において，平成25年度から開始する共同教育プログラム
における単位互換方式について検討した結果，平成25年度中に単位互換に関する協定を締結することが合
意された。 

・ ９名の学部学生と３名の大学院生について，留学先大学で取得した単位を認定した（平成23年度比：学
部学生２名増）。このうち，大学院学生１名について，留学先大学で取得したECTS（ヨーロッパ単位互換
制度）による科目の単位認定を行った。 

【40】 
①－２ 
・ 学士課程及び大学院課程に

おいて，英語等の外国語によ
る授業を増加させる。 

 
 
・ 英語等の外国語授業を増加させ
る方策について検討し，成案を得
る。 

 
 

（教育改革室） 
・ 英語による授業を担当する教員のための研修を，獣医学研究科及び農学研究院の教員を対象に実施する

とともに，今後は研修を希望する部局だけでなく，全学部・大学院を対象として実施することとした。な
お，こうしたＦＤを含め，これまでの英語による授業開講支援策により，平成22年度の英語による授業
科目開講部局【学部：２部局（５科目），大学院:12部局（185科目）】に比べ，平成24年度の英語によ
る授業科目開講部局は，学部:４部局（７科目），大学院:10部局（231科目）と着実に増加している。 

・ 本学のグローバル化をより一層推進するため，グローバル人材育成検討タスクフォースにおいて「新渡
戸カレッジ」構想を取りまとめた。本構想は文部科学省が公募した「平成24年度グローバル人材育成推
進事業」に採択され，以下の取組を進める計画を策定した。 
① 大学院における英語によるプログラムの増加や国際交流科目を中心とした英語による授業の拡充を
図り，平成28年度における外国語による授業の実施割合を10.9％とする。 

② 10名の英語母語話者集団をコアとした学内全部局のバイリンガル教師のネットワークである英語母
語話者教師団（CEPU=Central English Program Unit）を新たに設置するとともに，各部局で英語によ
る専門科目等の授業を提供する教員（CEPU協力教員）とのネットワークも活用し，英語による授業の
拡充を図る。 

【41】 
①－３ 

 
 

（国際本部） 
・ 平成23年度に実施した外国人教員等に関係する規程等学内文書の英訳化について，新たに英訳した32

中
期
目
標 

① 教育の国際的通用性を向上させ，学生の国際的流動性を高める。 
② 多様な形態で留学生を受入れ，留学生数を，学生総数の１０％を目標に増加させる。 
③ 本学で創造された知の活用を通じて国際社会の持続的発展に貢献する。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （その他）②国際化に関する目標 
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・ 外国人教員を増員するため
の環境整備を行う。 

・ 外国人教員に関係する規程等学
内文書の英訳化を推進するととも
に，外国人教員の生活支援を一層
推進する。 

文書，平成23年度以前に英訳された文書のうち，規程の改正に伴い一部修正した２文書及び雛型化した８
文書が完了したため，平成23年度以前に英訳した文書を含めて，学内に周知するとともに，本学ホームペ
ージに掲載した。また，主に複数部局から要望があった優先度の高い文書の英訳を実施し，完了した13
文書を学内周知するとともに，本学ホームページに掲載した（平成24年度末掲載文書数：118）。 

・ 留学生用宿舎である北８条東宿舎及び北23条宿舎の入居対象者を外国人教員等にも拡大し，外国人教員
等の生活支援を一層推進した結果，延べ167人の外国人教員等（外国人研究者107人，短期滞在の海外大学
学生44人，日本人研究者３人，日本人学生13人）が入居した。 

【42】 
①－４ 
・ 外国の大学及び大学コンソ

ーシアムとの間で共同教育
プログラムを開発する。 

 
 
・ 連携大学とのダブルディグリー
構築・実施を行う部局に対して支
援を行う。 

（国際本部） 
・ ダブル・ディグリー・プログラムの構築を進めている部局（工学院，農学院）に対して，学生の派遣・
受入れ等に関する情報提供を行ったほか，新規覚書案作成の支援を行った（現在も継続中）。 
さらに，情報科学研究科の「国際化に関する情報交換会」において，ダブル・ディグリー・プログラム

の概要，国内外の大学での実施状況，単位互換の実施例について説明を行った。 
・ ダブル・ディグリー・プログラム等の共同教育プログラムの新規開発及び学生の派遣・受入に関して，
旅費の支援（工学院）を行うなどによりダブル・ディグリー・プログラムの開発を推進した。 

 
・ 上記以外の外国の大学等との共
同教育プログラムを推進するとと
もに，既存のプログラムの質を向
上させる方策について検討する。 

（国際本部） 
・ 本学（農学院，環境科学院，水産科学院，工学院，情報科学研究科，サステイナビリティ学教育研究セ
ンター），インドネシア共和国３大学（ボゴール農科大学，バンドン工科大学，ガジャマダ大学）及びタ
イ王国３大学（チュラロンコン大学，カセサート大学，タマサート大学）とにおいて，ASEAN地域におけ
る人口･活動･資源･環境の負の連環の解決に必要不可欠な能力（フィールド研究力，多様性容認力，開拓
力及び課題解決力）を備え，同地域の発展に主導的な役割を担うことのできる人材を養成する共同教育プ
ログラム「人口・活動・資源・環境の負の連環を転換させるフロンティア人材育成プログラム（大学の世
界展開力強化事業）」を開始した。 

・ これまでのダブル・ディグリー・プログラムの実施を通じて蓄積された問題，課題をまとめ，国際本部
長室会議において検討した結果，質の向上に必要となる以下の項目及び当該項目の実施に際しての課題に
ついて確認した。併せて，具体の対応に関しては，成案を得たものから実施していくこととした。 

 ・学生に対する支援（授業料不徴収，奨学金） 
 ・ダブル・ディグリー・プログラムにおける学位論文の在り方 
 ・共同講義 
 ・修了要件（修得単位数）の差を埋める方策（単位互換の活用） 
 ・本学学生のニーズ・メリットを考慮した提携相手の選定 
 ・終了後のポジション（就職先）を意識したプログラムの構築 

【43】 
①－５ 
・ 学生を外国の大学等に派遣

するための支援体制を充実
させ，短期・長期の派遣を増
加させる。 

 
 
・ 協定大学が提供しているサマー
・スプリングプログラム及び留学
生交流支援制度などを活用し，本
学学生の語学研修先ならびに短期
留学先を拡大する。 

（国際本部） 
・ グローバル人材を育成するための新たな学士課程特別教育プログラムである「新渡戸カレッジ」を創設
することとした（「新渡戸カレッジ」構想については，【40】参照）。グローバル社会のリーダーとして
必要とされるスキルを身につける一環として，同プログラムに選抜された学生に１学期以上の留学を義務
付けることとし，平成25年４月からの実施に向けて準備を行った。 

・ 学部１～２年生を主たる対象としたファースト・ステップ・プログラム（海外留学体験プログラム）を
２回実施し，本学学生の留学の機会を拡大した。なお，本プログラムは，平成25年度から全学教育科目
の一般教育演習（フレッシュマン・セミナー）として単位化することとした。 
平成24年度第１回 
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（１）実施国：フィンランド共和国 
（２）実施期間：平成24年８月25日～９月９日 
（３）参加者数：16名（応募者数32名） 
（４）主な訪問先：ヘルシンキ大学，ラップランド大学等 
平成24年度第２回 
（１）実施国：タイ王国，シンガポール共和国 
（２）実施期間：平成25年２月16日～３月２日 
（３）参加者数：20名（応募者数37名） 
（４）主な訪問先：チュラロンコン大学，カセサート大学，シンガポール国立大学等 

・ 新たに協定校である韓国・江原大学校，中国・香港中文大学のサマープログラム及びオーストラリア・
ニューサウス・ウェールズ大学のスプリングプログラムを提供することにより，学生の短期留学先及び語
学研修先を拡充した。 

・ 留学生交流支援制度（ショートビジット）を活用し，３か月以内の短期留学生を合計295名（平成23年
度比109名増）新たに派遣した。 

・ 学生のTOEFLスコア向上のための「TOEFL iBT対策講座」を年２回実施し，13名が受講した。さらに，本
年度は本学函館キャンパスの学生を対象にインターネットを利用した同講座の実施を計画し，受講者の募
集を行った。また，「新渡戸カレッジ」の創設に先立ち，平成25年3月に「英語コミュニケーション・留
学支援英語プログラム春期集中講義」をパイロット的に実施し，26名が受講した。 

・ 留学を拡大する取組の一環として，新たに大使館・外国政府情報提供機関等と協力し，平成24年７月
に北海道海外留学フェアを開催した。平成24年度は，同フェアを含む海外留学説明会を21回開催するな
ど，学生に対する留学説明会を充実させた（平成23年度比：７回増）。 

【44】 
②－１ 
・ 優秀な留学生の入学を促進

するため，入学者選抜方法・
教育プログラム等を改善す
る。 

 
 
・ 海外オフィスを利用した入学試
験の実施を推進する。 

（国際本部） 
・ 北京オフィスにおいて，総合化学院（国際先端物質科学大学院プログラム）及び国際広報メディア・観
光学院の大学院入試に係る面接試験をテレビ会議システム（ポリコム）を利用して実施した。 

・ ソウルオフィスにおいて，総合化学院（国際先端物質科学大学院プログラム）の大学院入試に係る面接
試験をテレビ会議システム（ポリコム）を利用して実施した。 

【44－２】 
②－１－２ 
・ 北海道地区の国立大学と連

携し，入学前の留学生を対象
とした準備教育に取り組む。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

（国際本部） 
・ 平成24年度国立大学改革強化推進事業に「北海道内国立大学の機能強化について～北大を拠点とする連

携体制の構築」が選定されたことをうけ，学部・大学院入学前留学生教育の充実による国際化の推進のた
め，事業実施体制としての連絡調整委員会の設置に向けた検討を開始した。 

【45】 
②－２ 
・ 留学生を対象とする修学・
生活支援を強化する。 

 
 
・ 国際本部における業務内容及び
北大インターナショナルハウス等
におけるサービス内容を留学生等
のニーズに対応して改善する。 

（国際本部） 
・ 平成24年７月９日に入管法の一部が改正され，留学生がアルバイト等の資格外活動を行う場合は，新規
渡日者は入国審査時に，また，新規渡日時に申請しなかった者は留学生自らが入国管理局において資格外
活動許可を取得することが可能となったことから，今まで必要書類としていた指導教員の署名・捺印を要
する資格外活動許可申請通知書の大学への提出を不要とし，留学生や教員にとって煩雑となる手続きの簡
素化を図った。 

・ 私費外国人留学生特待プログラム制度又は総長奨励金の支給によって受け入れる私費外国人留学生に係

- 28 -



北海道大学 

る検定料，入学料及び授業料の学納金について，これまでは相当額を奨学金として支給し，同額を学納金
として納付させていたが，平成24年４月より学納金を不徴収の扱いとすることで，留学生にとって煩雑と
なる手続きの解消を図った。 

・ 奨学金登録システムにメール自動返信機能を追加し，学生への奨学金登録に関する連絡について迅速化
を図った。 

・ 北大インターナショナルハウス等に係る寄宿料等の徴収を，金融機関の口座引き落としが可能となるよ
う業務のアウトソーシングを実施し，留学生宿舎に係るサービスの改善を図った。 

・ 重点国・地域・組織における大学等との学生交流を促進するため，総長奨励金受給者の留学生宿舎への
入居期間について，原則１年以内という制限を緩和し，同奨励金受給期間中は入居できることとした。 

・ 一般日本語コースの中にアカデミック日本語を新規開講し，より高度な水準の日本語教育を提供した。 
・ 日本語教育教務システムにプレイスメントテストのランダム出題機能及びリスニング出題機能を追加
し，増加する留学生に対しより精密で高度な水準の日本語教育を提供した。 

・ 日本人学生との交流や日本文化を体験する機会を増やす目的で，留学生と日本人学生が，グループワー
ク，座禅，茶道などの文化体験を通して異文化及び日本文化への理解を深め，更に他者との関わりを強め
ながら共に成長することを目指すプログラムである「ZENゼミ」を実施した。 
・第１回  
（１）実 施 日：平成24年５月26～27日 
（２）参加者数：26名（留学生17名，日本人学生９名） 
（３）使用言語：日本語 

・第２回  
（１）実 施 日：平成24年12月１～２日 
（２）参加者数：25名（留学生13名，日本人学生12名） 
（３）使用言語：英語 

【46】 
②－３ 
・ サマープログラム等を活用

し，短期留学生の受入を促進
する。 

 
 
・ 新たなサマープログラムの開発
・拡充を行う。 

（国際本部） 
・ シンガポール国立大学，台湾国立大学及び台湾国立政治大学から計６名の学部学生を受け入れ，体験型
日本語プログラムを実施し，その結果を報告書にまとめた。 

・ 韓国嶺南大学日語日文学科の学生16名を受け入れ，日本語授業及び北大生との交流を含む研修プログラ
ムを実施した。 

・ 本学，インドネシア共和国３大学（ボゴール農科大学，バンドン工科大学，ガジャマダ大学）及びタイ
王国３大学（チュラロンコン大学，カセサート大学，タマサート大学）の７大学共同教育コンソーシアム
の運営委員会（平成24年11月及び平成25年３月に開催）において，平成25年度実施予定のサマープログラ
ムの実施案を策定した。 

・ サマープログラム等の国際的な短期学生受入プログラムの実施の際に必要な体制及び環境の整備につ
いて検討した結果，①当該プログラムにおいて受け入れる学生の身分，②プログラム参加学生に対して
課す受講料の在り方についての考え方を整理し，取りまとめた。 

【47】 
②－４ 
・ 留学生（卒業生を含む。）
のためのキャリア・サポート
体制を充実させ，海外での卒 

 
 
・ 日本国内での就職を希望する留
学生の就職支援を行うとともに，
留学生同窓会を拡大・増加させる 

（教育改革室） 
・ キャリアセンターにおいて，平成22年度に実施した「留学生進路（就職）意識調査」の分析結果を踏ま
え，平成23年度まで実施の就職活動支援イベントに加え，新たに「留学生のための企業面談会」を平成25
年２月に開催し，留学生16名が参加した。また，平成23年度に引き続き，日本での就職を希望する留学生
向けの「外国人留学生のためのキャリアハンドブック」（日本語・英語併記版）・（日本語・中国語併記 

- 29 -



北海道大学 

業生のネットワーク作りを
進める。 

ための支援を行う。 版）を作成し，当該留学生へ配付した。 
さらに，企業研究セミナー「留学生相談コーナー」への参加を企業等に継続的に呼びかけるとともに，

留学生に対して様々な場面で情報を提供するなど積極的な広報活動を行い，参加企業120社（平成23年度
は108社），参加留学生延べ535名（平成23年度は延べ310名）と，参加企業数及び参加留学生数とも増加
した。 

・ 留学生のインターンシップ受入先の新規開拓のため，平成25年２月に関東地区１回，関西・東海・関東
地区１回の計２回の企業訪問を行った。 

（国際本部） 
・ 日本での就職活動の方法，就職試験対策のほか，留学生の採用に積極的な企業の採用情報，留学生向け
のガイダンスやセミナーの情報，合同企業説明会，面接会などの情報等をウェブサイトにて提供する「留
学生就職支援ネットワークシステム（アジア人財ネットワーク）」に加入し，日本で就職を希望する留学
生への支援を強化した。 

・ 韓国ソウル市内において，ソウルオフィスが中心となって，韓国同窓会会員等との懇談会（本学関係者
12名，韓国側関係者23名）を平成24年９月に開催し，韓国同窓会の活動を支援した。 

・ 平成24年11月及び25年３月に北京市内において開催された北大中国交流会（中国在住の北大出身者，在
籍経験者が会員）の懇談会に，北大を代表して北京オフィス所長が出席し，本学の教育研究活動状況につ
いて報告するとともに，中国における今後の活動に関して意見交換を行った。（参加者数：平成24年11
月：20名，平成25年３月：14名参加） 

・ 在フィンランドの本学卒業生のネットワーク作り及びフィンランドとの教育研究の進展に資するため，
ヘルシンキオフィス，日本学術振興会ストックホルム研究連絡センター及び在フィンランド日本大使館の
３者が連携して，本学卒業生，日本学術振興会外国人特別研究員等経験者，国費留学生経験者を対象とし
た会議を開催した。この会議により同窓生等の連携を深めるとともに，海外での卒業生のネットワーク作
りを支援した。 

【48】 
③－１ 
・ 「国際戦略本部（仮称）」
を中心に，組織的な国際連携
を推進する。 

 
 
・ 平成23年度に策定した交流計画
に基づき，学生の海外留学を促進
するための学内の環境，体制整備
を推進するとともに，重点国・地
域・組織における大学等との学生
及び研究者交流を促進する。 

 
 
 
 
 

（国際本部） 
・ 総長奨励金の戦略的運用方法について，海外オフィス設置国以外の国における総長奨励金受給候補者の

決定に係る方針を決定し，平成25年度渡日者から対応することとした。 
・ グローバル人材を育成するための新たな学士課程特別教育プログラムである「新渡戸カレッジ」を創設
することとした。グローバル社会のリーダーとして必要とされるスキルを身につける一環として，同プロ
グラムに選抜された学生に１学期以上の留学を義務付けることとし，平成25年４月からの実施に向けて準
備を行った。【再掲43】 

・ 学生のTOEFLスコア向上のための「TOEFL iBT対策講座」を年２回実施し，13名が受講した。さらに，
本年度は本学函館キャンパスの学生を対象にインターネットを利用した同講座の実施を計画し，受講者の
募集を行った。また，「新渡戸カレッジ」の創設に先立ち，平成25年３月に「英語コミュニケーション
・留学支援英語プログラム春期集中講義」をパイロット的に実施し，26名が受講した。【再掲43】 

・ 重点国・地域・組織における大学等との学生交流を促進するため，総長奨励金受給者の留学生宿舎への
入居期間について，原則１年以内という制限を緩和し，同奨励金受給期間中は入居できることとした。【再
掲45】 

・ ソウルオフィスが中心となって，韓国の協定校である高麗大学校及び漢陽大学校と連携し，教育・研究
の紹介，留学希望者説明会，共同研究セミナーを行う「北海道大学交流デー」をそれぞれの大学校におい
て開催し，学生及び研究者の交流を促進した（参加者約130名）。 
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・ ヘルシンキオフィスが中心となって，フィンランドの協定校であるオウル大学と連携し，「北極圏の環
境研究に関するシンポジウム」を開催し，学生及び研究者の交流を促進した（参加者約30名）。 

・ 毎年交互に開催しているソウル大学校とのジョイントシンポジウムを，平成24年度は本学が主催し，「サ
ステイナブルキャンパスの実現に向けて」をテーマとする全体会とともに，様々な分野において計14の分
科会を実施して，学生及び研究者の交流を促進した（参加者 576名）。 

・ ルサカオフィスが中心となって，ザンビア共和国コッパーベルト大学と連携し，本学の教育・研究の紹
介，留学希望者への説明の機会である「北海道大学交流デー」を開催し，学生及び研究者の交流を促進し
た（参加者124名）。なお，交流デーの機会をとらえて同大学との間で大学間交流協定の締結に合意し，
併せて協定調印式を挙行した。また，より広範な活動を展開するため，今後の交流が期待されるボツワナ
共和国のボツワナ大学を訪問し，本学との交流の可能性について意見交換を行った。 

・ 北京オフィスが中心となって，中国の協定校厦門大学及び大連理工大学と連携し，教育・研究の紹介，
留学希望者説明会，共同研究セミナーを行う「北海道大学交流デー」をそれぞれの大学において開催し，
学生及び研究者の交流を促進した（参加者約 570名）。 

【49】 
③－２ 
・ 国際的な教育・研究ネット
ワークを充実させ，国内外の
大学・研究機関等との連携を
強化する。 

 
 
・ サステナビリティ・ウィーク及
び共同プロジェクト（ＥＳＤ大学
評価事業）を推進する。 

（国際本部） 
・ ６回目の開催となる「サステナビリティ・ウィーク2012」を平成24年９月から11月まで開催し，テーマ
である「安心して暮らせる社会作り」について，暮らしを脅かす多様な課題の解決を目指し，36の企画を
実施した。この中には，研究者，大学生，大学院生のみならず，高校生や中学生，一般市民向けの行事も
多く，本学から社会に向けて，「持続可能な社会作り」を発信した。特に今回は，平成24年10月６～７日
に「24時間国際サステナ対話」と称して，持続可能な社会作りに取り組む学生や大学の今をYou Tubeチャ
ンネルを利用し，英語により全世界に向けて配信した（平成25年３月31日現在の再生回数：11,555回）。
また今回から，大学間交流協定校や部局間交流協定校と共催し，４つのサテライト行事を海外にて行い，
海外の大学との連携強化を図った。 

・ 平成23年度に策定した「サステナビリティ評価システム」に関して，全体システム及びその運用につい
て外部エキスパートによるレビューを受け，ターゲット，ポジショニング，提供方式，体制，収支計画の
再設計を実施した。 

・ ＥＳＤ大学評価事業に関する共同論文を完成させ，同論文を事業ブックレットとして，国内外の関係機
関に配布した。 

・ アジア環境大学院ネットワーク（ProSPER.Net）の活用及び本学のビジビリティ向上を目的として，学
内の関係部局の代表者からなるProSPER.Netタスクフォースを結成し，今後の展開についての検討を開始
した。 

 
・ アジア環境大学院ネットワーク
（ProSPER.Net）における交流のノ
ウハウを活かし，他の国際ネット
ワークとの連携を促進する。 

（国際本部） 
・ サステイナブルキャンパス推進本部，国際本部及び施設部が連携し，本学と欧州３大学（トリノ工科大
学，ケンブリッジ大学，アムステルダム自由大学）との共同プロジェクト（サステイナブルキャンパス構
築のための制作と評価方法の確立）を開始し，教職員６名を各大学に派遣（平成25年度６名）することと
した。 

・ 平成23年度に加盟した北極圏大学のメンバー校との連携を進めるため，平成24年11月にカナダで開催さ
れる北極圏大学学生フォーラムへ学生２名を派遣し，セミナーへの参加や英語によるディスカッションを
行い，他の参加学生と共同で北極圏における連携等に係る提言書を作成するなど，メンバー校学生との交
流を推進した。 

・ 北極圏大学の学長会議に参加し，同大学メンバー校との個別の協定締結に向けた協議を行った。 
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・ 環境科学院と北極圏大学のメンバー校であるロシア北東連邦大学，米国・アラスカ大学，ノルウェー・
トロムソ大学で実施した学生交流ネットワークの基盤形成事業（フィールドワーク及び実験実習）に対し
て，学生の派遣・受入に係る旅費の支援（海外教育交流支援事業）を行うことにより，国際ネットワーク
との連携を推進した。 

・ 文学研究科と北極圏大学メンバー校であるロシア北東連邦大学（大学間協定校）との間で検討を進めて
いる北極圏大学プログラム「シベリアの生物多様性と地域社会」に対して，教員に係る派遣旅費の支援（大
学間協定校交流事業）を行うことにより，国際ネットワークとの連携を推進した。 

・ AASHE（北米の高等教育機関サステイナビリティ推進協会）が運用する STARS（北米の高等教育機関を
対象としたサステイナビリティ推進のための標準的なサステイナビリティ調査・評価システム）を利用し
た国際パイロット事業に参加した。 

  同事業では，個々の高等教育機関の取組に係る評価を受けるに当たり，３つのカテゴリー（①教育･研
究②キャンパスの管理③計画・運営・地域連携）について本学の状況を調査・分析した報告書を作成した。 

・ AASHEの年次大会において，世界各地域のネットワークの代表が集まるワークショップにアジア太平洋
地域代表として出席し，スピーカーとして発表を行うとともに，AASHE（米），Green Plan（仏），EAUC
（英・豪），AISHE（蘭）の代表との情報交換を行い，連携を強化した。このことが契機になり，大学の
サステナビリティ評価ツールを開発した組織のグローバル・ネットワークとして，“The Platform for 
Sustainability Performance in Education”が平成25年２月に設立された。なお，構成員には，ProSPER.Net
も含まれている。 

【50】 
③－３ 
・ 「北京オフィス」を積極的
に活用するとともに，他の地
域においても海外拠点を設
置する。 

 
 
・ 平成23年度に設置したソウルオ
フィスを活用し，韓国における有
力大学との協定を拡大する。 

（国際本部） 
・ 平成23年度に設置したソウルオフィスを中心に，韓国における有力大学の調査，協定締結の検討を進め
た結果，新たに韓国の有力大学３校（仁川大学校，漢陽大学校，成均館大学校）と大学間交流協定を締結
した。 

・ 平成24年９月に，ソウルオフィスが中心となって，韓国の協定校である高麗大学校及び漢陽大学校と連
携し，教育・研究の紹介，留学希望者説明会，共同研究セミナーを行う「北海道大学交流デー」をそれぞ
れの大学校において開催し，学生及び研究者の交流を促進した。（参加者約130名）【再掲48】 

・ 平成25年３月に，北京オフィスが中心となって，中国の協定校である厦門大学及び大連理工大学と連携
し，教育・研究の紹介，留学希望者説明会，共同研究セミナーを行う「北海道大学交流デー」をそれぞれ
の大学において開催し，学生及び研究者の交流を促進した。（参加者約570名）【再掲48】 

 
・ 平成23年度に行った調査・準備
を踏まえ，新たな海外拠点として，
ザンビア共和国ルサカ市及びフィ
ンランド共和国ヘルシンキ市にオ
フィスを設置する。 

 
 
 
 
 
 

（国際本部） 
・ 平成24年４月にフィンランド共和国ヘルシンキ市ヘルシンキ大学内にヘルシンキオフィスを開設し，平

成24年６月に同オフィスの開所記念式典，パネルディスカッション及びシンポジウムを開催した。また，
平成24年９月には，ヘルシンキオフィスが中心となって，協定校であるオウル大学と「北極圏の環境研究
に関するシンポジウム」を開催した。 

・ 平成24年４月にザンビア共和国ルサカ市ザンビア大学内にルサカオフィスを開設し，平成24年８月に同
オフィスの開所記念式典及び関係部局代表者による北海道大学説明会を開催した。また，平成25年２月に
は，ルサカオフィスが中心となって，ザンビア共和国コッパーベルト大学と連携し，本学の教育・研究の
紹介，留学希望者への説明の機会である「北海道大学交流デー」を開催した（124名参加）。なお，交流
デーの機会をとらえて同大学との間で大学間交流協定の調印式を挙行した。また，より広範な活動を展開
するために，今後の交流が期待されるボツワナ共和国のボツワナ大学を訪問し，本学との交流の可能性に
ついて意見交換を行った。 

- 32 -



北海道大学 

・ ルサカオフィス及び本学教員等で構成する北海道大学アフリカ研究会が中心となって，アフリカからの
研究者を招へいし，アフリカについて理解を深めることや留学生受入を促進するため，本学研究者並びに
一般市民を対象とした公開シンポジウムを平成25年３月に開催した（約120名参加）。 
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中
期
目
標 

① 世界最高水準の医療を実現するため，先端的研究や技術を臨床の場に導入する。 
② 優れた医療人を育成するため，臨床教育を充実させる。 
③ 効率的な地域医療支援体制を構築する。 
④ 全学的な支援の下で，病院の経営基盤を強化する。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 計画の実施状況 

【51】 
①－１ 
・ 臨床試験や橋渡し研究を積

極的に実施し，高度先進医療
を推進する。 

 
 
・ 臨床試験，橋渡し研究を推進し
つつ，高度先進医療のための更な
る環境整備を行う。 

(病院) 
・ 厚生労働省の「平成24年度臨床研究中核病院整備事業」に採択（５年総額約30億円）されたことに伴
い，「信頼される臨床研究」を「北海道から世界へ発信する」臨床研究拠点としての支援業務体制と施設
計画の基本方針を以下のとおり策定した。 
① 病院長を責任者とした業務体制と規定を整備した。 
② 事業実施主体である高度先進医療支援センターの組織改編を行い，臨床研究支援部門として，以下の

６部門を設置した（平成24年10月）。 
１）臨床研究戦略部門 
２）臨床研究推進部門 
３）データ管理部門 
４）臨床研究保証部門 
５）研究開発推進部門 
６）運営管理部門 

③ 臨床研究支援業務を推進するため，生物統計家，プロジェクトマネージャー，データマネージャー，
システムエンジニア，臨床研究コーディネーター（ＣＲＣ），事務担当者などスタッフ31名を増員し
た。 

④ 院内に臨床研究の拠点を整備することとし，高度先進医療支援センターの専有面積を3,200 ㎡（現有
面積：540㎡）へ大幅拡充するなど，施設計画案を策定した。 

⑤ 生体試料管理のための大型超低温冷蔵庫等の設備を導入するとともに，院内ＣＰＣ室（細胞培養セン
ター）及び生体試料管理室の運営管理者を配置した。 

⑥ 臨床研究に関する倫理指針の遵守について，臨床研究中核病院整備事業の選定を踏まえ，再度，院内
職員に周知徹底した。 

・ 臨床試験，橋渡し研究を推進しつつ，高度先進医療のための更なる環境整備を行うため，高度先進医療
支援センターにおいて，以下の取組を実施した。 
① 新規12件の臨床研究につき，臨床試験支援業務（臨床研究コーディネーター支援，データマネジメン

ト等）を行った（累計27件）。また，94件の統計解析相談を受けた。 
② 未来創薬・医療イノベーションを支援するため，創薬セミナーを２回開催した（約180 名参加）。ま

た，探索医療教育研究センターを支援するため，医師主導型治験の実務を行った。(現在１件実施：新
規人工手関節の開発と臨床応用) 

③ 既存の院内ＣＰＣ室を利用して，以下の細胞治療を実施した。 

○ 教育研究等の質の向上の状況 
(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 
 （その他）③附属病院に関する目標 
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・生体肝移植後の免疫療法２例（累計10例） 
④ 既存の院内ＣＰＣ室に加え，再生医療・細胞治療推進のためのアイソレーター（Cell Processing Work 

Station，細胞培養のための無菌環境を保持する設備）を含む新規院内ＣＰＣ室（平成24 年３月設置)
の本格運用を開始した。 

⑤ 神経再生療法の実現に向けた研究プロトコールを作成し，実施支援業務を行った。 
⑥ 先進医療として「炭素11標識メチオニンによるＰＥＴ診断」の厚生労働省への届出に向けた支援を行

った。 
⑦ 治験業務を一部出来高払い制から完全出来高払い制に移行し，企業が委託しやすい環境整備を行った。 

・ また，高度先進医療を推進するため，各診療科等において，以下の取組を実施した。 
① 386件の臨床研究を実施した。 
② 先進医療として新たに「術後のホルモン療法及び S-１内服投与の併用療法 原発性乳がん(エストロ

ゲン受容体が陽性であって，HER２が陰性のものに限る。)」，「経胎盤的抗不整脈薬投与療法 胎児
頻脈性不整脈」の２件について厚生労働省に受理された。 

【52】 
①－２ 
・ 「腫瘍センター」のキャン
サーボードを中心に，各診療
科の連携を密にした集学的
治療を推進する。 

 
 
・ キャンサーボードを用いて，複
数の診療科等が連携した集学的治
療を更に推進する。 

 

(病院) 
・ 腫瘍センターを中心に設置した23のキャンサーボード及び整備したルールに基づき，複数診療科による
カンファランスを行い，182 件の連携した集学的治療を実施した。また，集学的治療を行った患者の評価
を行った。その他，化学療法件数延べ757件，緩和ケア件数延べ6,537件を実施した。 

・ 化学療法の安全性や効率化を図るため，小児科を除く診療科の外来化学療法を腫瘍センターで一元的に
実施する体制を整備した。 

・ 地域がん診療連携拠点病院として，北海道内のがん診療に携わる医師，看護師，薬剤師等に対し，以下
の研修会等を実施した。 
① 外来がん治療研修会（３回。32名参加） 
② 緩和ケア研修会（１回。36名参加） 
③ 高度のがん医療・がん薬物療法に関する研修会・講演会（12回。約540名参加） 

・ 医師，看護師，薬剤師の相互理解，相互協力を深め，インシデント（医療事故等）を起こさず高度な医
療の提供を行うため，以下のカンファランスなどを実施した。 
① 二次医療圏の医師，看護師，薬剤師等に対し，がん医療における高度な早期診断に係る研修会・合同

カンファランスを実施した（１回。61名参加）。 
② 二次医療圏の医師を対象に病理医養成研修会を開催し，病理診断の基本と応用について必要な技能と

知識を啓発した（１回。24名参加）。 
③ 緩和ケア研修会修了者を対象に，スキルアップを目的とした緩和ケア追加研修会を開催した(１回。25

名参加)。 
・ がん診療を行う診療科と連携して，昨年度まで年２回実施していた市民公開講座を５回実施し，一般市
民へのがんに対する最新の診断・治療等に対する啓蒙活動を積極的に行った（928名参加）。 

・ 緩和ケア外来実施日を週２回（平成23年度：週１回）に変更し，外来通院をしながらがん治療を受けて
いる患者への緩和ケアの提供機会を増やした。 

・ チャイルド・ライフ・スペシャリストを中心として，がんサロン「わかばカフェ」の開催数を毎週１回
（平成23年度：隔週１回）に変更し，がん患者が抱える子育てについての悩みなどを気軽に話し合える場
の提供機会を増やした（38回。308名参加）。  

・ がんサロン「わかばカフェ」の特別企画として，以下の取組を行った。 
① がんと闘病中の親を持つ，７歳から17歳の子どもを対象に「ことりカフェ」を開催し，チャイルド
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・ライフ・スペシャリストが精神的サポートを行った（９名参加）。 
② がん患者に対する口腔ケアの重要性を啓発するため，歯科医師による講演会を開催した(12名参加)。 

【53】 
②－１ 
・ 医師・歯科医師の資質向上
のため，最新の研究成果や医
療情報の提供，技術指導，共
同研究を推進する。 

 
 
・ 最新の医療技術等の指導講習会
及び最新の医療知識，症例報告を
含む講演会等を開催する。 

 

(病院) 
・ 研修医オリエンテーションにおいて，平成23年度から引き続き，薬剤師を講師として，処方オーダ入力
方法，処方せん作成方法，調剤などの薬剤体験プログラム（薬剤オーダーから調剤まで）を２日（平成23
年度：１日）にわたり実施した（研修医36名参加）。 

・ 薬剤の適正使用推進を目指し，院内医療従事者に対する講演会，研修会を 15 回開催した（15 回で 713
名）。 

・ 院内感染防止及び医療安全推進を目指し，院内職員に対する講演会を35回開催した。 
・ その他，症例検討会，指導講習会，講演会等を1,038 回開催し，医師及び歯科医師のみならず，医療従
事者及び一般市民に対しても，最新の医療技術等の指導，医療知識の提供等を行った。 

・ 院内の医師・歯科医師へ抗菌薬の適正な使用に関する情報を提供するため，薬剤部と感染制御部共同で
「抗菌薬の適正使用に関する臨床研究」を実施した。 

【54】 
②－２ 
・ 地域の中核病院及び他の大

学病院と連携し，若手医師を
対象とする循環型医療人養
成システムを構築する。 

 
 
・ 平成25年度以降の新循環型医療
人養成システムを構築する。 

 

(病院) 
・ 循環型医療人養成システムについて, 以下の施策を実施し，平成25年度以降に予定されている新循環型
医療人養成システムの構築とその円滑な運用のための整備を図った。 

(初期研修医) 
① 本院初期臨床研修プログラムに下記のコースを新たに設置した。 

１）プライマリ・ケアコース（３コース） 
道内29協力病院と連携の上，研修を開始した。 

２）外科重点コース（１コース） 
道内13協力病院と連携の上，研修を開始した。 

② 本院初期臨床研修プログラムの 43 協力病院に在籍する研修医が本院で短期間臨床研修を実施できる
新たな制度（逆たすきがけ研修）を設定した（平成25年度開始予定）。 

③ 他大学，他病院の医療人育成部門との意見交換のための講演会，シンポジウムにおいて，卒後臨床研
修センター副部門長が本院での取組等について講演，意見交換を行った（他大学３回，他病院２回，教
育関連学会２回実施）。 

④ 協力病院に対して本院が持つ研修関係のリソース（各種セミナー等の資料）をホームページ上で提供
した。 

 (後期研修医) 
① 他病院所属者が参加可能な本院外科診療科における新規後期研修プログラム（外科オールラウンド研
修）を設定した（平成25年度開始予定）。 

② 本院と地域医療機関の連携を深めるためにシンポジウム及びセミナーを開催した。 
１）シンポジウム（２回開催）  
２）医療セミナー（４回開催） 

③ 本院から東京慈恵会医科大学附属病院へ後期研修医２名を派遣した。 

【55】 
②－３ 
・ 質の高いチーム医療及び患

者・家族本位の医療を実現す
るため，医療人教育を充実さ

 
 
・ チーム医療の質の向上を目指し，
共通研修プログラムを継続的に実
施する。 

(病院) 
・ チーム医療を推進するため，新人医療職の合同研修（卒後臨床研修センター・薬剤部・看護部・診療支
援部の合同研修）を以下のとおり実施した。 
①コミュニケーション研修（４月）「接遇・他職種間連携・コミュニケーション」 
医師36名，歯科医師52名，薬剤師５名，看護師55名，診療支援部10名（理学療法士：１名，視能訓練
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せる。  士：２名，臨床心理士：１名，診療放射線技師３名，臨床検査技師３名） 
② リスクマネジメント研修part１(８月)「これからのチーム医療とリスクマネジメント」 
医師24名，歯科医師44名，薬剤師５名,看護師53名，診療支援部７名（理学療法士：１名，臨床心理士
：１名，診療放射線技師２名，臨床検査技師３名） 

③ リスクマネジメント研修part２(１月)「臨床の倫理について考える」 
医師18名，歯科医師43名，薬剤師5名,看護師50名，診療支援部９名（理学療法士：１名，視能訓練士
：２名，診療放射線技師３名，臨床検査技師３名） 

・ 看護部がプログラム企画の中心となり，院内全職員を対象とした接遇研修を計２回実施した（２回で221
名）。また，接遇指導者研修も計３回実施した（３回で76名）。 

・ 質の高い医療を提供するため，メディカルスタッフへの教育・研修を充実し，認定資格等を取得させる
取組を継続した。 
① 専門看護師，認定看護師による院内職員（看護師及び薬剤師）に対する教育講演会を 28 回（平成 23

年度：29回）開催した。 
② がん化学療法看護，がん放射線療法看護及び皮膚排泄ケアの認定看護師の資格取得に向けた研修プロ

グラムを受講させた（計５名が受講）。 
 その結果，以下のとおり，専門的な認定資格を取得した。 
１）看護師：認定看護師（がん化学療法，がん放射線療法 各１名），認定看護管理者（１名） 
２）診療放射線技師：磁気共鳴専門技術者（４名），Ｘ線ＣＴ認定技師（２名），救急撮影認定技師，上

級磁気共鳴専門技術者，医用画像情報専門技師，放射線治療品質管理士，核医学専門技師，超音波検査
士（各１名） 

３）臨床検査技師：超音波検査士（３名），細胞検査士（２名），遺伝子分析科学認定士（初級），超音
波指導検査士（腹部領域），緊急臨床検査士，日本糖尿病療養指導士（各１名） 

４）理学療法士：心臓リハビリテーション指導士（２名） 
５）臨床工学技士：透析技術認定士，臨床ME専門認定士，人工心臓管理技術認定士（各１名） 
６）歯科技工士：歯科技工学会認定士，顎顔面補綴学会認定歯科技工士（各１名） 
７）心理士：臨床心理士（２名）   
８）薬剤師：日本糖尿病療養指導士（２名），妊婦授乳婦薬物療法認定薬剤師（１名） 

・ がん看護専門看護師２名，認定看護師 23 名（15 分野）が，がん患者の多職種合同カンファランス，人
工呼吸器点検チーム，緩和ケアチーム，褥瘡対策チーム，糖尿病ケアサポートチーム，感染対策チーム，
各部署が行う心肺蘇生訓練などに参加し，組織横断的な活動を行った。 

・ 移植コーディネーター事務室を設置し，６名のレシピエント移植コーディネーター（心臓・肝臓・腎臓）
を集約し，機能的に活用することで医師の業務軽減と患者・家族支援を充実させた。 

・ 心臓移植マニュアルを改訂し，関係部署に配布した。 
・ 心臓移植・複数臓器移植に向けた体制を整備するため，多臓器移植シミュレーションを実施した。 

【56】 
③－１ 
・ 地域病院との連携を強化
し，前方支援及び後方支援を
充実させる。 

 
 
・ 平成23年度に構築した医療連携
を踏まえ，５大がん診療地域連携
パスの運用や地域連携クリティカ
ルパスの実施によって，前方支援，
後方支援を効率的に行う。 

(病院) 
・ 医療機能連携登録病院との間で，5,301件の前方支援（平成23年度：4,690件）及び921件の後方支援
（平成23年度：748件）を行った。 

・ ５大がん（胃がん，乳がん，肺がん，大腸がん，肝臓がん）の地域連携パス（北海道共通）の普及を図
るため，地域医療機関向けにパス利用に関する講演会を実施した。 

・ 地域連携パス運用医療機関である「社団法人全国社会保険協会連合会 札幌社会保険総合病院」とＩＣＴ
ネットワークを試行的に導入することで覚書を締結し，医療情報閲覧のセキュリティーと病院間のルール
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検討に着手した。 
・ 脳卒中の地域連携パス（北海道共通）「脳卒中あんしんノート」を作成し，本格運用に移行した（平成
24年10月）。症例登録数は，平成25年３月31日現在で622例となった。また，心筋梗塞に関しても同様の地
域連携パス（北海道共通）作成に着手した。 

【57】 
③－２ 
・ 優秀な専門医・指導医の地
域病院への出向制度を導入
し，地域病院に対する継続的
・安定的な支援を行う。 

 
 
・ 指導的専門医を出向させること
により，地域病院に対する継続的
・安定的な支援を行う。 

(病院) 
・ 「医療人養成・地域医療支援プロジェクト」【３年任期／文科省補助金】で，平成 22 年度３名，平成
23 年度６名，平成 24 年度５名，「臨床指導医養成プロジェクト」【５年任期／北海道補助金】で，平成
22年度８名，平成23年度５名，平成24年度４名の医師を採用し，地域病院に対する継続的・安定的な支
援を一層強化した（平成24年度合計９名の新規採用）。 

・ 「専門医派遣システム推進事業」【平成24・25年度北海道補助金】を実施し，１ヶ月毎に交代で延べ９
名（１名は４ヶ月派遣）の医師を地域の中核的病院へ派遣した。 

※専門医：５年間以上の専門研修を受け，資格審査及び専門医試験に合格して，学会等によって認定された
医師 

※指導医：高度な知識や技量，経験を持ち，認定医や専門医などを指導する立場にある医師として学会が認
定した医師 

【58】 
④－１ 
・ 病院長及び病院執行会議を

中心として，人的資源を効率
的に配置し，診療体制を整備
する。 

 
 
・ 診療体制を整備するための行動
計画に基づき，人員配置や組織整
備・設備導入等を行う。 

 

(病院) 
・ 病院長及び病院執行会議を中心として，行動計画に基づき，人員配置や組織整備・設備導入等を検討し，
以下の取組を実施した。 
① 平成 23 年度に策定した，高額設備（500 万円以上／件）要求スキームによって，総額 10 億円の医療

機器を更新した。 
② 物品及び特定役務の調達等に関して「仕様策定専門部会」が策定した仕様書（案）について，競争性

の確保，経済性の観点などから検討を行うため，「設備調達監理委員会」を設置した。 
③ 平成23年度に配置した病棟ＣＲクラーク及び診断書作成支援クラーク並びに看護補助者に引き続き，

外来ドクターズクラーク15名を新たに配置し，医師業務負担軽減策を強力に推進した。 
④ 外来新棟（歯科診療センターの全面移転及び腫瘍センター等の整備）建設工事を着工した（平成25年

８月竣工予定）。また歯科移転WGを設置し，移転準備を進めた。 
⑤ 入退院センターの業務に従来看護部で行っていた，共通病床のベッドコントロールを追加し，業務の

一元化を進めた。 
⑥ 電子カルテシステム・地域医療連携システム・物流システム・医科歯科統合システムと一体化した医

療情報システム更新契約を締結した（平成25年10月稼働開始予定）。 
⑦ 最高水準の医療提供を行うために手術室の機能強化を決定した。 
１）手術室増室（ハイブリッド手術室１室を含む３室）の整備を行い，ハイブリッド手術室に係る効率

的な運用を開始した（平成24年６月）。 
２）最先端の内視鏡手術支援ロボット「ダ・ビンチ・サージカル・システム( da Vinci Surgical System)」

を導入した。 
※ハイブリッド手術室：高性能な透視装置と手術寝台を設置し，最近急速に増加している各分野の血管

内治療に対応するための手術室 
※ダ・ビンチ・サージカル・システム：「ダ・ビンチ」を操作するためのボックスにて，医師が患部を

映し出すモニターを見ながら装置を動かすと，その医師の手の動
きがコンピュータを通してロボットの腕に伝わり，手術を行うシ
ステム 
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⑧ 診療内容を明示するため，ナンバー制から臓器別に診療科名称を変更した。 
⑨ より効率的な診療を行うことを目的に，外来受診の紹介制・予約制の導入を検討し，平成25年４月か

ら試行的に内科系外来で実施することとした。 
⑩ 抗がん剤のミキシング，病棟での薬物指導の体制を強化するため，薬剤師29名の人員増加策を決定し

た。 
⑪ 利用者の利便性向上を図るため，外来駐車場の拡張整備を実施した。 
⑫ 患者・職員の利便性向上のため，アメニティホールを中心に一体的な憩いの場を創出することを目的

として，プロポーザル（企画提案）方式による，コンビニエンスストア・レストラン・カフェの多業種
一体運営の契約を締結した（平成25年４月営業開始予定）。 

⑬ 病院長のリーダーシップを強力に推進するため，病院長裁量経費を大幅に増額（２億円。平成23年度
：１億円）し，院内各職種のモチベーションアップを目的とした，シニアドクター支援経費，メディカ
ルスタッフ研修支援経費，全診療科・部署対象の病院長支援経費を配分した。 

 また，多くの女性医師等が円滑に職場復帰できる環境を整えるため，新たな医員区分「すくすく育児支援
プラン」を設定し，12名を採用した。 

【59】 
④－２ 
・ 各診療部門等の診療業務評

価システムを充実させる。 

 
 
・ 各診療部門において新評価シス
テムを実施するとともに，必要に
応じて見直しを行う。 

(病院) 
・ 平成22年度に策定した新評価システムに基づき業務評価を実施し，各診療部門にインセンティブ経費を
配分して，院内の活性化を図った。 

・ 各診療部門における費用の正確な把握のため，物流システムの制度設計に着手し，次期医療情報システ
ムに実装することとした。 
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教育研究等の質の向上に関する特記事項【その他】（社会，国際，病院） 

 
（教育改革室，広報室，研究戦略室，国際本部，企画・経営室，病院） 
 
＜社会＞ 
 
１． 教育研究成果の情報発信と社会連携：計画番号【35】【37】参照 
(1) ＩＣＴを活用した教育情報の発信 

コンテンツ配信サービス「iTunes-U」を通した授業・公開講座等の映像・音声
の配信（平成23年度開始）を一層強化した。平成24年度は，本学オープンコース
ウェア（ＯＣＷ）から64コースのコンテンツを「iTunes-U」に登録した。アクセ
ス数は月間平均約50万件となって，平成23年度の月間平均約37万件に比べ大幅に
増加した。 

(2) 科学技術コミュニケーター養成プログラムの取組 
科学技術コミュニケーター養成プログラム（CoSTEP）において，① 津波防災に

関する双方向型の学習プログラム，② 研究者を目指す高校生をインターンシップ
生として受け入れ，映像制作を体験させる教育プログラム，を新たに開発・実施
し，社会連携及び高大連携を進めた。なお，CoSTEPの修了者数は，本科・選科・
研修科合わせて平成24年度は65名であり，過去通算では511名にのぼる。 
また，科学技術の専門知識を一般市民に分かりやすく伝えるため，サイエンス

カフェの開催（６回，参加者合計約1,000名），podcast「かがく探検隊コーステ
ップ」の配信などの活動を展開した。さらに，Facebookページ「いいね！Hokudai」
の運用を開始し，本学の研究成果や研究者の魅力を社会に広く発信した。 

(3) 各種シンポジウム・公開講演会等 
① 卒業生・一般市民等を対象に，九州大学と合同で活動報告会及びフロンティ
ア・セミナーを開催した（参加者：合同活動報告会146名，合同フロンティア・
セミナー（２回実施）386名）。 

② 「国民との科学・技術対話」支援・協力体制の整備事業の一環として，北海
道新聞社へ事業委託を行い，新聞への事業広告掲載，札幌市内の高校ヘの出前
講義（12件），本学研究室へ高校生を招いての公開授業（４件）を行った。 

③ 本学が持つ研究シーズ，アイデアを広く周知するため，「イノベーション・
ジャパン2012－大学見本市」の展示会へ５件の出展を行った。その他，各種展
示会等で技術シーズの展示及びプレゼンテーションを多数実施した。 

④ 本学産学連携本部と在札幌米国領事館との共催で，「日米イノベーションフ
ォーラム」を開催し，150名が参加した。 

⑤ 少子高齢化を迎える我が国が直面する課題に対して，大学・産業界・自治体・
地域住民がどのように連携し取り組むかを探るため，ＵＲＡステーション・産
学連携本部主催のシンポジウム「エイジレス社会を目指して～健康でアクティ
ブな社会を実現するには～」を開催し，60名が参加した。 

  ⑥ 10年後の未来予想図を地域住民と話し合い，本学が地域社会に役立つ研究戦
略を策定するため，平成25年３月，十勝地域の池田町でＵＲＡステーション主
催のワークショップ「３世代で未来を考える未来予想ワークショップ in 池田

町」を開催し，中学生からご高齢者まで49名が参加し，本学教員と池田町の未
来像を語り合った。 

 ⑦ 総合博物館において，学生や教職員だけでなく，地域社会の人々に文化に触
れる機会を提供する開かれた博物館として，常設展示のほか，１年を通じて各
種企画展示，セミナー，講演会，演奏会などを開催し，平成24年度の入館者は
97,899人であった。 

⑧ 植物園において，北海道を中心とする冷温帯域の植物の研究・教育の場とと
もに，社会に開かれた研究・教育フィールドとして，博物館実習，見学旅行・
遠足，展示公開活動や公開講座など広く札幌市民の憩いの場，社会教育の場と
して開放し，平成24年度の入園者は 48,092人であった。 

 
＜国際＞ 
 
１． グローバル人材育成のための学士課程特別教育プログラム「新渡戸カレッジ」：

計画番号【40】【43】参照 
本学のグローバル化をより一層推進するため，グローバル人材育成検討タスクフォ

ースにおいて，学部教育と並行して豊かな人間性・国際性を育むための各種教育プロ
グラムを実践する「新渡戸カレッジ」構想を取りまとめた。本構想が平成24年度「グ
ローバル人材育成推進事業（全学推進型）」に採択されたことを受けて，新たな学士
課程特別教育プログラムである「新渡戸カレッジ」を平成25年４月に創設することと
し，実施に向けて準備を行った。 
「新渡戸カレッジ」では，グローバル社会のリーダーとして必要とされるスキルを

身につける一環として，同プログラムに選抜された学生に原則として１学期以上の留
学を義務付けることとした。また，同プログラムの実践にあたっては，英語を母国語
とする10名の教員をコアとして学内全部局のバイリンガル教員からなるネットワーク
を新たに構築するとともに，各部局で英語による専門科目等の授業を提供する教員と
連携し，英語による授業の拡充を図ることとした。 
なお，「新渡戸カレッジ」の創設に先立ち，平成25年３月に「英語コミュニケーシ

ョン・留学支援英語プログラム春期集中講義」を試行的に実施し，26名が受講した。 
 
２．ASEAN諸国との大学院共同教育「PAREプログラム」：計画番号【６】【39】【42】
【46】参照 
本学（農学院，環境科学院，水産科学院，工学院，情報科学研究科，サステイナビ

リティ学教育研究センター）とインドネシア共和国３大学（ボゴール農科大学，バン
ドン工科大学，ガジャマダ大学）及びタイ王国３大学（チュラロンコン大学，カセサ
ート大学，タマサート大学）とにおいて，平成24年度に採択された「大学の世界展開
力強化事業」の共同教育プログラム「人口・活動・資源・環境（PARE）の負の連環を
転換させるフロンティア人材育成プログラム」を開始した。このPAREプログラムでは，
ASEAN地域における人口･活動･資源･環境の負の連環の解決に必要不可欠な能力（フィ
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ールド研究力，多様性容認力，開拓力及び課題解決力）を備え，同地域の発展に主導
的な役割を担うことのできる人材を養成することを目指して，以下の取組を行った。 
① ７大学による大学院共同教育のためのコンソーシアムを新たに立ち上げた。 
② ASEANの６大学院から受け入れる留学生を対象とした新たな教育プログラムを
開発・実施し，平成24年度は18名の学生を受け入れた。 

③ 同コンソーシアムの運営委員会において，平成25年度中に単位互換に関する協
定を締結することを合意した。 

 
３．短期留学生の派遣及び受入の拡大に関する取組：計画番号【43】【46】参照 
(1) 学部１～２年次学生を主たる対象としたファースト・ステップ・プログラム（海
外留学体験プログラム）を平成24年度は２回実施し，本学学生の短期留学の機会
を拡大した。夏期の第１回プログラムには16名，冬期の第２回プログラムには20
名の学生が参加し，フィンランド（第１回），タイ・シンガポール（第２回）を
それぞれ訪問して約２週間の研修を行った。なお，平成25年度からこのプログラ
ムを全学教育科目の一般教育演習（フレッシュマン・セミナー）として単位化す
ることとした。 

(2) 協定校である韓国・江原大学校，中国・香港中文大学のサマープログラム及び
オーストラリア・ニューサウス・ウェールズ大学のスプリングプログラムを新た
に提供することにより，学生の短期留学先を拡充した。 

(3) 留学生交流支援制度（ショートビジット）を活用し，３ヶ月以内の短期留学生
295名を派遣した。 

(4) シンガポール国立大学，台湾国立大学及び台湾国立政治大学から計６名の学部
学生を受け入れてサマーセッション（体験型日本語プログラム）を実施し，その
結果を報告書にまとめた。さらに，平成25年度にはPAREプログラムの一環として
サマープログラムを実施することとし，その実施案を策定した。 

(5) 韓国嶺南大学日語日文学科の学生16名を受け入れ，日本語授業及び北大生との
交流を含む研修プログラムを実施した。 

なお，「新渡戸カレッジ」の創設により，今後，学部学生の大幅な海外留学が見込
まれる。 
 
４．サステイナビリティをテーマとした国際連携の強化：計画番号【49】参照 
(1) ６回目となるサステナビリティ・ウィークを平成24年９月から11月まで開催し，
「安心して暮らせる社会作り」をテーマとして，暮らしを脅かす多様な課題の解
決を目指し，36の企画を実施した。特に，10月に“24 Hour, International Dialogue 
for a Sustainable Future”（24時間国際サステナ対話）を実施し，持続可能な
社会作りに取り組む学生や大学の今を，You Tubeチャンネルを通して世界に向け
て配信した（平成24年度末現在の再生回数：11,555回）。また今回から，大学間
交流協定校や部局間交流協定校と共催し，４つのサテライト行事を海外にて行
い，海外の大学との連携強化を図った。 

(2) 平成23年度に作成した「サステナビリティ評価システム」に関して，全体シス
テム及びその運用について外部エキスパートによるレビューを受け，ターゲッ

ト，ポジショニング，提供方式，体制，収支計画の再設計を実施した。 
(3) AASHE（高等教育機関サステイナビリティ推進協会）年次大会において，世界各
地域のネットワークの代表が集まるワークショップにアジア太平洋地域代表とし
て発表を行うとともに，AASHE（米），Green Plan（仏），EAUC（英・豪），AISHE
（蘭）の代表との情報交換を行い，連携を強化した。このことが契機になり，大
学のサステナビリティ評価ツールを開発した組織のグローバル・ネットワークと
して，“The Platform for Sustainability Performance in Education”が平成
25 年２月に設立され，本学が加盟しているアジア環境大学院ネットワーク
（ProSPER.Net）も同ネットワークの構成組織となった。 

 
５．新たな海外拠点の設置等：計画番号【50】参照 
(1) 平成24年４月にフィンランド共和国ヘルシンキ市ヘルシンキ大学内に本学のヘ
ルシンキオフィスを開設し，６月に同オフィスの開所記念式典，パネルディスカ
ッション及びシンポジウムを開催した。また９月には，ヘルシンキオフィスが中
心となって，協定校であるオウル大学と「北極圏の環境研究に関するシンポジウ
ム」を開催した。 

(2) 平成24年４月にザンビア共和国ルサカ市ザンビア大学内に本学のルサカオフィ
スを開設し，８月に同オフィスの開所記念式典及び関係部局代表者による北海道
大学説明会を開催した。また，平成25年２月には，ルサカオフィスが中心となっ
て，ザンビア共和国コッパーベルト大学と連携し，本学の教育・研究の紹介，留
学希望者への説明の機会である「北海道大学交流デー」を開催した。同時に，同
大学との間で大学間交流協定の調印式を挙行した。 

(3) アフリカについての理解を深め，留学生受入を促進するために，ルサカオフィ
ス及び本学教員等で構成する北海道大学アフリカ研究会が中心となって，アフリ
カから研究者を招へいし，本学研究者及び一般市民を対象として「アフリカに暮
らす人たちとその環境―北の大地からアフリカへの貢献―」をテーマとした公開
シンポジウムを平成25年３月に開催した。 

 
＜病院＞ 
 

【教育・研究面】 

１．高度先進医療推進のための取組：計画番号【51】参照 
厚生労働省の「平成24年度臨床研究中核病院整備事業」に採択（５年総額約30億

円）されたことに伴い，信頼される臨床研究を北海道から世界へ発信する臨床研究拠
点として，業務体制と施設計画の基本方針を以下のとおり策定した。 

(1) 病院長を責任者とした業務体制と規定を整備した。 
(2) 事業実施主体である高度先進医療支援センターの組織改編を行い，臨床研究支

援部門として６部門（臨床研究戦略部門，臨床研究推進部門，データ管理部門，
臨床研究保証部門，研究開発推進部門，運営管理部門）を設置した。 

(3) 臨床研究支援業務を推進するため，生物統計家，プロジェクトマネージャー，
データマネージャー，システムエンジニア，臨床研究コーディネーター（ＣＲＣ），
事務担当者など, スタッフ31名を増員した。 
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(4) 院内に臨床研究の拠点を整備することとし，高度先進医療支援センターの専有
面積を 3,200 ㎡（現有面積：540 ㎡）へ大幅拡充するなど，施設計画案を策定し
た。 
(5) 生体試料管理のための大型超低温冷蔵庫等の設備を導入するとともに，院内Ｃ
ＰＣ室及び生体試料管理室の運営管理者を配置した。 
(6) 臨床研究に関する倫理指針の遵守について，臨床研究中核病院整備事業の選定
を踏まえ，再度，院内職員に周知徹底した。 

 
２．指導医の養成と地域医療の支援：計画番号【57】参照 

(1) 文部科学省補助金「医療人養成・地域医療支援プロジェクト」により５名，北
海道補助金「臨床指導医養成プロジェクト」により４名，計９名の医師を採用し，
地域病院に対する継続的・安定的な支援を一層強化した。 

(2) 北海道補助金「専門医派遣システム推進事業」を実施し，１ヶ月毎に交代で延 
９名（１名は４ヶ月派遣）の医師を派遣した。 
※専門医：５年間以上の専門研修を受け，資格審査及び専門医試験に合格して，学

会等によって認定された医師 
※指導医：高度な知識や技量，経験を持ち，認定医や専門医などを指導する立場に

ある医師として学会が認定した医師 
 

【診療面】 

３．集学的治療の促進：計画番号【52】参照 
(1) 腫瘍センターを中心に設置した23のキャンサーボード及び整備したルールに基

づき，複数診療科によるカンファランスを行い，182件の連携した集学的治療を実
施した。また，集学的治療を行った患者の評価を行った。その他，化学療法件数
延べ757件，緩和ケア件数延べ6,537件を実施した。 

(2) 化学療法の安全性や効率化を図るため，小児科を除く診療科の外来化学療法を腫
瘍センターで一元的に実施する体制を整備した。 

(3) 地域がん診療連携拠点病院として，北海道内のがん診療に携わる医療従事者に対
し，計16回の研修会等を実施した。また，医療従事者の間の相互理解，相互協力
を深め，インシデント（医療事故等）を起こさず高度な医療の提供を行うため，
３回のカンファランスなどを実施した。 

(4) 昨年度まで年２回実施していた市民公開講座を５回実施し，一般市民へのがんに
対する最新の診断・治療等に対する啓蒙活動を強化した。 

(5) 緩和ケア外来実施日を週２回（平成23年度：週１回）に変更し，通院をしながら
がん治療を受けている患者への緩和ケアの提供機会を増やした。 

(6) がんサロン「わかばカフェ」の開催数を毎週１回（平成23年度：隔週１回）に変
更し，がん患者が抱える子育てについての悩みなどを気軽に話し合える場の提供
機会を増やした。さらに「わかばカフェ」の特別企画として，がんと闘病中の親
を持つ，７歳から17歳の子どもを対象に「ことりカフェ」を開催し，チャイルド・
ライフ・スペシャリストが精神的サポートを行うなど，がん患者に対する支援を
強化した。 

 
４．診療体制の整備 
(1) 最高水準の医療提供を行うために，手術室の機能強化を決定した。 
・手術室増室（ハイブリッド手術室１室を含む３室）の整備を行い，ハイブリッ 
ド手術室に係る効率的な運用を開始した(平成24年６月)。 

・最先端の内視鏡手術支援ロボット「ダ・ビンチ・サージカル・システム（da  Vinci  
Surgical System）」を導入した。 

※ ハイブリッド手術室：高性能な透視装置と手術寝台を設置し，最近急速に増加
している各分野の血管内治療に対応するための手術室 

※ ダ・ビンチ・サージカル・システム：「ダ・ビンチ」を操作するためのボック
スにて医師が患部を映し出すモニターを見ながら装置を動かすと，その医師の
手の動きがコンピュータを通してロボットの腕に伝わり，手術を行うシステム 

(2) 診療内容を明示するため，ナンバー制から臓器別に診療科名称を変更した。 
(3) より効率的な診療を行うことを目的に，外来受診の紹介制・予約制の導入を検
討し，平成25年４月から試行的に内科系外来で実施することとした。 

 

【運営面】 

５．人員配置及び組織・施設整備：計画番号【58】参照 
病院長及び病院執行会議を中心として，行動計画に基づき人員配置や組織整備・

設備導入等を検討し，以下の取組を実施した。 
(1) メディカル・クラーク体制の強化 

平成 23 年度に配置した病棟ＣＲクラーク及び診断書作成支援クラーク並びに
看護補助者に引き続き，外来ドクターズクラーク15名を配置し，医師業務負担軽
減策を強力に推進した。 

(2) 女性医師の確保 
多くの女性医師等が円滑に職場復帰できる環境を整えるため，新たな医員区分

「すくすく育児支援プラン」を設定し，12名を採用した。 
(3) 人員の効率的かつ適正な配置 

抗がん剤のミキシング，病棟での薬物指導の体制を強化するため，薬剤師 29
名の人員増加策を決定した。 

(4) 組織・施設整備及び医療設備導入 
① 平成23年度に策定した，高額設備（500万円以上／件）要求スキームによっ
て，総額10億円の医療機器を更新した。 

② 外来新棟（歯科診療センターの全面移転及び腫瘍センター等の整備）建設工
事を着工した（平成25年８月竣工予定）。また歯科移転ＷＧを設置し，移転準
備を進めた。 

③ 電子カルテシステム・地域医療連携システム・物流システム・医科歯科統合
システムと一体化した医療情報システム更新契約を締結した（平成25年10月
稼働開始予定）。 

④ 物品及び特定役務の調達等に関して「仕様策定専門部会」が策定した仕様書
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（案）について，競争性の確保，経済性の観点などから検討を行うため，「設備 
調達監理委員会」を設置した。 

⑤ 入退院センターの業務に従来看護部で行っていた，共通病床のベッドコント
ロールを追加し，業務の一元化を進めた。 

⑥ 利用者の利便性向上を図るため，外来駐車場の拡張整備を実施した。 
⑦ 患者・職員の利便性向上のため，アメニティホールを中心に一体的な憩いの
場を創出することを目的として，プロポーザル（企画提案）方式による，コン
ビニエンスストア・レストラン・カフェの多業種一体運営の契約を締結した（平
成25年４月営業開始予定）。 

⑧ 病院長のリーダーシップを強力に推進するため，病院長裁量経費を平成 23
年度の１億円から２億円に倍増させて，院内各職種のモチベーションアップを
目的とした各種経費を配分した。 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
 ① 組織運営の改善に関する目標 

 

中
期
目
標 

① トップマネジメントの強化と効率化のため，運営体制を再構築する。 
② 質の高い教育研究及び大学運営に資するため，教職員の能力開発を推進する。 
③ 教育研究の高度化及び活性化を推進するため，教育研究支援機能を強化する。 
④ 教育研究活動のさらなる活性化及び業務運営の円滑化のため，機動的，戦略的，効果的な財務運営システムを構築する。 
⑤ 男女共同参画社会基本法並びに雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律の趣旨に則り，男女共同参画を推進する。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【60】 
①－１ 
・ 大学運営に係る事項の企画・立
案等を主たる任務とする「総長室」
を再編し，「企画・経営室」，「教
育改革室」，「研究戦略室」及び
「施設・環境計画室」の４室体制
とする。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

 
 
－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 
 
 
 
 

 
－ 

【61】 
①－２ 
・ 大学運営に係る事項を実施する
組織を再編し，全学に係る教育及
び部局横断的な研究推進に関する
事項の統括・実施を主たる任務と
する「機構」と特定事項の企画・
立案及び実施を主たる任務とする
「本部」に整備する。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
 
－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

 
－ 
 
 
 

【62】 
①－３ 
・ 教員と事務系職員の協働体制の
下に，運営組織と事務組織の連携
を強化する。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 

－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

－ 

【63】 
①－４ 
・ 上記①－１から①－３までに掲
げる運営体制について，平成 25
年度に点検評価を実施し，その評
価結果を踏まえて見直しを行う。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
 
－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
－ 
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【64】 
②－１ 
・ 教職員の業績評価システムの検
証を行い，必要に応じて見直しを
行う。 

 
 
・ 「事務系職員の行動評定及
び能力評定」及び「教員の業
績評価システム」について検
証を行う。 
 

 
 

 
 
Ⅲ 

（企画・経営室） 
【事務系職員の評価システム】 
・ 平成21年度から実施した「事務系職員に係る人事評価システム（勤務評定制度）」に
ついて，これまでの実施結果及び評定者からの意見を基に検証を行った結果，概ね円滑
に運用されていることから，今後も現行システムを維持することとした。   
ただし，検証結果や意見等を踏まえ，必要に応じた一部見直しを行うこととした。 

【教員の評価システム】 
・ 平成19年度から実施した「教員の業績評価システム」について，全部局を対象に実態
調査を行い，部局での評価の実状を把握・分析した結果，各部局において概ね円滑に運
用されていることから，今後も現行システムを継続して実施することとした。 

 
－ 

【65】 
②－２ 
・ 事務職員に対するＳＤを充実さ
せる。 

 
 
・ 事務職員に対するＳＤの充
実策を改善し，順次実施す
る。 

 
 
 
 

 
 
Ⅳ 

（企画・経営室） 
・ 本学の国際化に資するため，事務職員に対する英語研修体系を見直し，「初任職員英
語研修（受講者27名）」に加え，一定の英語力を有する事務職員を対象に「事務職員英
語研修（上級）（受講者10名）」及び「事務職員英語研修（中級）（受講者16名）」を
外部機関において新たに実施した。 

  さらに，「グローバル人材育成推進事業（文部科学省公募事業）」に採択された学士
課程特別教育プログラム「新渡戸カレッジ」の平成25年度創設の決定に伴い，上記の当
初計画に加えて，新たに「事務職員英語研修（グローバル化対応）」を実施した。同研
修は，高度で実践的な英会話運用能力を身につけさせることを目的として，外部機関か
ら外国人講師を招へいし，大学業務に密接した内容のプログラムとした（受講者15名）。
国際本部職員１名の海外派遣（英国）などとあわせて，事務職員の国際化対応に向けた
取組を推進した。   

 
－ 

【66】 
②－３ 
・ 顕著な業績を上げた教職員を対
象とする顕彰制度を新設する。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

 
 
－ 

【67】 
③－１ 
・ 全学的視点から，教育研究に対
する技術支援システムを強化す
る。 

 
 
・ 技術支援システムの強化策
について検討し，成案を得た
ものから実施する。 

  

 
Ⅲ 

（教育研究支援本部） 
・ 全学的な教育研究支援体制の構築に向けて策定した段階的移行計画に基づき，全技術
職員に対して対応調査を行い，７つの専門分野別に職務内容を整理して組織した系統別
グループ化案を策定し，各グループ長を選考した。 
また，平成25年度からグループ長を教育研究支援本部の構成員として運営に参加させ，

同本部と各グループが連携を図りながら活動を行うなど，当面の役割を整理した。 

 
－ 

【68】 
④－１ 
・ 既存の学内資源配分制度を総点
検し，全学的視点から，より重点
的，機動的，弾力的に予算を執行
できうる学内資源配分制度を構築
する。 

 
 
・ 予算配分制度について検証
を行い，必要に応じて見直し
を行う。 

 
 
 
 
 
 

 
 
Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 中期目標達成に向けた重要施策を推進するための「中期目標達成強化経費」を引き続
き設けた。 

・ 全学資金の有効活用及び円滑な部局運営を実現するための「学内における貸付金制度」
を引き続き設けた（平成24年度における貸付実績は無し）。 

・ 評価の組織的なマネジメントサイクルの確立を更に推進するため，学内における「評
価反映経費」を引き続き設けた。 

・ 平成23年度総長室事業推進経費のPDCAサイクル実施における「予算配分事項を変更す
ることが適当」との検証結果を反映するため，総長室事業推進経費から３事業について
は基盤配分経費に，１事業については特定経費にそれぞれ予算配分事項の見直しを行っ
た。 

 
－ 
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・ 学内資源配分の実情を把握するため，各部局の予算執行計画及び事業計画の調査を実
施し，適切な予算執行を促した。 

 
・ 全学運用教員制度の見直し
案を実施する。 

 
 

 
Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 平成23年度に策定した「全学運用教員制度の見直しについて」に基づき，全学運用教
員の措置にあたっては，部局等において人件費の見通しが十分に検討されているかを確
認して選考を行ったほか，措置期間の中間年度にあたるポストについてヒアリングを実
施し，進捗状況及び成果の確認を行った。 

 
－ 

【69】 
④－２ 
・ 各種事業について，費用対効果
を向上させるため，次年度以降の
予算編成等に資する PDCA サイク
ルを確立する。 

 
 
・ 総長室事業推進経費により
実施する各事業について，
PDCAサイクルを確立する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅳ 

（企画・経営室） 
・ 平成23年度総長室事業推進経費による事業について，平成23年度に実施した検証結果
を，平成24年度総長室事業推進経費による事業計画及び予算配分に反映させ，これによ
り，一連のPDCAサイクルを確立した。 

・ 平成23年度のPDCAサイクル実施に係る効果としては，検証結果を反映し，４事業の予
算配分事項を基盤配分経費及び特定経費に見直したことにより，予算要求のための書類
作成が不要となり，事務負担の軽減が図られた。また，予算配分事項を基盤配分経費に
見直した３事業については，配分部局内で予算執行の臨機応変な対応が可能となり，事
業展開の自由度が増した。 

・ 平成24年度総長室事業推進経費による事業の検証テーマについて，新たに「学内公募
事業実施状況の検証」と設定し，対象事業を７件選定した。 

・ さらに，平成24年度のPDCAサイクル実施に当たっては，年度計画に記載した総長室事
業推進経費による事業に止まらず，中期目標達成強化経費による事業も加え，対象事業
を４件追加選定した。 

・ 合計11件の事業に対して，以下のプロセスによりPDCAサイクルを実施した。 
① 各総長室等における事業シートの作成 
② 事業シートの内容を検証に当たっての視点に沿って確認 
③ 財務部と各総長室等との意見調整 
④ 企画・経営室が当該事業に対する評価を審議し，検証結果を決定 
⑤ 検証結果を役員会に報告 

・ 検証結果について，各総長室等に通知し，平成25年度の事業計画に反映させることと
した。また，平成25年度の配分事業の決定に当たり，検証結果が事業計画に適切に反映
しているか確認することとした。 

 
－ 

【70】 
⑤－１ 
・ 「ポイント制教員人件費管理シ
ステム」を活用した女性教員の新
規採用に対する人件費ポイント付
与制度を強化する。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 

－ 

（企画・経営室） 
・ 女性教員採用のための本学ポジティブ・アクション（人事ポイント付与制度）の活用 
により，平成24年度に全学で計19名の女性教員を採用した。 

 
－ 

【71】 
⑤－２ 
・ 教職員等に対する子育て支援を
強化する。 

 
・ 第Ⅱ期一般事業主行動計画
に基づき，子育て支援を実施
するとともに，現行の支援制
度の改善について検討する。 
 
 

 
Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 女性職員の母性健康管理及び男性職員の育児参加促進の観点から，正規職員に加え，
非正規職員に対する子育て支援制度を以下のとおり充実させた。 
① 有給の特別休暇に，母体健康管理休暇を加えた。 
② 無給の特別休暇であった，出産休暇，育児参加休暇，子の看護休暇，保健指導休暇 
及び通勤緩和休暇を有給の特別休暇とした。 

・ 第Ⅱ期一般事業主行動計画に基づいて設置した事業所内保育所「ともに」の利用促進

 
－ 
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を図るため，見学説明会を毎月実施した。 
・ 子育て支援制度の更なる充実を図るため，子の看護休暇の対象年齢を現行の「小学校
就学前まで」から小学３年生程度まで拡充することについて検討を行った結果，平成25
年度中に実施することとした。 

・ 児童を持つ女性研究者への環境整備の一つとして，夏季・冬季の長期休暇期間に学童
保育の試行を行った。 

【72】 
⑤－３ 
・ 女性研究者の育成を推進する。
特に，理工系分野での次世代女性
研究者の育成を強化する。 

 
 
・ 理・工・農系分野の女性教
員の新規採用及びワークラ
イフバランスに配慮した雇
用・育成を継続的に推進する
とともに，研究キャリアの継
続及び向上に必要と考えら
れる支援策のさらなる展開
と次世代女性研究者の育成
を行う。 

 

Ⅲ 

（人材育成本部） 
・ 科学技術人材育成費補助金事業によるＦ３プロジェクト（理・工・農系分野の女性教
員に対する研究教育活動支援）において，理・工・農系分野の女性教員を３名採用した。 

・ 同事業による採用教員及び既在籍女性教員を対象とした各種スキルアップ支援，メン
タリング，研究支援及びセミナー・シンポジウムを実施した。 

・ 「テニュアトラック普及・定着事業」により，女性のテニュアトラック若手研究者「部
局型」１名及び「部局女性型」１名を採用した。 

・ 女性教員採用のための本学ポジティブ・アクション（人事ポイント付与制度）の活用
により，平成24年度に全学で計19名の女性教員を採用した。【再掲70】 

・ 科学技術分野の研究者が，大学だけでなく企業等でもキャリア展開していくことを目
的とし，自ら起業したり企業で活躍する女性研究者を学外から招へいして，ミニシンポ
ジウム「WOMEN BRING INNOVATION」を実施した。シンポジウムでは，キャリア戦略やイ
ンターンシップ，企業への参入や自らの起業等について講演が行われた。  

・学内女性教員・研究者のスキルアップに寄与するとともに，学外・海外に向けてもユニ
ークで実質的なプログラム内容を発信することを目的とし，UC Berkeley講師陣との協同
によりLeadership Workshopを新たに企画・実施した。 

・英語による科研費応募・採択の増加を目的とし，Ｆ３女性教員を中心に外国人教員に対
する科研費セミナーを実施した。 

・ 全学教育科目「科学者を目指す人へ－女性科学者からのメッセージ」を新規開講し，
若手女性教員の教育実践経験の機会とするとともに，学生には様々な理系分野最先端研
究と研究キャリア形成を示し，将来の研究者への進路について考える機会とした。 

・ 理系進路選択支援事業「北海道大学理系応援キャラバン隊」を道内で６回開催した。 
・ 女子の理系進路選択者増加を目的とし，本学女性研究者が藤女子高等学校で女子中高
生を対象とした講演会を実施した。 

 
－ 

 ウェイト小計 － 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
 ② 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 

中
期
目
標 

① 事務等の効率化及び合理化を推進する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【73】 
①－１ 
・ 事務等の効率化及び合理化に関
する基本方針を策定し，それに基
づき，様々な視点から事務等の効
率化及び合理化を実施する。 

 
 
・ 事務局及び部局等の業務に
ついて，外部コンサルタント
等を活用した調査を行い，事
務の効率化及び合理化の具
体的方策について検討する。 

 
 
Ⅲ 
 
 
 

（企画・経営室） 
・ 引き続き外部コンサルタントを活用した業務調査及び業務分析を進め，平成23年度に
抽出した事務局の業務に係る課題について改善施策案の検討を行った後，部局事務部の
業務に係る課題抽出と改善施策案の検討を行い，最終報告を取りまとめた。今後は同報
告を踏まえ，業務の改善に向けての取組を行うこととした。 

 
－ 

【73－２】 
①－２ 
・ 北海道地区の国立大学と連携し，

事務の効率化・合理化のための取
組を行う。 

 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 
 

 

 
－ 
 
 
 

（企画・経営室） 
・ 平成24年度国立大学改革強化推進事業に，本学を実施代表校とする「北海道内国立大
学の機能強化について～北大を拠点とする連携体制の構築～」が選定されたことを受
け，道内国立大学の事務の共同処理の推進のため，各種事務システムの導入を順次開始
した。また，この事業のための中期計画を新たに策定し，北海道内国立大学の機能強化
をいっそう推進することとした。 

 
－ 

 ウェイト小計 － 

ウェイト総計 － 
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(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項 

 
（企画・経営室，人材育成本部，監査室） 
 
Ⅰ．特記事項 
 
１． 学内資源配分制度の構築：計画番号【68】参照 
  平成22年度に創設した「中期目標達成強化経費」及び「評価反映経費」を継続し，
予算配分に反映させた。また,全学資金の有効活用及び円滑な部局運営を実現するた
めの「学内における貸付金制度」を引き続き設けるとともに，各部局の予算執行計
画及び事業計画の調査を実施し,適切な予算執行を促した。 

 
２．ＰＤＣＡサイクルの確立：計画番号【69】参照 

平成23年度に本格導入したＰＤＣＡサイクルについて，平成23年度総長室事業推
進経費による対象事業に対する検証結果を，平成24年度の同経費による事業計画及
び予算配分に反映させ，一連のＰＤＣＡサイクルを確立した。ＰＤＣＡサイクル検
証結果に基づく予算配分事項の見直しによって，柔軟な予算執行が可能になり，事
業展開の自由度が増大するなどの効果があがった。 
平成24年度は「学内公募事業の実施状況の検証」をテーマとし，総長室事業推進

経費事業の中からＰＤＣＡサイクル対象事業を７件選定した。さらに，総長室事業
推進経費だけでなく，中期目標達成強化経費による事業４件を追加選定し，合計11
件の事業に対してＰＤＣＡサイクルを実施した。 

 
３．事務職員の国際化対応に向けた取組：計画番号【65】参照 

本学の国際化に資するため，事務職員に対する英語研修体系を見直し，「初任職
員英語研修（受講者27名）」修了者を含む一定の英語力を有する職員を対象に「事
務職員英語研修（上級）（受講者10名）」及び「事務職員英語研修（中級）（受講
者16名）」を新たに実施した。 
また，学士課程特別教育プログラム「新渡戸カレッジ」の平成25年度創設の決定

に伴い，新たに「事務職員英語研修（グローバル化対応）」を実施した（受講者15
名）。同研修は，高度で実践的な英会話運用能力を身につけさせることを目的とし
て，大学業務に密接した内容のプログラムを取り入れた。さらに，国際本部職員１
名の海外派遣（英国）などとあわせて，事務職員の国際化対応に向けた取組を推進
した。 
 

４．女性研究者育成の取組：計画番号【72】参照 
北大Ｆ３プロジェクト（理・工・農系分野の女性教員に対する研究教育活動支援）

において，文部科学省科学技術人材育成費補助金事業により，工学研究院２名，理
学研究院１名，計３名の女性教員を国際公募により新規採用した。また，「テニュ
アトラック普及・定着事業」により，女性のテニュアトラック若手研究者「部局型」

１名及び「部局女性型」１名を採用した。さらに，女性教員採用のための本学ポジ
ティブ・アクション（人事ポイント付与制度）を活用して，平成24年度に全学で19
名の女性教員を採用した。 
また，UC Berkeley 講師陣と共同で今年度新たに開催した“Leadership Workshop”

を始め，若手女性教員を対象に各種スキルアップを図るセミナーやシンポジウム等
を実施し，研究キャリアの向上を支援した。さらに，全学教育科目「科学者を目指
す人へ－女性科学者からのメッセージ」を新規開講し，講師を務めた若手女性教員
には教育実践の場とするとともに，受講学生には女性研究者の多様なキャリアパス
を示すことで，次世代研究者としての進路を考える機会を提供した。 

 
５．道内国立大学との連携による事務の効率化・合理化：計画番号【73-2】参照 

平成24年度国立大学改革強化推進事業に本学を実施代表大学とする「北海道内国
立大学の機能強化について～北大を拠点とする連携体制の構築～」が選定されたこ
とを受け，道内国立大学の事務の共同処理の推進のため，各種事務システムの導入
を順次開始した。また，この取組のための中期計画を新たに策定し，北海道内国立
大学の機能強化をいっそう推進することとした。 

 
 
 
Ⅱ．「共通の観点」に係る取組状況 
 
１．戦略的・効果的な資源配分，業務運営の効率化を図っているか。 

(1) 第２期中期目標の達成に向けた重要施策の推進のため，新たに「中期目標達成
強化経費」を創設し，予算配分に反映している。 

平成21年度採択の「最先端研究開発支援プログラム」である「分子追跡陽子
線治療装置の開発研究」に係る陽子線治療医学研究施設（仮称）の建設に係
る経費を中期目標達成強化経費により支援するなど，最先端の研究を推進し
ている。 

(2) 第１期の国立大学法人評価の結果を踏まえ，教育研究水準をさらに向上させる
ための取組として「評価反映経費」を創設し，予算配分に反映している。 

(3) 全学資金を活用し，部局の施設整備事業等を機動的かつ円滑に実施するため，
学内における貸付金制度を創設した。 

年  度 事  業  名 貸付金額 

平成22年度 外来新棟整備事業 19億円 

平成23年度 動物医療センター整備事業 10億円 

(4) 各総長室等が実施する事業について，総長のリーダーシップにより，個々の事
業について具体的な成果目標の設定と達成状況の評価を行う仕組みとした「ＰＤ
ＣＡサイクル」を確立した。 
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【平成22年度】 
 ・ＰＤＣＡサイクル導入（総長室事業推進経費から５事業について先行的に実施） 
【平成23年度】 
 ・ＰＤＣＡサイクル実施（総長室事業推進経費から17事業について実施） 
【平成24年度】 
 ・ＰＤＣＡサイクル確立（総長室事業推進経費から７事業，中期目標達成強化経 
  費から４事業について実施） 

(5) 教員に係る総人件費の５％を総長の下に留保し，新規性，先端性等特色ある教
育研究プロジェクトや，学術的・社会的要請に応える組織再編成に繋がるものな
どに教員ポストを重点的に配分した。 
なお，教育研究活動のさらなる活性化及び業務運営の円滑化のため，平成23年

度に「全学運用教員制度」について検証及び見直しを行い，平成24年度からヒア
リング等による中間評価の導入，及び大学全体の運営に恒久的に必要不可欠なポ
ストについて措置期間を設けない総長管理ポストを創設し，より戦略的，効果的
に教員ポストを配分した。 

 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

重点配分人数 
（総長管理ポスト） 

79         82 86 
(9) 

格上等措置数 3          2 2 

計 82         84 88 

※総長管理ポストは内数  

 
２．外部有識者の積極的な活用や監査機能の充実が図られているか。 
(1) 外部有識者の積極的な活用について 

本学はこれまで経営協議会の学外委員からの意見を積極的に法人運営等の改善
に活用している。 
具体的には，以下の取組を行った。 

① 世界大学ランキングの結果が及ぼす重要性の指摘を踏まえた調査・分析の実
施（平成22年度）と新たな企画・立案及び実施組織（「国際競争力戦略チーム」）
の設置（平成23年度） 

② 産学連携に係るホームページについて地域の中小企業等を意識した構成と
すべきとの指摘を踏まえた産学連携本部ホームページの改訂（平成22年度）, 

③ 北大を特徴づける研究分野等の学外への積極的アピールの必要性の指摘を
踏まえた「北大に優位性のある研究分野」の選定とホームページでの公表（平
成22年度） 

④ 共同研究等に結びつけるべく積極的に学外に出向き活動すべきとの指摘を
踏まえた道内外における企業訪問活動の実施（平成22年度）と積極的展開（平
成23年度・24年度） 

⑤ 教育関係の達成度評価の議論の過程で学生の満足度を指標とした評価・比較
の有効性について指摘があったことを踏まえた学生の満足度調査の対象拡大

（平成23年度） 
さらに，平成24年度には，北海道大学の特長（強み）や北海道の地域性・特色

を踏まえた取組を積極的に展開・支援すべきとの指摘があったことを踏まえ，「フ
ード＆メディカルイノベーション国際拠点（仮称）」事業計画をとりまとめた（※
文部科学省「地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベーション拠点
整備事業」に採択）ほか，「世界レベルで見て北大に優位性のある研究テーマ（平
成24年度）」を改編するなどの取組を行った。なお，改編後選定されたテーマにつ
いては，本学の研究戦略に沿って取り組むべき研究分野又は研究テーマとして，
概算要求や文部科学省関連予算への後押しや研究スペースの貸し出し等の支援を
行うこととしている。 

(2) 監査機能の充実について 
① 監事が行う監査（監事監査）については，各大学における監事監査の参考と
するため，国立大学法人等監事協議会北海道支部会の代表世話人である本学監
事が，監査法人から国立大学法人における監事の役割，在り方，監査の実施方
法等について講演の機会を設ける等，外部有識者を積極的に活用している。 

② 監査室が行う監査（内部監査）については，監査室において策定した「会計
業務の適正化のための監査の充実・強化」に基づき，平成21年度から監査実施
項目を増やすとともに，監査実施のためのスタッフを２名増員して監査機能の
充実を図り，平成22年度以降もその体制を維持している。また，監査実施項目
の一部の監査を監査法人に委託することにより，外部有識者の積極的な活用を
図っている。 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
 ① 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中
期
目
標 

① 教育研究基盤等を強化・発展させるため，競争的資金，その他の自己収入を増加させる組織的な取組を行う。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【74】 
①－１ 
・ 競争的資金等の外部研究資金獲
得に向けた効果的な組織を整備す
る。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
 
－ 

(企画・経営室)（研究戦略室） 
・ より効果的な外部資金獲得のための企画・立案を行うため，平成23年度に設置した「外
部資金戦略室」を発展的に「外部資金戦略課」に改組・拡充した。 

・ 本学の研究戦略に基づき，国際共同研究の実施を支援し，大型研究プロジェクトの企画
等及び大型競争的資金獲得に係る施策の企画等を行うとともに，リサーチ・アドミニスト
レーターを育成するための組織として，創成研究機構にＵＲＡステーションを設置した。
【再掲21,28】 

 
 
－ 

【75】 
①－２ 
・ 安定した財政基盤の確立のため，

自己収入の一層の拡大に向けた取
組を行う。 

 
 
・ 自己収入の獲得に向けて，
引き続き，資金運用手法及び
各種設定料金について検証
を行い，必要に応じて見直し
を行う。 
 

 
 
 

 
 
Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 利息収入の増収を図るため，資金の運用期間が１年を超えない金融商品の選択方法につ
いて検証を行い，新たな手法として，複数の金融機関から相互に利率提案を受ける｢競り
上げ方式｣の導入を検討した。しかし，相手先決定までに日数を要し，実際の運用日数が
減少することで現在の金融情勢では逆に減収となってしまうことから，導入は見送ること
とした。 

・ 平成23年度の検証結果を踏まえ，建物の短期（１か月以内）貸付料の見直し・改定を実
施し，夜間・休日の割増料金等を新たに設定した。その結果，前年度と比較し約200万円，
6.7％の増収となった。 

・ 大学病院利用者の利便性向上のため，駐車場の新増設や引き込み線の延長等の整備を行
うとともに，病院外来駐車場料金の見直し・改定を実施した。その結果，前年度と比較し
約2,900万円，51.3％の増収となった。 

 
 
－ 

【76】 
①－３ 
・ 北大フロンティア基金の募金目
標額 50 億円の半分程度を目途と
して，活発な募金活動を展開する。 

 
 
・ 引き続き，同窓会活動とも
連携し，企業及び個人への募
金活動を積極的に行う。 

 
 
Ⅳ 
 

（基金室） 
・ 北大フロンティア基金の募金活動を以下のとおり実施した。 
① 同窓会総会での広報活動や卒業生への趣意書送付を実施するとともに，北海道大学ホ
ームカミングデー2012においても同窓生等に趣意書の配布を行った。 

② 新入生（４月・12月）及び在学生（５月）への募金協力依頼を行った。 
③ 34社に対して企業訪問を行った。 
これらの取組の結果，平成18年の募金開始から平成24年度期末までのフロンティア基 

金への募金（寄附）総額は，25.9億円となり，第２期中期目標期間に係る募金目標額（目 
途）を達成した。 

・ 平成23年度に創設した北海道大学フロンティア奨学金(給付型)を北大フロンティア基金

 
 
－ 
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の原資で実施した。（平成24年度採択29名：学部19名，大学院10名） 
・ その他，生涯メールを活用した募金活動方法の検討や，募金活動強化のためのホームペ
ージのリニューアルなどを行った。 

 ウェイト小計 － 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
 ② 経費の抑制に関する目標 

 

中
期
目
標 

① 既に実施している経費節減の取組を検証しつつ，さらなる経費節減・合理化に向けた取組を行う。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【77】 
①－１ 
・ 「簡素で効率的な政府を実現す
るための行政改革の推進に関する
法律」（平成18年法律第47号）
及び「経済財政運営と構造改革に
関する基本方針 2006」（平成 18
年７月７日閣議決定）に基づき，
人件費を削減する。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 
 
－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

 
－ 

【78】 
①－２ 
・ 経費の抑制・節減に関する基本
方針を策定し，それに基づき，様
々な視点から経費の抑制及び節減
を実施する。 

 
 
・ 経費の抑制・節減に関する
基本方針に基づき，施策を実
施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅳ 

（企画・経営室） 
・ 平成23年度に調達を実施した事務用パソコンの一括リースについて，１年次目である今
年度は492台のパソコンを更新し，約490万円相当の経費節減効果があった（平成29年度ま
での予定節減効果約6,200万円）。 

・ 平成23年度に試行を実施したリバースオークション（ネット環境を利用した競り下げ入
札）について，導入効果等の検討のため今年度も試行を継続した。 
試行の結果，効果が認められる品目（什器類等）の調達に，平成25年度から正式にリバ

ースオークションを導入することとした。 
・ 複合機の調達について，賃貸借契約と保守契約を一体としてコピーサービス等の提供を
受ける「総合複写サービス」を平成20年度から平成24年度までの５年間の複数年契約で導
入した結果，平成23年度までの４年間で約７億円相当，44.6％の節減効果（平成18年度比）
があった（５年間では約９億円相当，45.2％の節減効果）。 
現契約が今年度末をもって満了となることから，４年間の節減効果を踏まえ，複合機の

調達は，引き続き「総合複写サービス」によることとし，平成25年度から５年間の複数年
契約を締結した。その際，更なるスケールメリットの活用を目指して，道内他国立大学法
人等計７機関と共同調達を実施した。 
また，複数者の入札参加による価格競争性の確保に留意し，機能・サービスの要求を必

要十分なものに限定する等仕様内容の見直しを行った。 
その結果，新契約では現契約と比較し年間約１億２千万円相当，54.5％の更なる節減効

果が見込まれる。 
・ コピー用紙の調達について，平成22年度から道内他国立大学法人との共同調達を継続し

 
－ 
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ており，平成21年度と比較し毎年度平均約500万円相当の節減となっている。 

 ウェイト小計 － 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
 ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中
期
目
標 

① 資産の適正管理及び有効活用のため，全学の資産を一元的に管理・運用する組織的な取組を行う。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【79】 
①－１ 
・ 資産の適正管理及び有効活用に
向けた効果的な組織整備を行う。 

 
 
（平成24年度は年度計画なし） 

 

－ 

（企画・経営室） 
 
（平成24年度は年度計画なし） 
 

 
 
－ 

【80】 
①－２ 
・ 資産の総点検を行い，資産運用
計画の策定を行う。 

 
 
・ 「北海道大学資産運用方針」

に基づく個別の運用計画を
策定し，実施する。 

 

 

Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 教育研究設備の有効活用をサポートするシステムを構築するために策定した運用計画に
基づき，設備サポートシステム（RENUH）を構築し，10月から運用を開始した。その後，
運用開始からの６か月間で2,778件のアクセスがあった。なお，オープンファシリティの
利用件数は前年度と比較し延べ4,240件，33％増加した。 

 
 
－ 

 ウェイト小計 － 

ウェイト総計 － 
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(2) 財務内容の改善に関する特記事項 

 
（企画・経営室，基金室，広報室，病院） 
 
Ⅰ．特記事項
 
１．経費の抑制，節減に関する施策：計画番号【78】【94】参照 

(1) 複合機の調達について，「総合複写サービス」を平成20年度から５年間の複数
年契約で導入した結果，約９億円相当，45.2％の節減効果を挙げた（平成18年度
比）。また，事務用パソコンの一括リース及びコピー用紙の共同調達を実施し，
当該機器等の調達経費を抑制した。さらに，平成23年度に引き続き，リバースオ
ークション（ネット環境を利用した競り下げ入札）の試行を行った。その結果，
節減効果が認められる品目（什器類等）の調達に関して，平成25年度から正式に
リバースオークションを導入することとした。 

※ 節減効果の詳細は，計画番号【78】の「判断理由」欄，及び「共通の観点」
に係る取組状況（Ⅱ－１－(1)）に記載する。 

(2) 本学のアカデミッククラウドに，学内の部局・研究室等のサーバ（移設30台），
「大学情報データベース（教員諸活動情報システム）」及び５つの事務業務システ
ムを集約し，サーバの導入・運用に係るコストを大幅に引き下げた。 

  
２．北大フロンティア基金：計画番号【76】【20】参照 

平成18年度に創設した北大フロンティア基金は，50億円を募金目標額としており，
第２期中期目標期間中期計画においては，その半分程度を目標額としている。平成
24年度は，各同窓会総会,「北海道大学ホームカミングデー2012」における広報活動，
卒業生への趣意書の送付，新入生や在学生，企業への募金協力依頼を行った結果，
平成24年度末時点の同基金への募金（寄附）総額は25.9億円となり，第２期中期目
標期間に係る募金目標額（目途）を前倒しで達成した。 
また，同基金を原資として，平成23年度に創設した「北海道大学フロンティア奨

学金」（給付型）を新たに実施した。同制度の実施要項に基づき，学部学生19名，
大学院学生10名の計29名に奨学金を給付した。 

 
３．北大認定商品の販売 
  本学の広報活動及び教育研究成果の普及活用事業の一環として販売している北大
認定商品の種類を増やすとともに，広報活動を積極的に行ったことにより，平成24
年度の総売上高は６億6,700万円（前年度比５％増），商標許諾使用料も約1,200万
を超え，前年度並みの実績をあげた。 

 
 
 
 

Ⅱ．「共通の観点」に係る取組状況 
 
１．財務内容の改善・充実が図られているか。 
(1) 経費の節減，自己収入の増加及び資金の運用について 

  ① 経費の節減に向けた取組状況 
1) 複合機の調達については，賃貸借契約と保守契約を一体としコピーサービ
ス等の提供を受ける「総合複写サービス」を平成20年度から平成24年度まで
の５年間の契約で導入した結果，平成23年度までの４年間で約７億円相当，
44.6％の節減効果（平成18年度比）があった（５年間では約９億円相当，45.2
％の節減効果）。 
現契約が平成24年度末をもって満了となることから，４年間の節減効果を

踏まえ，平成25年度から５年間の複合機の調達を引き続き「総合複写サービ
ス」によることとし，加えて更なるスケールメリットの活用を目指して道内
他国立大学法人等計７機関と共同調達を実施した。 
また，複数者の入札参加による価格競争性の確保に留意し，機能・サービ

スの要求を必要十分なものに限定する等仕様内容の見直しを行ったことも
あり，新契約では現契約と比較し年間約１億２千万円相当，54.5％の更なる
節減効果が見込まれる。  

2) 経費節減の視点から重点的に取り組む事項を洗い出し，平成23年３月，「経
費の抑制・節減に関する基本方針」を策定した。 

3) 平成23年度，事務用パソコンの一括リース契約を導入することとし，調達
を実施した結果，１年次目である平成24年度は492台のパソコンを更新し，約
490万円相当の経費節減効果を挙げた。 
なお,平成24年７月から平成29年６月までの５年間（60ヶ月）に約6,200万

円の経費節減効果が得られる予定である。 
4) 競争入札における落札率の向上を目的とし，リバースオークション（ネッ
ト環境を利用した競り下げ入札）を平成23年10月から平成25年３月末までの
18ヶ月間に渡り試行した。 
試行の結果，節減効果が認められる品目（什器類等）の調達に，平成25年

度から正式にリバースオークションを導入することとした。 
5) コピー用紙の調達については，平成22年度から道内他国立大学法人との共
同調達を継続しており，平成21年度と比較し毎年度平均約500万円相当の節減
となっている。 
なお，平成23年度は家電エコポイントをコピー用紙との交換に充当したこ

ともあり，コピー用紙の購入数量が減少し，前年度と比較し約665万円の経
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費抑制となった。 
6) 大学病院においても，以下の取組を実施した結果，平成22年度から24年度
の３年間に総額約１億2,500万円の経費節減効果が得られた。 
・院内採用薬の見直しとジェネリック医薬品の採用促進（平成22年度から平
成24年までの３年間に約6,600万円） 

・医薬品の一般競争入札実施やメーカーとの価格交渉（平成24年度に約600 
万円） 

・医療材料の品目見直し及びメーカーやディーラーとの価格交渉（平成22年
度から平成24年までの３年間に約4,000万円） 

・医療用ガスの一般入札による複数社競合（平成24年度に約800万円） 
・診療材料審査委員会による新規診療材料の経済性重視による採用（平成24
年度に約500万円） 

7) 大学病院において，物品及び特定役務の調達等に関して，競争性の確保，
経済性の観点などから検討を行うため，平成24年度に「設備調達監理委員会」
を設置し，調達価格の削減に努めた。 

② 自己収入の増加に向けた取組状況 
1) 平成22年度及び平成23年度に，各種設定料金の算定根拠を調査し，妥当性
を検証した。 
検証結果を踏まえ，平成24年４月１日付けで建物の短期（１か月以内）貸

付料の見直し・改定を実施し，夜間・休日の割増料金等を新たに設定した。  
その結果，前年度と比較し約200万円，6.7％の増収となった。 

2) 大学病院利用者の利便性向上のため，平成24年度に駐車場の新増設や引き
込み線の延長等の整備を行うとともに，病院外来駐車場料金の見直し・改定
を実施した。その結果，前年度と比較し約2,900万円，51.3％の増収となった。 

3) 平成22年度に，冠施設の導入に向けて，他機関の導入事例等を調査した。 
③ 資金の運用に関する取組状況 
低迷する市場利益の中，資金の運用期間が１年を超えない金融商品における利

回りの改善を図るため，本学及び北海道地区国立大学法人の資金の共同運用（Ｊ
ファンド運用）に金銭信託を導入した。 

(2) 財務分析の実施及び分析結果の運営改善への活用について 
① 財務分析の実施状況 
  決算分析資料を毎月作成し，月次推移等の比較分析を行い，財政状況及び運
営状況等の確認が行えるよう，経営判断のための情報提供を役員等に報告する
とともに，中間決算，期末決算，財務諸表等の財務情報についても役員会に報
告した。 

  大学病院においても同様に，経営状況等報告資料を毎月作成し，病院執行会
議構成員に報告するとともに，中間決算，期末決算についても報告した。 

  ② 財務分析結果の活用状況 
 毎年度の財務諸表データに基づき，本学の財務状況の推移分析や，同規模大
学との比較分析，決算状況比較等を取りまとめ，新年度の予算編成方針に反映
させるとともに，分析した結果を「財務報告書」として刊行した。また, 各部

局等の長に対して情報提供を行い，外部資金の増収・経費削減に係る取組を促
した。さらに，ホームページでの掲示や, 内容をわかりやすくしたリーフレッ
トの作成・配布を行い，財務に関する情報を広く国民，学生，企業等のステー
クホルダーへ向けて発信した。 

 (3) その他（随意契約の適正化の推進について） 
① 福利厚生施設運営委託契約の見直し 

平成25年度以降における札幌キャンパスの福利厚生施設運営委託契約の事業
者選定にあたり，企画提案方式により広く応募者を募り，競争性・透明性の確
保に努めた。 

② 飲料用自動販売機設置運営委託契約の見直し 
平成25年度以降における病院及び各学部等に設置の飲料用自動販売機設置運

営委託契約の事業者選定にあたり，一般競争入札により広く応札者を募り，競
争性・透明性の確保に努めた。 

③ 新たな契約（調達）方法の導入 
共通の観点・Ⅱ－１－(1)－①－4)に記載のリバースオークションの試行によ

り，平成23年度は234件，平成24年度は71件について，随意契約から一般競争へ
移行した。 
なお，試行の結果，競争性・公平性の確保が見込まれるため，節減効果が認

められる品目（什器類等）の調達に，平成25年度から正式にリバースオークシ
ョンを導入することとした。 

④ 消耗品等契約単価の見直し・統一化（単価契約の拡充） 
品名・規格が同一で価格にばらつきのある案件を調査し，一般競争への移行

が可能か検討した。この結果，平成24年度はこれまで随意契約としていたガス
類５品目及び試薬類４品目について一般競争に付し，単価契約を締結した。 

 

- 57 -



北海道大学 

 

I 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
 ① 評価の充実に関する目標 

                                                                           

中
期
目
標 

① 自己点検・評価の実施，学外者によるそれらの検証等を効果的かつ効率的に行うとともに，評価結果を教育研究活動及び大学運営の改善等に結びつける組織的なマネジ
メントサイクルを充実させる。 

 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【81】 
①－１ 
・ 各教育研究組織における自己点
検・評価，学外者によるそれらの
検証，第三者評価の結果を教育研
究等の質の向上・改善に結びつけ
るため，全学的フォローアップシ
ステムを確立する。 

 
 
・ 第２期中期目標期間前半３
年間の中期目標・中期計画の
進捗状況について確認を行
う。 

 
 
Ⅲ 

（評価室） 
・ 各教育研究組織及び総長室等に対して，第２期中期目標期間に係る前半３年間の中期
計画の進捗状況の確認を行った。その結果，当初の計画と比べて進捗が遅れ気味の中期
計画については，その対応策を検討し，今後は当該対応策に基づき，後半３年間の取組
を進めることとした。 

 
－ 

【82】 
①－２ 
・ 各総長室，教育研究組織等によ
る効果的・効率的な自己点検・評
価の実施及び学外者によるそれら
の検証のために，全学的な支援を
行う。 

 
 
・ 大学情報データベースの次
期システムについて，本格稼
働に向けた準備を行う。 

 
 
Ⅳ 

（評価室） 
・ 次期大学情報データベースのうち教員諸活動情報システム構築に係る基本方針を決定
し，平成25年４月の本格運用に向け，システムの構築及び試行運用等を行った。次期シ
ステムは，外部データベースを活用し，本学のアカデミッククラウド上にシステムを構
築することによって，情報発信に関する質の向上を図るとともに，システムの導入及び
運用のコストを大きく引き下げた。 
なお，教育研究組織に係る基礎データを集積する方法等については，「大学ポートレ

ート（仮称）」の構築に向けた検討状況に応じ，改めて検討することとした。 
・ 本学の各種評価の基礎的・共通的な項目等をとりまとめた「国立大学法人北海道大学
において実施する各種評価に係る項目等一覧」の見直しを行い，各部局で行う自己点検
・評価活動の一助とした。 

 

 
－ 

 ウェイト小計 － 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
 ② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

中
期
目
標 

① 情報公開や情報発信等を推進するため，広報機能をさらに強化する。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【83】 
①－１ 
・ 広報室の下に戦略的広報チーム
を設置し，大学広報の統一的ビジ
ョンに基づく広報活動を展開す
る。 

 
 
・ 大学広報の統一的ビジョン
を学内外へ浸透させるため
の方策及び統一的ビジョン
に基づいた広報活動につい
て検討し，成案を得たものか
ら実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
Ⅲ 

（広報室） 
・ 平成23年度に策定した，「北海道大学は『使命感・倫理観を持ち，フロンティアに挑戦
し続ける大学』である」という「広報の統一的ビジョン」に基づいた広報活動」として，
平成24年10月に初めて「北海道大学ホームカミングデー」を開催し，卒業生（延べ800名
超参加）や在学生，学内教職員の帰属意識を高める各種取組を行った。 

  取組の一つとして，教職員が考案・制作を担当したキャッチコピー”Be ambitious again!”
と，クラーク博士をモチーフにしたロゴマークを活用した広報活動を行った。 
これらは，「再びフロンティアに挑戦し続ける」というメッセージを伝えるための取組

として有効に機能し，ホームカミングデーへの参加申込者からは，「今後もフロンティア
精神を胸に前向きに歩んでいきたい」という決意や，本学・在学生への熱いメッセージな
どが寄せられた。 

  さらに，当日は，鈴木章名誉教授による卒業生へ向けた講演会を開催し，同名誉教授の
本学における生涯を描いた映画「緑の足跡」（北大ショートフィルム製作委員会）を上映
した。そのほか，会場内ではキャンパスの四季や象徴的な行事などを盛り込んだＰＲ映像
作品（総合博物館）の上映なども行い，再びフロンティアに挑戦し続けてほしいというメ
ッセージを伝えた。 
 後日，学内から，「今後もホームカミングデーを通じて，在学生と卒業生の交流を一層
深めていきたい」という声が多数寄せられるなど，それぞれの帰属意識や連携強化に対す
る意識の向上が見られた。 

  ホームカミングデーの実施により，卒業生等も含めた本学構成員全体に「統一的ビジョ
ン」の理念を広く浸透させ，今後学外に向け「統一的ビジョンに基づいた広報活動」を展
開していくための機運を高めた。 

・ 北大スキー部100周年関連イベントとして開催された「北大スキー部100周年記念式典」
の中で，北大スキー部ＯＢである三浦雄一郎氏による記念講演が行われた。富士山滑降や
エベレスト滑降などの偉業を実現し，80歳を超えた今なお「もう一度何かに挑戦したい」
とエベレスト最高齢登頂に挑戦し続ける三浦氏から，「統一的ビジョン」を体現する卒業
生として，在校生・ＯＢへ向けて「フロンティア精神」についてのメッセージが送られた。
また，総合博物館においては，企画展示「日本におけるスキーと北大スキー部の100年」
を開催するなど，山スキー部ＯＢ会と連携し各種イベントを行った。 

・ 平成25年３月には広報用写真素材を本学ホームページで公開し（学内限定），教職員・

 
－ 
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学生が広報活動に使用できるようにした。 

【84】 
①－２ 
・ 多様なステークホルダーの視点
に立った広報活動を展開する。 

 
 
・ 学内外の多様なステークホ
ルダーに対し，引き続き，本
学に関する情報を積極的に
発信するための方策につい
て検討し，成案を得たものか
ら実施する。 

 
 
Ⅲ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(研究戦略室，企画・経営室，人材育成本部，広報室，国際本部，施設・環境計画室) 
・ 本学の教育研究成果や活動状況を広く産業界，社会人，同窓生等社会に向けて積極的に
発信し，本学の活動に対する関心・理解及び各分野の方々との連携・交流をより深めるこ
とを目的に，東京ステーションコンファレンスにおいて北大・九大合同フロンティア・セ
ミナーを，都市センターホテルにおいて北大・九大合同活動報告会を開催した。【再掲37】 

・ 「国民との科学・技術対話」支援・協力体制の整備事業の一環として，北海道新聞社へ
事業委託を行い，事業広告掲載を行った。【再掲37】 

・ 本学北キャンパスエリアでの企業誘致，共同研究など，産学連携活動を促進するため，
北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会の幹事機関であるノーステック財団と共同で，北大北キャンパス
エリア４機関（北大，ノーステック財団，中小機構，北海道総合研究機構）が有する企業
向けレンタルラボ及び所属する産学連携コーディネータについて，合同の紹介パンフレッ
トを作製した。【再掲34】 

・ 少子高齢化を迎える我が国が直面する課題に対して，大学・産業界・自治体・地域住民
がどのように連携し取り組むかを探るため，平成25年１月にＵＲＡステーション・産学連
携本部主催のシンポジウム「エイジレス社会を目指して～健康でアクティブな社会を実現
するには～」を開催し，学生・企業・自治体等から60名が参加した。【再掲37】 

・ 全国のＵＲＡ職のスキルアップを目的として，平成24年12月にＵＲＡステーション主催
のセミナー「リサーチ・アドミニストレーター入門セミナーFY2012」を２日間にわたり開
催し，道外者32名を含む86名のＵＲＡ職，あるいはＵＲＡ職を目指す大学教職員・学生が
参加した。【再掲28】 

・ 10年後の未来予想図を地域住民と話し合い，本学が地域社会に役立つ研究戦略を策定す
るため，平成25年３月に十勝地域の池田町でＵＲＡステーション主催のワークショップ
「３世代で未来を考える未来予想ワークショップ in 池田町」を開催し，中学生からご高
齢者まで49名が参加し，本学教員と池田町の未来像を語り合った。【再掲37】 

・ 一般市民や文部科学行政関係者等に向けて最先端の研究紹介を行うため，平成24年10月
から平成25年３月にかけて，文部科学省エントランス広報スペースにおいて，展示「マリ
ンバイオクラスターにおける研究開発・北方海洋生物資源が生む新しい価値創出と人材養
成～海の恵みと価値の創造～」（水産科学研究院）を行った。さらに，平成25年３月11日
に文部科学省で開催された「東日本大震災復興支援イベント」において，「練習船おしょ
ろ丸による水産系人材育成の支援～宮古水産高校の乗船実習代行」をテーマに出展し，被
災地に対する本学の支援活動を紹介した。 

・ 本学の教育研究活動，財務状況を広く一般社会に理解してもらうため，前年度に引き続
き「北海道大学財務レポート2012」を作製した。平易な言葉の一般市民向けリーフレット，
財務状況に特化した企業向けリーフレット，教育研究活動，企業会計との相違点なども網
羅した詳細パンフレットの3種類を配布し，読み手の関心や会計制度の理解度に対応する
ことで，多様なステークホルダーに向けた情報発信を行った。 

・ 本学の環境への取組を評価するため，企業や学生等を交えてステークホルダーミーティ
ングを平成24年２月に開催し，その記事を2011年度環境報告書（平成24年９月発行）に掲
載した。また，環境報告書の英語概要版を作成した。 

・ 平成23年度の留学フェア参加実績を踏まえ，海外オフィスがカバーする国・地域を中心

 
－ 
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に，これまで留学生が少ない東南アジアなどを含めて，次の国・地域等における留学フェ
ア等に参加し，広報活動を行った。 
① 東アジア（中国，韓国，台湾） 
② 東南アジア（タイ，インドネシア，ベトナム，マレーシア，ミャンマー） 
③ 欧州（アイルランド，英国，ドイツ，ロシア） 
④ 南米（ブラジル） 
⑤ その他 
1） 日本国内の外国人に対する留学フェア（東京，大阪） 
2）サウジアラビア大使館が主催する留学フェア（東京） 

  特に，台湾，タイ，インドネシア，マレーシアにおいては，本学卒業生（元留学生）の
協力を得て，留学希望者に対する説明，質疑応答を行うなど，本学の国際的な認知度の向
上及び優秀な外国人留学生の獲得に努めた。 

・ 理系進路選択支援事業「北海道大学理系応援キャラバン隊」を，道内で６回開催した。
【再掲72】 

・ 卒業生に向けた広報活動を展開するため，平成24年10月に初めて「北海道大学ホームカ
ミングデー」を開催し，延べ800名を超える卒業生が参加した。この取組によって卒業生
の帰属意識を高めるとともに，教職員や学生ボランティアが企画運営にあたることによ
り，一人一人が大学の広報担当者であるという意識を向上させた。 

・ 平成24年10月の関西同窓会創立50周年記念行事へ総長，理事，広報課職員が参加すると 
ともに，鈴木章名誉教授の記念講演を行うなど，卒業生との関係強化に努めた。その他，
20か所の同窓会行事に総長，理事等が出席し，本学の取組を紹介する等，関係をさらに強
化した。 

・  卒業生との結び付きを強めることを目的とした卒業生向けインターネットサービス「＠
フロンティア」の平成25年３月時点での登録者数は6,049人で，前年度比31%増となった。
新規卒業者への広報活動に加えて，各同窓会誌への広告掲載や各同窓会行事における広報
活動などにより，登録者数を増やしている。また，平成24年10月に実施したホームカミン
グデーや卒業生参加型のイベントを周知するなど，「＠フロンティア」は本学の現在の状
況を伝えるための有効な広報ツールとなっている。 

・ 報道関係者とのより良いコミュニケーションを図り，本学の方針や新しい取組を伝える
ため，総長主催の記者懇談会・会見を平成24年６月と９月に実施し，それぞれ６社，10社
が参加した。 

・ 平成25年２月と３月に放送されたＮＨＫ・Ｅテレの人気科学番組「すイエんサー」の特 
別シリーズ「北海道大学からの挑戦状！」及び関連のセミナー等に大学として協力し，若
い世代に向けた科学の楽しさ，本学の魅力をアピールする等，メディアを活用した広報活
動を展開した。 

・ 本学の良き伝統や基本理念について広く情報発信を行うため，平成24年４月から広報課
職員が本学寮歌「都ぞ弥生」誕生100年記念事業テレビドラマ「清き國ぞとあこがれぬ」
制作普及委員会の委員として北海道放送の番組制作に関わり，恵迪寮生など学生のドラマ
出演に当たって撮影協力を行った。 

・ 平成24年４月に北海道地区国立大学法人等職員初任者研修生58名を対象として，本学に 
係る情報発信を目的とする「インフォメーションセンター『エルムの森』」の見学や役割 
説明を行うとともに，各部局等からのさらなる情報発信を促すために，会議等において同
センターへの行事等の情報集約，広報誌等の設置を呼びかけた。さらに，平成25年３月に
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は広報用写真素材を本学ホームページで公開し（学内限定），教職員・学生が広報活動に
使用できるようにした。【再掲83】 

・ 「コンテンツ・マネジメント・システム（ＣＭＳ）」を平成24年３月から本学のクラウ
ドシステムで運用を開始したことにより，スピーディーな情報発信が可能となった。   
また，サーチエンジン最適化（ＳＥＯ）技術の向上等により，本学トップページへの年

間アクセス数は，前年度比71％増となった（平成23年度約635万回，平成24年度約1,088万
回）。さらに「入学案内」ページの基幹サイト移行（平成24年６月），「国際交流」ペー
ジのリニューアル（平成24年９月），「学生生活」ページへの学生イベント情報の掲載（平
成24年10月）等，各ステークホルダーが情報にアクセスしやすいよう改良を加えた。 

 

【85】 
①－３ 
・ 英語版ホームページの充実等に
より，国際的な広報活動を強化す
る。 

 
 
・ 英語版ホームページ等の改
善を行い，国際的な広報活動
を展開する。 

 
 
Ⅲ 

（国際本部） 
・ 国際的な広報活動を展開するため，平成23年度に策定した英語版ホームページ等の充実 
方策に基づき，国際本部内に外部アドバイザーを含めたプロジェクトチームを設置して具
体的なコンテンツや内容を決定し，当該決定に基づき英語版ホームページのリニューアル
作業を行った。なお，英語版ホームページのリニューアルに必要な作業は平成24年度をも
って完了したが，内容の正確性を期すための確認作業を平成25年４月に行い，同月末に公
開することとした。 

・ 英語版ホームページに，平成25年３月からＣＭＳを導入し，最新情報をより迅速に発信
できる体制を築いた。 

・ 中国語版ホームページについて，デザインの刷新，情報・内容の更新，留学希望者に係
る情報をトップページから取得し易くするなど，リニューアルを行った。（平成24年11月
公開） 

・ 優秀な留学生獲得のため，留学希望者とその保護者を対象とした中国語による留学ガイ
ド（台湾用），タイ語，ベトナム語，インドネシア語，ポルトガル語（ブラジル用）によ
る大学紹介リーフレットを作成した。また，北京オフィスにおいて，大学概要と留学ガイ
ドを併せたパンフレット（中国語）を，ソウルオフィスにおいて，留学に関するリーフレ
ット（韓国語）を作成し，協定校への送付や問い合わせのあった留学希望者に配付した。 

  これらの広報冊子を本学が参加した留学フェアにおいて来場者に配付するとともに，大
学概要並びに本学への留学について説明を行い，国際的な広報活動を推進した。 

 
－ 

 ウェイト小計 － 

ウェイト総計 － 
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(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項 

 
（評価室，広報室，教育改革室，情報環境推進本部，企画・経営室，研究戦略室） 
 
Ⅰ．特記事項 
 
１．大学情報データベース（教員諸活動情報システム）の更新：計画番号【82】参照 

次期大学情報データベースのうち教員諸活動情報システム構築に係る基本方針を
決定し，平成25年４月の本格運用に向け，システムの構築及び試行運用等を行った。
次期システムは，外部データベースを活用し，本学のアカデミッククラウド上にシ
ステムを構築することによって，情報発信に関する質の向上を図るとともに，シス
テムの導入及び運用のコストを大幅に引き下げた。 

 
２．卒業生へ向けた情報発信：計画番号【83】【84】参照 
(1) 北海道大学ホームカミングデーの開催 

平成24年10月に第１回「北海道大学ホームカミングデー」を開催し，延べ800
名を超える卒業生の参加を得た。この取組は，平成23年度に策定した「広報の統
一的ビジョン」に基づいた広報活動の一環として，卒業生の帰属意識を高めると
ともに，教職員や学生ボランティアが企画運営に当たることによって，一人一人
が大学の広報担当者であるという意識を向上させた。   

(2) 同窓会との関係強化 
関西同窓会創立50周年記念行事をはじめとする計21回の同窓会行事に，総長，

理事等が出席し，本学の各種取組を紹介するなど，各同窓会との関係を強化した。 
(3) 卒業生向けインターネットサービス 

卒業生向けインターネットサービス「＠フロンティア」の平成25年３月時点の
登録者数は 6,049名，前年度比31%増となった。ホームカミングデーの行事案内な
ど，本学の現況を卒業生に伝える手段として，「＠フロンティア」を有効に活用
した。 

 
３．メディア・報道機関を活用した広報活動：計画番号【84】参照 
(1) 報道関係者とのより良いコミュニケーションを図り，本学の方針や新しい取組
を伝えるため，総長主催の記者懇談会・会見を昨年度に引き続き実施した（２回）。 

(2) 本学の良き伝統や基本理念について広くアピールするため，本学寮歌「都ぞ弥
生」誕生100年記念事業テレビドラマ「清き國ぞとあこがれぬ」（北海道放送，平
成25年５月放送）の番組制作に協力した。また，ＮＨＫ・Ｅテレの人気科学番組
「すイエんサー」の特別シリーズ「北海道大学からの挑戦状！」（平成25年２月・
３月に放送）及び関連のセミナー等に大学として協力し，若い世代に向けて科学
の楽しさ，本学の魅力をアピールした。 

 
 

４．ホームページによる情報発信機能の強化：計画番号【84】参照 
クラウドシステム上で運用を開始した「コンテンツ・マネジメント・システム（Ｃ

ＭＳ）」を利用して各種ホームページを作成・改良し，迅速かつ効率的な情報発信
を実現した。サーチエンジン最適化（ＳＥＯ）の向上もあわせて，本学トップペー
ジへのアクセス数は大幅に増加した（年間約1,088万件，前年度比71%増）。 

 
Ⅱ．「共通の観点」に係る取組状況 
 
１．中期計画・年度計画の進捗管理，自己点検・評価の着実な取組及びその結果の法
人運営への活用が図られているか。 
(1) 中期計画・年度計画の進捗管理，自己点検・評価の着実な取組 

各種評価の効率的な実施と評価結果に基づく教育研究水準の質の向上及び大学
運営の改善のため，平成22年４月に「国立大学法人北海道大学における評価に関
する基本的な考え方」を策定し（平成23年２月一部改訂），評価の組織的なマネ
ジメントサイクルの確立を図った。このマネジメントサイクルの考え方に則り，
中期計画・年度計画の進捗管理及び自己点検・評価の取組を以下のとおり実施し
た。 
① 年度計画の進捗状況については，毎年度の実績報告書の作成時に，全ての年
度計画の進捗状況を詳細に確認するための「学内確認用実績報告書」を作成・
公表し，当初の計画と比べて進捗が遅れ気味の計画については，年度中の計画
達成を促すなど，年度ごとに進捗管理を行っている。 
② 中期計画の進捗状況については，次年度の年度計画を策定する際，最終的に
中期計画をどのように達成するかを念頭におきつつ，それまでの年度計画及び
その実施状況を考慮して中期目標期間全体の中での現在の進捗状況を確認し，
次年度の年度計画に反映させている。 

③ 第２期中期目標期間の３年目となる平成24年度には，中期計画の進捗状況を
自己点検し，当初の計画と比べて進捗が遅れ気味の中期計画については，その
対応策を検討し，今後は当該対応策に基づき，後半３年間の取組を進めること
とした。 

(2) 評価結果の法人運営への活用 
 各年度の業務の実績に関する評価結果については学内諸会議で報告し，課題と
された事項については関係の総長室等に改善への取組を喚起している。また，平
成23年度に，第１期中期目標期間評価のフォローアップとして，評価結果の検証
に基づき総長室等に対するヒアリングを実施し，問題点の洗い出しと改善を促し
た。 

 
２．情報公開の促進が図られているか。 
(1) インフォメーションセンターを活用した情報発信 

多くの市民が訪れる窓口として，インフォメーションセンター「エルムの森」
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を平成22年６月に立地条件の良い正門脇に新築・移転した。併せて，開館時間の
延長，開館日の拡大，カフェの設置などにより，広報機能の強化と利用者の利便
性向上を図った。その結果，平成22年度の同センター利用者は138,557名，前年度
比76.4%増となった。その後も，平成23年度158,982名，平成24年度155,937名と順
調に推移している。  
同センターでは，学部・研究科等の概要，各種広報誌，入学者募集要項などを

配布するとともに，学内の学会・イベント等の開催状況等の各種情報を集約する
体制とした。平成23年11月には電子掲示板を設置し，本学で行われている様々な
イベントを一目で見られるようにした。さらに，英語・中国語に対応できる本学
留学生を短時間勤務職員として雇用し，外国人の利用者に対するサービス向上を
図っている。 

(2) 研究者へ向けた情報発信 
本学の研究成果や活動状況を世界に向けて発信するため，英科学誌「Nature

（2011年９月22日号）」の北海道特集に，本学を紹介する記事を掲載した。 
(3) 卒業生へ向けた情報発信 

ブラジル北海道大学同窓会（平成23年９月開催）にノーベル化学賞受賞者鈴木
章名誉教授，担当理事・副学長と事務職員が出席し，ノーベル賞受賞研究に関す
る説明や本学の近況報告を行うなど，国内外で開催される多数の同窓会行事への
参加を通して，各同窓会と関係強化を図った。 
平成24年10月に初めて開催した「北海道大学ホームカミングデー」において，

本学の取組や教育研究紹介を行い，延べ800名を超える卒業生の参加を得た。 
平成21年度から開始した卒業生向けインターネットサービス「＠フロンティア」

の拡充を図り，月１回配信している大学の最新情報に加えて，平成23年度からは
産学連携本部と連携し，研究情報も配信を開始した。 

(4) 一般市民へ向けた各種情報発信 
① 研究成果や催しの案内などを広く社会へ伝えるため，プレスリリースを平成
21年度から一元的に発信することとし，ホームページへの掲載も始めた。平成
22年度から平成24年度の３年間で，研究発表に関するプレスリリースは計140
件，その他催しの案内等に関するプレスリリースは計221件にのぼっている。 
さらに，報道関係者とのより良いコミュニケーションを図り，本学の方針や教

育研究内容を伝えるため，総長主催の記者懇談会・会見を平成23年度以降計３回
実施した。 
② 本学の最新の研究内容をわかりやすく一般に紹介する広報誌「リテラポプリ」
を年４回発行し，学内外に配布するとともに，ホームページでも公開した。な
かでも平成24年３月発行の47号では「北大と震災」をテーマに，研究者や学生
の教育研究における震災への取組をわかりやすく紹介した。 

③ 平成24年10月から平成25年３月にかけて，文部科学省エントランス広報スペ
ースにおいて，展示「マリンバイオクラスターにおける研究開発・北方海洋生
物資源が生む新しい価値創出と人材養成～海の恵みと価値の創造～」（水産科
学研究院）を行った。さらに，平成25年３月11日に文部科学省で開催された「東
日本大震災復興支援イベント」において，「練習船おしょろ丸による水産系人

材育成の支援～宮古水産高校の乗船実習代行」をテーマに出展し，本学の震災
に対する取組を紹介した。 

④ 総合入試を含む北大の魅力を伝えるために，道内外の主要高等学校等を訪問
するとともに, オープンキャンパス，東京,大阪, 名古屋での北大進学相談会等
の本学主催行事を実施するなど,入試に関する各種広報活動を積極的に展開し
た。平成24年度のオープンキャンパスへの参加者は１万人を超え（参加者数延
べ10,439名，前年度比691名増），北大進学相談会への参加者も合計1,786名，
前年度比206名増となった。 
平成22年度には，環境問題に取り組んでいる教員が講師を務めて出張講義を

行う「プロフェッサー・ビジット」事業を，全国各地の26校（参加生徒数4,737
名）の高等学校において実施した。 
⑤ 本学の良き伝統や基本理念について広くアピールするため，本学寮歌「都ぞ
弥生」誕生100年記念事業テレビドラマ「清き國ぞとあこがれぬ」（北海道放送，
平成25年5月放送）の番組制作に協力した。また，ＮＨＫ・Ｅテレの人気科学番
組「すイエんサー」の特別シリーズ「北海道大学からの挑戦状！」（平成25年
２月・３月に放送）及び関連のセミナー等に大学として協力し，若い世代に向
けて科学の楽しさ，本学の魅力をアピールした。 

(5) ホームページによる情報発信機能の強化 
クラウドシステム上で運用を開始した「コンテンツ・マネジメント・システム

（ＣＭＳ）」を利用して各種ホームページを作成・改良し，迅速かつ効率的な情
報発信を実現した。サーチエンジン最適化（ＳＥＯ）の向上もあわせて，本学ト
ップページへのアクセス数は大幅に増加した（年間約1,088万件，前年度比71%増）。 

(6) 教育情報の公表 
   学校教育法施行規則第172条の２に規定する教育情報については，平成23年度よ

りホームページに掲載している。 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 
 ① 施設設備の整備・活用及び情報環境整備等に関する目標 

                                                      

中
期
目
標 

① 世界水準の教育・研究を支える高度なキャンパス整備を推進する。 
② 環境配慮型キャンパスの整備を推進する。 
③ 全学的な視野から，統一された情報環境を整備するとともに，情報セキュリティを強化する。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【86】 
①－１ 
・ 「キャンパスマスタープラン
2006」に基づき施設整備を推進
する。 

 
 
・ キャンパスマスタープラン

２００６に基づいた施設整
備を推進する。 

 
 
Ⅲ 

（施設・環境計画室） 
「キャンパスマスタープラン2006」の方針に基づき，以下の取組を実施した。 
・ 「耐震的対応」，「卓越した研究拠点，学術研究の基盤整備」，「新たな福祉（医
療）環境」を推進するため，以下の施設整備を行った。 
【耐震的対応】 
① 総合研究棟（歯学系）改修【整備中】 
② 総合研究棟（獣医学系）改修【整備中】 
③ 総合研究棟（薬学系）新営・改修【整備中】 
④ 総合研究棟（保健科学系）新営・改修【整備中】 
⑤ 室蘭臨海実験所新営・改修 
【卓越した研究拠点，学術研究の基盤整備】 
⑥ 陽子線治療研究施設新営 
⑦ フロンティア応用科学研究拠点施設新営【整備中】 
⑧ 動物医療センター新営【整備中】 
⑨ 基幹・環境整備（自家発電設備） 
【新たな福祉（医療）環境】  
⑩ 病院外来新棟新営【整備中】 

・ キャンパスの生態環境・生物多様性の維持・保全を推進するため，以下のことを実

施した。 

① 札幌キャンパス構内の生物多様性の保全を目的として，「北海道大学構内の生物

多様性の調査とデータベースに係る基本方針」を定め，生態環境調査を行うととも

に，そのデータベースを構築した。キャンパス計画におけるアセスメントとしての

利用，研究目的としての利用に供するとともに，一般市民等向けとしてＷＥＢ上に

「札幌キャンパスいきものマップ」を公開することとした。（平成 25 年４月公開

予定） 

② 本年度改定した樹木管理マニュアルに基づき，教職員や学生の協力を得て，侵略

的な外来樹木の駆除を行うとともに，在来草本への置き換えを行った。 
③ 平成17年度に緑地の管理方針で定めた理学部前庭「エルムの森」及び農学部前庭
の共用レクレーションエリアを廃止し，緑地管理区域として一層の緑地保全に努め
ることとした。 

 
－ 
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・ 歴史的建造物の価値向上のため，以下のことを実施した。 
① 理学部本館を歴史的建造物としての価値を損なうことなく活用できるよう検討
を開始した。 

② 和歌山研究林本館を登録有形文化財（建造物）に登録した。 

【87】 
①－２ 
・ パブリックスペース拠点の整

備計画を策定する。 

 
 
・ パブリックスペース拠点整

備に係る基本設計を行う。 

 
 
Ⅲ 

（施設・環境計画室） 
・ 道道下手稲札幌線からの車両入構及びキャンパス西通りの整備（案）について，問
題点の整理を行い，パブリックスペース拠点整備に係る基本設計を行った。 

 
－ 

【88】 
①－３ 
・ 「施設マネジメント計画」を
策定し，同計画に基づく施設管
理を実施する。 

 
 
・ 施設マネジメント計画を策

定する。 
 

 
 
Ⅲ 

（施設・環境計画室） 
・ 施設マネジメントに必要なデータを整理し，優先度を考慮したロードマップを含む
施設マネジメント計画を策定した。 

・ 建設工事等のコンプライアンス確保を推進するための取組として，道内の国立７大
学共同で入札監視委員会を設置した。 

 
－ 

【89】 
①－４ 
・ 外国人研究者・留学生用宿舎
の整備を行う。 

 
 
・ 留学生用宿舎の改修を行
う。 

 
 
Ⅲ 

（施設・環境計画室） 
・ 留学生の受入施設充実のため，住環境の改善策としてインターナショナルハウス北
８条１号棟の内部改修工事を行った。 

 
－ 

【90】 
①－５ 
・ 平成 17 年度に開始した環境
資源バイオサイエンス研究棟
改修施設整備等事業をＰＦＩ
事業として推進する。 

 
 
・ ＰＦＩ事業として施設の維

持管理を実施する。 

 
 
Ⅲ 

（施設・環境計画室） 
・ ＰＦＩ事業として環境資源バイオサイエンス研究棟の建物や設備などの保守管理を
実施した。 

 
－ 

【91】 
②－１ 
・ 環境に配慮したキャンパスを

実現するため，「エコキャンパ
ス基本計画」及び「エコキャン
パス行動計画」を策定し，施設
整備等を推進する。 

 
 
・ 「サステイナブルキャンパ

ス構築のためのアクション
プラン２０１２」(「エコキ
ャンパス基本計画」及び「エ
コキャンパス行動計画」)に
基づき，サステイナブルキャ
ンパス構築に向けた取組を
推進する。 
 

 

 
 
Ⅲ 

（サステイナブルキャンパス推進本部） 
「サステイナブルキャンパス構築のためのアクションプラン2012」に基づく取組とし

て，以下の活動を重点的に進めた。 
・ 環境負荷低減パイロット事業では，88か所のメーターを新たに設置して使用電力の
見える化を部局単位まで進めた。その結果, 使用最大電力（ｋＷ）は平成22年度比で
夏5.6％減，冬1.4％減となった。電力使用量（ｋＷｈ）では，新設及び機能更新を行
った施設を除いた既存施設において，夏5.1％減，冬1.7％減の省エネを達成した。 

・ 国内外ネットワーク構築では，平成24年６月にISCN年次総会，OECD・CELE主催「教
育施設整備による大学の競争力強化セミナー」，10月にAASHE年次総会に参加し発表
を行った（延べ６名）。AASHE年次総会では，本学で開催した「サステイナブルキャ
ンパス国際シンポジウム2011」に参加したオレゴン大，カルフォルニア大学バークレ
ー校，スタンフォード大と個別ミーティングを行った。 
※ISCN：国際サステイナブルキャンパスネットワーク 
※CELE：学習環境効率化センター 
※AASHE：高等教育機関サステイナビリティ推進協会 

・ 平成25年２月にケンブリッジ大，アムステルダム自由大学におけるサステイナブル
オフィス調査を実施した。 

・ ＥＵ３大学との研究者交流「UNI-metrics：大学のサステイナビリティ評価システ 
ム」プロジェクトでは，平成24年５月から11月にかけてトリノ工科大学から５名，ア
ムステル自由大学から４名，ケンブリッジ大から１名，延べ10名が本学に滞在し，研

 
－ 
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究者交流を行った。 
・ 情報発信では，平成24年７月に「環境広場さっぽろ」（入場者32,500人）に出展す
るとともに，10月には国立大学協会との共催による「大学改革シンポジウム」の一環
として，「サステイナブルキャンパス国際シンポジウム2012」を本学で開催した。こ
のシンポジウムには88名が参加し，動画サイトUSTREAMから配信した同時中継を，米
国・オランダ･ポルトガル等から50名がライブで視聴した。なお，同シンポジウムの
動画のアクセス件数は，ライブも含めて延べ198件となった。 

・ 学生活動の支援では，学生団体SCSD（Student Council for Sustainable 
Development） 主催による「キャンドルナイト」（６月開催,訪問者多数），「サス
テイナブルキャンパスコンテスト」（10月開催, 同志社大,中京大，札幌藻岩高校か
らの参加者も含め40名参加），及びボランティア学生団体実行委員主催による「サッ
ポロ・ユースカンファレンスSYC for3.11」（11月開催, 一般30名,学生60名参加）を
支援した。 

・ 最近の環境配慮促進活動を紹介するパンフレットを作成した。 
・ ３Ｒ活動及び省ＣＯ２の取組として，札幌キャンパス内で発生した有機性廃棄物で 
ある伐採木の札幌市民への配布を平成24年６月と９月に実施した。 

【92】 
②－２ 
・ キャンパス全体を対象とする

総合環境性能評価システムを
構築し，運用する。 

 
 
・ 総合環境性能評価システム

として機能する「サステイナ
ブルキャンパス構築に関す
るアクションプラン２０１
２」に記載された取組を推進
し，その達成度合いを検証す
る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
Ⅲ 

（サステイナブルキャンパス推進本部） 
「サステイナブルキャンパス評価システム2013」を構築し，「サステイナブルキャン
パス構築に関するアクションプラン2012」に基づく取組の達成度合を検証すること
で，総合環境性能評価システム（PDCAサイクル）の運用に必要な各取組の見直しを図
るための点検を行った。 

  なお，「サステイナブルキャンパス評価システム2013」の構築にあたっては，国際
的に通用する評価基準とするため，以下の事業等の成果を活用した。 
① ＥＵ３大学との研究者交流「UNI-metrics：大学のサステイナビリティ評価シス
テム」プロジェクトでは，ＥＵ３大学から延べ10名の研究者が本学に滞在して共同
研究を進めた。【再掲91】 

② 国立大学協会との共催による「大学改革シンポジウム」の一環として，「サステ
イナブルキャンパス国際シンポジウム2012」を本学で開催した。ＥＵ３大学から５
名が評価システムや行政･地域との連携について発表，国内からは文科省及び札幌
市副市長が大学改革の方向性，地域連携に対する期待を発表した。【再掲91】 

③ AASHEが運営するSTARS（高等教育機関サステイナビリティ評価システム）国際パ
イロット事業の一環として，自己評価報告書を作成するとともに,  自己評価の概
要（学生のサステイナビリティ活動に対するバックアップ不足，自然の再生力を生
かした生態保全の必要性等の課題）についてAASHE2012で発表し，意見交換を行っ
た。 

④ 「サステイナブルキャンパス・エキスパート会議2012」では，ＥＵ３大学から５
名，文科省から１名，本学から12名が参加し，｢サステイナブルキャンパス評価シ
ステム2013｣のフレーム（案)について検討を加えた。 

 
－ 

【93】 
③－１ 
・ 情報環境整備を計画的かつ統

一的に実施するため，行動計画
を策定し，全学の情報システム
の最適化を推進する。 

 
 
・ 情報関連設備の更新計画に

ついて，統一的管理を推進す
る。 

 

 
 
Ⅲ 

（情報環境推進本部） 
・ 平成22年度に実施した設備現況調査を基に全学的な情報システムの棚卸し（既存の
情報システムの重要度，利用状況，必要度を改めて把握する調査）を行い，ＣＩＯ（情
報化統括責任者）が管理すべき情報システムを情報環境推進本部運営会議で決定し
た。 

・ また，入退館システムの磁気カードからＩＣカード職員証・学生証への移行に伴う

 
- 
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 工事のとりまとめ案を同会議で策定した。 

【94】 
③－２ 
・ 世界水準の教育・研究を推進
するために必要となる共同利用
計算機システム等の学術情報基
盤を整備する。 

 
 
・ キャンパスクラウドサービ

スを活用して，学内サーバの
集約化を推進する。 

 
 
Ⅳ 

（情報環境推進本部） 
・ 学内サーバのうち，部局・研究室等のサーバ（移設30台），大学情報データベース
（教員諸活動情報システム）及び事務業務システム（授業料免除システム，ペーパレ
ス会議システム，学内会議資料閲覧システム，ＩＣカード発行管理システム，共済フ
ァイル転送システム，）について，ホスティング（サーバ貸し出し）によるキャンパ
スクラウドへの集約化を実現した。サーバの集約化により，サーバの導入及び運用
のコストを大幅に削減した。 

・ キャンパスクラウドへのサーバ集約化のため，クラウドストレージ（キャンパスク
ラウドの磁気ディスク記憶装置）のバックアップシステムを整備し，クラウドサービ
スの信頼性を向上させた。また，キャンパスクラウドサービスの利用講習会を平成23
年度に引き続き実施し，クラウド利用促進の広報活動を行った。 

・ 学際大規模計算機システムの全国共同利用を含めたキャンパスクラウド全体の利用
台数は，当初想定していた貸出台数2,000台に対して2,794台で，利用率は約140％に
達した。  

 
- 

【95】 
③－３ 
・ キャンパス情報ネットワーク

の管理・運用を高度化，集約化
するとともに，情報セキュリテ
ィ基盤の強化に関し必要な措
置を講ずる。 

 
 
・ 全学セキュリティ脆弱性検

査を引き続き計画的に行い，
システム管理の徹底を推進
するとともに，セキュリティ
啓発の研修プログラム等を
実施する。 

 
 
 
 

 
 
Ⅲ 

（情報環境推進本部） 
・ セキュリティ脆弱性検査を平成23年度に引き続き全３回，延べ852台のサーバ等情
報機器に対して実施し，問題のある機器98台の管理者に対して，改善策の指導を行っ
た。 

・ 情報セキュリティを向上させるため，老朽化したファイアーウォール装置を更新す
るとともに，ネットワークへの不正侵入を阻止するＩＰＳ装置の二重化及びアクセス
ログ収集装置の高速化を行った。 

・ 地方研究施設等のＶＰＮ接続を統一的に整備し，キャンパスネットワークの遠隔地
利用における情報セキュリティを向上させた。また，学内公衆無線ＬＡＮの導入を推
進し，情報セキュリティを維持しつつ，利便性を向上させた。 

・ 平成23年度に引き続き学外講師による学生･教職員向け情報セキュリティセミナー
を２回開催した。 

・ 「情報セキュリティポリシー」を改訂し，学生･職員向けの説明会を５回開催した。 

 
- 

【96】 
③－４ 
・ 電子認証基盤の計画的な整備
を推進する。 

 
 
・ 学年進行による配付計画に

従い，ＩＣカード学生証の
配付を行う。 

 
 

 
 
Ⅲ 

（情報環境推進本部） 
・ 平成24年度入学の学部新入生には学年進行による配付計画に従い，また，大学院
の新入生には計画を前倒しして，ＩＣカード学生証を配付した。この結果，学部学
生は３年次まで，大学院修士課程及び博士課程学生については１年次まで，それぞ
れ配付を完了した。また，新規採用の教職員にＩＣカード職員証を発行した。 

・ これまでのＳＳＯ職員ＩＤによる学術認証フェデレーション「学認」の利用に加
えて，教育用計算機システムELMSの学生ＩＤを学認とシステム連携させ，全ての職
員・学生の学認利用の基盤を構築した。また，附属図書館の電子ジャーナル閲覧の
認証における学認の利用を試行した。 

 
－ 

 ウェイト小計 － 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 
 ② 安全管理に関する目標 

                                                               

中
期
目
標 

① 災害・事故等に関するリスクマネジメントを推進する。 
② 学生・教職員の安全の確保並びに健康障害の防止及び健康の保持増進を推進する。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【97】 
①－１ 
・ 第一期中期目標期間に整備した
全学的な危機管理体制をより充実
させ，効果的なリスクマネジメン
トを行う。 

 
・ 災害対策ガイドラインに基
づき，各部局等における防災
マニュアルの整備を支援す
るため，部局防災マニュアル
・モデルを作成する。 

 

Ⅲ 

（企画・経営室） 
各部局等におけるマニュアル整備に資するため，平成23年度から２年計画で，危機管理マ

ニュアル検討ＷＧとモデル部局の工学研究院の協働により，防災マニュアル・モデルを作成
した。また，同マニュアル・モデルをホームページ等で公開することとした。 
  

 
－ 

 
・ 東日本大震災を踏まえ，災
害に備えた施設面での強化，
設備，備蓄等の整備のための
具体的な施策等について検
討し，順次実施する。 

 

Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 災害拠点病院に指定されている北大病院の老朽化した自家発電設備を更新した。 
・ 災害拠点病院インフラ強化整備，防災拠点機能強化整備，災害用備蓄品の整備などの計
画をとりまとめた復興関連事業計画書を策定し，北大病院の自家発電設備の拡充を行うこ
ととした。これにより備蓄量は，これまでの1.8日分から４日分となる予定である。 

・ 本学函館キャンパスの管理研究棟と実験研究棟について，「津波時における津波避難ビ
ルとしての使用に関する協定」を函館市と取り交わした。 

 
－ 

【98】 
②－１ 
・ 全学的視点から安全・衛生に関
する企画，立案及び監督等を統括
して実施する体制を整備する。 

 
 
・ 安全衛生本部において，学
生・教職員の健康保持等の具
体的な施策等について実施
する。 

 

Ⅲ 

（安全衛生本部） 
・ 学生・教職員の安全確保及び健康保持等のための体制整備及び施策等を実施した。 
① 施策を実施するため，安全衛生本部の体制を整備した。 
1) 衛生管理者による新たな定期巡視の体制強化のための新規要員配置 
特定専門職  １名 
技術補佐員  ２名 

2) 生物系の実験，研究における安全管理強化のための新規要員配置 
特任准教授  １名 

3) 化学物質等の安全管理強化のための配置転換 
特任准教授から「全学運用教員制度」による准教授への転換 

② 学生・教職員の安全確保及び健康保持等のための施策を実施した。 
1) 平成23年８月以降，毒物及び劇物の在庫数量の確認を実施していない研究室等に対
し，化学物質管理システム等の記録との照合を含めた在庫数量の確認調査を行った。 

2) ハザードマップ自動作成支援システムを構築し，最新データの搭載作業を行い，同
システムの運用を開始した。 

3) 労働安全衛生規則に定められている衛生管理者の定期巡視を強化するため，札幌キ

 
－ 
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ャンパス（病院を除く。）事業場における巡視体制の整備に向けて，一部の部局を対
象とした新たな定期巡視の試行を実施した。  

4) 動物実験従事者（教職員，学生）を対象に実験動物アレルギーに関する抗体検査を
実施し，アナフィラキシーショックに対する注意喚起のための説明会を行った。 

5) 「化学物質取扱の手引」を改訂・配付し，化学物質取扱者に対して新たな講習会を
実施した。 

6) 「安全の手引」について，英語版の全面改訂及び日本語版についての部分改訂を行
った。 

   また，各研究室等で安全教育を実施することを考慮し，「安全の手引」及び「化学
物質取扱の手引」を要約（日本語及び英語による要約版）したものをコンテンツとし
たＣＤ版の安全教育教材集を作成した。 

 ウェイト小計 － 
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I 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 
 ③ 法令遵守に関する目標 

                                                

中
期
目
標 

① 業務運営の適正な執行のため，法令等の遵守を確保する。 

 

【計画番号】中期計画 年度計画 
進捗 

状況 判断理由（計画の実施状況等） ウェイト 

【99】 
①－１ 
・ 法令等の遵守の観点から，内部
統制を強化するとともに，教職員
の意識の啓発に関し必要な措置を
講ずる。 

 
 
・ 会計業務適正化のための内
部監査を引き続き強化する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅲ 

（監査室） 
・ 平成21年度の役員会において報告された「会計業務の適性化のための監査の充実・強化」

に基づき，以下の監査を実施した。 
① 監査室による日常監査（通年） 
 会計伝票の監査，契約伺等の日常的監査 
② 重点監査（12月～２月） 
 外部資金について適正に執行されているかの重点監査 
③ 外部委託による監査（８月～10月） 

   科学研究費補助金をはじめとする公的研究費について使用ルールに基づき適正に執
行されているかの外部委託による監査 

・ 過去の内部監査指摘事項について，所属教職員への周知・徹底状況及び改善に向けた取
組の実行・効果の確認のためのフォローアップ監査（９月～10月）を実施した。その結果，
過去の指摘事項に関して概ね改善が見られた。 

 
－ 

 
 
・ 平成22年度に策定した「国
立大学法人北海道大学研究
費不正使用防止計画」の見直
しを行うとともに，研究活動
上の不正行為防止に対する
研究者の意識啓発を行う。 
 
 
 
 
 
 

 
 
Ⅲ 

(研究戦略室) 
・ 研究活動上の不正行為防止に対する研究者の意識啓発を目的とし，以下の取組を行った。 
① 平成24年12月20日に公表した「公的研究費等の不適切な経理処理にかかる調査結果に
ついて（中間報告）」をうけて，「研究費使用ハンドブック」を作成し全教職員に配付す
るとともに，本学ホームページに掲載した。 
② 不正を行わない旨の誓約書について，e-Learningシステムによる同意を義務化した。 
③ 研究活動上の不正行為防止及び科学者の行動規範等について，「新任教員向けハンド
ブック」に引き続き掲載した。 
④ 研究費の不正使用防止研修について，平成25年度中にe-Learningシステムで実施でき
るよう検討を行った。 

・ 研究費の不正使用防止に関する行動計画として策定した「国立大学法人北海道大学研究
費不正使用防止計画」について，不正使用防止に向けた上記の取組等を盛り込むなど引き
続き見直しを行い，平成25年度に改訂することとした。 

 
－ 
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・ 教職員の意識啓発のための
法令遵守にかかる各種取組
を行う。 

 

Ⅲ 

（企画・経営室） 
・ 初任職員研修及び中堅職員研修において，服務規律・倫理関係及びコンプライアンスに 
係る講義等を行った。特に中堅職員研修においては，「職業倫理の基礎」と題して本学理 
事による特別講話を実施した。 

(研究戦略室) 
・ 「平成24年度北海道地区国立大学法人等技術職員研修」（平成24年９月（札幌））にお
いて，産学連携マネージャー２名が講師として，輸出管理に関する概略だけでなく，事例
を用いた実践的な説明を行うことにより，輸出管理への理解と関心を喚起した。 

・ 研究者及び事務職員等への啓発のため，国立遺伝学研究所との共催により「生物多様性
条約名古屋議定書（遺伝資源へのアクセスと利益配分 : ＡＢＳ）に関するセミナー」（平
成24年８月（札幌））を開催し，学内外から58名が参加した。 

・ 産学連携マネージャーが理工系教員の新規採用者に対し，知的財産の取扱い等について
個別に説明を行った（平成24年度６名実施）。 

 
－ 

 ウェイト小計 － 

ウェイト総計 － 
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(4) その他業務運営に関する特記事項 

 
（施設・環境計画室，情報環境推進本部，企画・経営室，安全衛生本部，研究戦略室） 
 
Ⅰ．特記事項 
 
１．キャンパスの環境保全と施設マネジメント等に係る取組：計 画 番 号 【 8 6 】 【 8 8 】 参 照 
(1) 札幌キャンパス構内の生物多様性の保全を目的として，「北海道大学構内の生
物多様性の調査とデータベースに係る基本方針」を定め，生態環境調査を実施し
て，データベースを構築した。同データベースはキャンパス計画におけるアセス
メント等に用いるとともに，一般向けに,「札幌キャンパス生きものマップ」とし
てWeb上で公開することとした。 

(2) 施設マネジメントに必要なデータ・項目を整理し，優先度を考慮したロードマッ
プを含む施設マネジメント計画を策定した。 
また，建設工事等のコンプライアンス確保を推進するための取組として，道内の

国立７大学共同で入札監視委員会を設置した。 
 
２．サステイナブルキャンパス推進事業の取組：計画番号【91】【92】参照 
(1) 平成23年度に策定した「サステイナブルキャンパス構築のためのアクションプ
ラン2012」に基づき，持続可能な社会づくりにおけるリーディング・ユニバーシ
ティを目指して環境負荷低減パイロット事業，国内外のネットワークの構築，情
報発信等に関する取組を重点的に実施した。 
① 環境負荷低減パイロット事業では，88ヶ所のメーターを新たに設置して使用
電力の見える化を部局単位まで進めた結果, 使用最大電力は平成22年度比で夏
5.6％減，冬1.4％減，電力使用量では，夏5.1％減，冬1.7％減の省エネを達成
した。 

② 国内外のネットワーク構築では，AASHE（高等教育機関サステイナビリティ推
進協会）年次総会など，海外で開催されたサステイナブルキャンパスに関する
国際会議等３件に参加し，発表や個別ミーティングを行った。さらに，ＥＵ３
大学との「UNI-metrics：大学のサステイナビリティ評価システム」プロジェク
ト等をとおして，研究者交流を推進した。 

③ 情報発信では，「環境広場さっぽろ」に出展するとともに，国立大学協会と
の共催による「大学改革シンポジウム」の一環として，「サステイナブルキャ
ンパス国際シンポジウム2012」を本学で開催した。ソウル大学校との合同シン
ポジウムでは，「サステイナブルキャンパスの実現に向けて」をテーマとする
全体会を本学で開催した。 

④ その他，学生団体SCSD（Student Council for Sustainable Development）主
催による「キャンドルナイト」など３件の学生活動の支援，３Ｒ活動及び省Ｃ
Ｏ２の取組として，札幌キャンパス内で発生した伐採木の札幌市民への配布な
どを行った。 

 
 
(2) 「サステイナブルキャンパス構築のためのアクションプラン2012」の総合環境
性能評価システムとしての機能を補うために，評価の具体的な実施方法を定めた
「サステイナブルキャンパス評価システム2013」を構築し，上記の取組等の達成
度を検証した。 

 
３．キャンパスクラウドの活用：計画番号【94】参照 

各種学内サーバのうち，部局・研究室等のサーバ（移設30台），「大学情報デー
タベース（教員諸活動情報システム）」及び５つの事務業務システム（ＩＣカード
発行管理システム等）を，平成23年度に導入したキャンパスクラウドに集約した。 
また，学際大規模計算機システムの全国共同利用を含めたキャンパスクラウド全

体の利用台数は，当初想定していた貸出台数2,000台に対して2,794台で，利用率は
約140％に達した。 

 
４．電子認証基盤の計画的な整備：計画番号【96】参照 

平成23年度に導入した学生・教職員向けの多機能ＩＣカードについて，当初の
年次進行計画を前倒しして，大学院の新入生にＩＣカード学生証を発行した。その
結果，１年次から３年次の学部学生及び１年次の修士課程・博士課程学生に対して
ＩＣカードの発行を完了した。また，新規採用の教職員にはＩＣカード職員証を配
布した。 
これまでのSSO職員ＩＤによる学術認証フェデレーション「学認」の利用に加え

て，教育用計算機システムELMSの学生ＩＤを学認とシステム連携させ，全職員・
学生の学認利用の基盤を構築した。また，附属図書館の電子ジャーナル閲覧の認証
における学認の利用を試行した。 

 
５．部局防災マニュアルの整備：計画番号【97】参照 

危機管理マニュアル検討ＷＧと工学研究院の協働により，平成23年度から２年計
画で，工学研究院をモデル部局とした防災マニュアル・モデルを作成した。また，
同マニュアル・モデルをホームページ等で公開し，各部局等におけるマニュアル整
備に資することとした。 

 
６．公的研究費の不正使用防止について：計画番号【99】参照 

公的研究費の不正使用を未然に防止するため，本学における「公的研究費等の不
適切な経理処理にかかる調査結果（中間報告）」（平成24年12月公表）等を踏まえて，
「研究者の意識啓発」，「取引業者への対応」及び「検収体制の強化」の観点から以
下の措置を新たに講じ，再発防止に向けた取組体制を強化した。 
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(1) 研究者の意識啓発 
① 研究費の使用ルールに対する教職員の理解を深めるために，「研究費使用ハ
ンドブック」を作成し，全教職員に配付した。また，同ハンドブックを本学ホ
ームページ上で公開した。 

② 不正を行わない旨の誓約書について，インターネットを利用したe-Learning
システム（平成25年８月稼働予定）による同意を義務付けることとした。 

③ 研究費不正使用防止研修の実施，及び同研修の受講義務化，並びに「理解度
テスト」の実施について検討し，同研修等を上記e-Learningシステムを用いて
実施することとした。 

(2) 取引業者への対応 
① 主要取引先等を対象に，納品受付センターにおいて，本学構内に入・出構す
る車両への積載物の確認（出構時の納品物品等の持帰り防止のため）及び営業
担当者等の入・出構管理を実施している。 

② 全ての一般取引先に，適正取引に関する誓約書の提出を義務付けた。 
③ 主要取引先と取り交わしている取引基本契約を平成24年度末ですべて解約し，
過去の取引実績や社内のコンプライアンス体制について審査・選定の上，不適
切な取引に加担しないこと，会計帳票の提出の義務化などを盛り込んだ新たな
取引基本契約書の内容に同意できる取引先とのみ，取引基本契約を締結するこ
ととした（平成25年４月実施）。  

④ 平成23年度から定期的に実施している取引先営業担当者への説明会を，平
成24年度からは年２回開催するほか，函館キャンパスでも開催し，営業担当
者全員が参加できるようにして，本学の取引制度を周知している。 

(3) 検収体制の強化 
① 納品受付センター未経由の納品物品等（メーカ等からの直送，店舗購入並び
にコーポレート払い及び立替払い分）については，発注した教員等と異なる第
三者の教職員による当該納品物品等の納品確認を義務付けた。 

② 納品受付センターでの納品確認時に，（主に理化学関係消耗品を対象として）
納品物品にマーキングを施し，不正な反復納品を防止している。また，同一教
員が大量の消耗品を発注した場合（１財源の納品物合計額が50万円以上の場合）
には，納品時に納品受付センター職員が取引先担当者等と納品場所に同行し，
納品状況を確認している。 

③ 資産管理対象物品（10万円以上の備品）の適正管理，及び架空納品の防止を
図るため，シリアル番号が付されている資産管理対象物品については，取引先
にシリアル番号の納品書への附記を義務付けた。 

なお，不正発生の一因と考えられる教員と取引先との日常的な接触を少なくする
環境を作るため，調達制度の見直しを図り，今後，インターネット利用による電子
購買システムを導入する予定である。 

 
 
 
 

 
Ⅱ．「共通の観点」に係る取組状況 
 
１．法令遵守（コンプライアンス）及び危機管理体制が確保されているか。 
(1) 法令遵守（コンプライアンス）について 

本学では，業務運営の適正な執行のため法令等の遵守の確保に努めており，そ
の取組の一環として，平成22年度においては，労働安全衛生法に基づく安全衛生
管理体制を強化するため，全学的視点から企画，立案，監督等を行う「安全衛生
本部」を設置するとともに，個人情報保護の観点から本学教職員向けのガイドブ
ック「個人情報保護の手引き」を作成した。また，平成23年度においては，個人
情報保護管理者に対して，必要な管理体制の整備と個人情報を取り扱う全職員へ
適切な管理を行うよう周知・徹底することを目的とした通知を行うなどの取組を
行った。平成24年度においては，同手引きの改訂版作成ため，総括個人情報保護
管理者の下で検討を行い，原案をとりまとめた（平成25年４月配布予定）。 

(2) 危機管理体制について 
   本学では，第１期中期目標期間に整備した全学的な危機管理体制をより充実さ

せるべく様々な取組を行っており，平成22年度には，地震，火災等の災害を想
定した「災害対策ガイドライン」を作成するとともに，事務局全部署及び学部の
事務担当者を対象として大規模災害の発生を想定した防災訓練（図上訓練）を実
施した。平成23，24年度においては２年計画で工学研究院をモデル部局とした
防災マニュアル・モデルを作成した。さらに，平成24年度には携帯電話等を活
用した「安否確認システム」の運用を開始するとともに，災害に備えた施設・設
備等の整備のため，災害拠点病院でもある北大病院の自家発電設備の更新を行っ
た。 

(3) 薬品管理に関する体制及び規程等の整備・運用状況について 
【体制】 本学では，化学物質等の安全管理を担当とする教員を配置し，「安全衛
生本部」（平成22年度設置）を中心に全学的な視点から化学物質等に関する
安全・管理体制を強化している。同本部では平成23年４月から新システムへ
移行させた「化学物質管理システム」の管理運用に当たるとともに,「化学物
質取扱の手引」の全面改訂を行い，平成24年６月には全学を対象として16
の会場で「化学物質取扱講習会」を実施した。また，同年７月には，各研究室
に対して毒物及び劇物の在庫数量の確認を実施した。 

【規程等】 薬品管理に関する規程等の整備を図るため,「国立大学法人北海道大
学化学物質等管理規程」，「国立大学法人北海道大学化学物質等管理委員会規
程」及び「国立大学法人北海道大学毒物及び劇物管理内規」をとりまとめた（平
成25年４月施行）。 

(4)公的研究費の不正使用防止について 
本学は，「国立大学法人北海道大学における研究費の不正使用に関する規程」

（平成19年度制定）において，総長を研究費不正使用防止の総括者とする等，不
正使用防止に係る責任体系を明確化するとともに，不正使用に関する申立受付体
制やその調査体制等を整備している。 
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さらに，「北海道大学における科学者の行動規範」を平成21年度に制定し，「科
学者は，自らの行っている研究が社会の負託に応える重大な責務であることを強
く自覚し，研究の実施，研究費の使用等にあたっては，法令や関係規則を遵守す
る」ことを定めている。これを受け，平成22年度から平成23年度までは，研究費
の不正使用防止について以下の取組を行った。 
① 研究費に関する事務処理手続きの相談窓口を設け，研究者が効率的かつ円滑
に研究を実施できるよう，支援を行っている（平成19年度から継続）。 

② 研究費不正使用に関する申立てを受け付ける窓口を設置し，その業務を本学
と利害関係のない法律事務所に委嘱している（平成19年度から継続）。 

③ 「国立大学法人北海道大学における財務及び会計に関する職務権限規程」に
基づき，会計事務処理手続きに関する権限と責任の明確化を図るとともに，
「国立大学法人北海道大学会計業務実施基準（会計業務マニュアル）」を作成
の上，学内に公開し，会計ルールの明確化，統一化を図っている（平成19年
度から継続）。また，会計事務処理の実態調査に基づき会計規則の改正を行い，
ルールと運用の実態の乖離を解消し，適正なルールの整備を図っている。 

④ 「納品受付センター」において，当事者以外の職員が納品チェックを行う体
制を整備し，架空取引等の防止を図っている（平成19年度から継続）。 

⑤ 本学における研究費の不正使用を発生させる要因を減少させ，研究費の不正
使用を防止する観点から，平成22年度に「国立大学法人北海道大学研究費不正
使用防止計画」を策定し，実施している。 

⑥ 平成23年度から取引先営業担当者への説明会を定期的に開催して，本学の
取引制度を周知している（平成24年度の状況は特記事項Ⅰ－６に記載）。 
しかしながら，こうした不正防止への取組の中にあっても，研究費の不正使用

問題に対する教員への啓発活動や取引業者への指導において不足があったほか，
納品後の物品確認方法等になお改善すべき点があったことなどから不正を防止
するに至らず，平成23年度に研究費等の不適切な経理処理が明らかになったた
め，本学では専門家(弁護士・公認会計士)の学外委員を含む不正使用調査委員会
を設置し，現在においても調査を継続している状況である。 
平成24年度は，調査委員会からの中間報告に基づき，研究費等の不適切な経

理処理の防止に係る意識啓発や検収体制の一層の強化を図ったところである。具
体的な取組については，特記事項Ⅰ－６に記載したとおりである。 

(5) その他（保有資産の有効活用について） 
① 平成23年度評価において課題として挙げられた，会計検査院から改善処置要
求を受けた「函館七重浜団地の旧網干場」の土地の有効活用については，水産
科学研究院が策定した利用計画に基づき整備を進めており，平成23年度決算検
査報告において処置済事項として報告された。 
平成24年度は平成24年３月21日に制定した「北海道大学大学院水産科学研究

院七重浜水産研究施設使用内規」により広く利用者を募るとともに，当該利用
計画に基づき水槽実験施設（39.87㎡）を整備した。 

② 移転等により廃止となった研究施設等の土地及び建物等について，公共団体
や民間事業者に対し一般競争入札等により譲渡を行った。 

公共団体への譲渡： 
土地 1,486.21㎡，建物 504.14㎡，譲渡額9,610,000円 

民間事業者への譲渡： 
   土地30,531.71㎡，建物4,507,32㎡，譲渡額56,965,000円 

③ 建物の短期貸付料の見直しに併せて，それまで貸し出していなかった建物の 
ホール部分の貸付単価を設定することにより，新たに使用可能なスペースとし 
た。 

④ 創成研究機構において，本学が保有する先端設備を，学内外の研究者に開放
するオープンファシリティを設けており，登録台数は順調に増加している（平
成24年度末計104台）。また，一定要件を備えた設備をデータベース化して，学
内外の研究者等が検索できるシステム「RENUH」を整備・公開した。なお，平成
24年度のオープンファシリティの学内外の利用者は前年度と比較して4,240人
増加（33％増加）し，民間企業等の学外者の利用者数も，過去最高となった。 

(6) その他（教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについて） 
教員等個人宛寄附金に係る不当経理の再発を防止するため，研究助成金の応募

及び採択状況を四半期毎に調査し，応募，採択及び入金状況を全学的に把握する
体制を整備している（平成20年３月から）。また，規則遵守（コンプライアン
ス）の徹底に向けて以下の取組を行った。 
① 財務及び会計に関する取扱いを定めた「会計業務実施基準（会計業務マニュ
アル）」に，個人宛寄附金の取扱例及びＱ＆Ａを記載し，教職員が常時参照で
きる体制を整備している（平成20年１月から）。 

② 財務部長・研究推進部長通知「財団法人等から助成金を受領した場合の取扱
いについて」（平成23年12月）を発出し 周知を図った。 

③ 「新任教員向けハンドブック」に個人宛寄附金の取扱いを記載し，新任教員
への周知を強化した（平成24年10月から）。 

④ 研究費全体のルールを周知することを目的に作成した「研究費使用ハンドブ
ック」に，個人宛寄附金の取扱いを記載し，全教職員へ配布するとともに, 総
長通知「教員等個人宛て寄附金の経理の適正な取扱いについて」を発出し, 周
知徹底を図った（平成25年３月）。 
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Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。），収支計画及び資金計画 

 

※ 財務諸表及び決算報告書を参照    

 

Ⅲ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 

96億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り入

れることが想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 

   95億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借入れす

ることが想定されるため。 

 
 該当なし 
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Ⅳ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・ 登別教育研究センターの土地及び建物（北海道

登別市登別東町３丁目20番１）を譲渡する。 

・ 低温科学研究所附属旧紋別流氷研究施設及び旧

紋別流氷研究施設第二宿舎の土地及び建物（北海

道紋別市南ヶ丘６丁目４番１，５番１，５番４，

５番５）を譲渡する。 

・ 低温科学研究所附属旧紋別流氷研究施設艇庫の

土地及び建物（北海道紋別市港町６丁目２番６）

を譲渡する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター水圏ステー

ション室蘭臨海実験所宿舎の土地及び建物（北海

道室蘭市東町５丁目25番20）を譲渡する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ

ーション北管理部天塩研究林の土地の一部（北海

道天塩郡幌延町 12,600㎡）を譲渡する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ

ーション北管理部中川研究林の土地の一部（北海

道中川郡音威子府村・中川町 257,000㎡）を譲

渡する。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ

ーション北管理部雨龍研究林の土地の一部（北海

道雨竜郡幌加内町 860㎡）を譲渡する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター耕地圏ステ

ーション静内研究牧場の土地の一部（北海道日高

郡新ひだか町 20,000㎡）を譲渡する。 

１．重要な財産を譲渡する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステ

ーション北管理部中川研究林の土地の一部（北海道

中川郡音威子府村27,000㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ステーション北

管理部中川研究林の土地の一部（北海道中川郡音威子府村

10,556.79㎡）を譲渡した。 

（内訳） 

   相 手 方：北海道開発局旭川開発建設部 

   譲渡年月日：平成24年11月29日 

   用途及び面積 

    道路用地 

    土地     10,556.79 ㎡ 
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・ 北方生物圏フィールド科学センター水圏ステー

ション室蘭臨海実験所の土地及び建物（北海道室

蘭市母恋南町１丁目74番２，母恋北町３丁目68

番152）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

 

・ 水産学部附属練習船１隻（北海道函館市 お

しょろ丸 1,396 トン）を譲渡する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター森林圏ス

テーション北管理部天塩研究林の土地の一部

（天塩郡幌延町問寒別 2,038 ㎡）を譲渡する。 

 

 

２．重要な財産を担保に供する計画 
 
・ 大学病院の施設・設備の整備に必要となる経費

の長期借入れに伴い，大学病院の敷地及び建物に

ついて，担保に供する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター水圏ステー

ション室蘭臨海実験所の土地及び建物（北海道室

蘭市母恋南町１丁目74番２，北海道室蘭市母恋

北町３丁目68番152）を譲渡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．重要な財産を担保に供する計画 
 
・ 大学病院の施設・設備の整備に必要となる経費

の長期借入れに伴い，大学病院の敷地及び建物につ

いて，担保に供する。 

・ 北方生物圏フィールド科学センター水圏ステーション室蘭

臨海実験所の土地の一部（北海道室蘭市母恋南町１丁目74番

２）を譲渡した。 

（内訳） 

   相 手 方：北海道胆振総合振興局 

   譲渡年月日：平成25年３月15日 

   用途及び面積 

    道路用地 

    土地      504.14 ㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．重要な財産を担保に供する計画 
 
・ 大学病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入

れに伴い，大学病院の敷地及び建物について，担保に供した。 

 

 

Ⅴ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 

・ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

・ 決算において余剰金が発生した場合は，教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

・ 前中期目標期間繰越積立金のうち，304百万円を教育研究

の質の向上及び組織運営の改善に充てた。 

・ 目的積立金のうち，7百万円を教育研究の質の向上及び組

織運営の改善に充てた。 
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Ⅵ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 

（単位；百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財 源 

・附属図書館新営 

・附属図書館改修 

・環境資源バイオサイエ

ンス研究棟改修（ＰＦ

Ｉ事業） 

・小規模改修 

 

 

 

 

 

総額 

４,２６４ 

 

施設整備費補助金 

（３,５８６） 

船舶建造費補助金 

（０） 

長期借入金 

（０） 

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

（６７８） 

（注１）施設・設備の内容・金額については見込みであり，中期目標

を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設

備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加さ

れることもある。 

（注２）小規模改修について平成22年度以降は平成21年度同額として

試算している。 

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，

国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入金につい

ては，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具

体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において決

定される。 

 

（単位；百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財 源 

・基幹・環境整備 

（自家発電設備） 

・フロンティア応用科学

研究拠点施設 

・総合研究棟改修 

（歯学系） 

・総合研究棟（薬学系） 

・総合研究棟改修 

（獣医学系） 

・総合研究棟 

（保健科学系） 

・環境資源バイオサイエ

ンス研究棟改修 

（ＰＦＩ事業） 

・総合入試実施に伴い 

必要となる化学実験

室の整備 

・練習船「おしょろ丸」

代船建造 

・小規模改修 

総額 

７,２９７ 

 

施設整備費補助金 

   （３,６７７） 

 

船舶建造費補助金 

（３,５００） 

 

長期借入金 

           （０） 

 

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

（１２０） 

 

 

（注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案し

た施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等

が追加されることもあり得る。 

 

 

（単位；百万円） 

施設・設備の内容 決定額 財 源 

・基幹・環境整備 

（自家発電設備） 

・フロンティア応用科学

研究拠点施設 

・総合研究棟改修 

（歯学系） 

・総合研究棟（薬学系） 

・総合研究棟改修 

（獣医学系） 

・総合研究棟 

（保健科学系） 

・環境資源バイオサイエ

ンス研究棟改修 

（ＰＦＩ事業） 

・総合入試実施に伴い 

必要となる化学実験

室の整備 

・（和歌山）災害復旧事

業Ⅱ 

・自家発電設備整備 

・練習船「おしょろ丸」

代船建造 

・小規模改修 

総額 

５,９８６ 

施設整備費補助金 

（２,３６６） 

 

船舶建造費補助金 

（３,５００） 

 

長期借入金 

       （０） 

 

国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

（１２０） 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 
・基幹・環境整備（自家発電設備）については、施設整備費補助金（174百万円）により工事を完了した。 

・フロンティア応用科学研究拠点施設については、施設整備費補助金（1,238百万円）により２年度中１年度目の事業が完了した。 

・環境資源バイオサイエンス研究棟改修（ＰＦＩ事業）については、施設整備費補助金（366百万円）により14年度中８年目の事業が完了した。 

・総合研究棟改修（歯学系）については、施設整備費補助金（71百万円）により３年度中１年度目の事業の一部を完了した。 

・総合研究棟（薬学系）については、施設整備費補助金（116百万円）により３年度中１年度目の事業の一部を完了した。 

・総合研究棟改修（獣医学系）については、施設整備費補助金（101百万円）により２年度中１年度目の事業の一部を完了した。 

・総合研究棟（保健科学系）については、施設整備費補助金（257百万円）により３年度中１年度目の事業の一部を完了した。 

・総合入試実施に伴い必要となる化学実験室の整備については、施設整備費補助金（27百万円）により事業が完了した。 

・（和歌山）災害復旧事業Ⅱについては、施設整備費補助金（1百万円）により工事を完了した。 

・平成24年度一般会計経済危機対応・地域活性化予備費にて措置された自家発電設備整備については、施設整備費補助金（15百万円）により事業の一部を完了した。 

・練習船「おしょろ丸」代船建造については、船舶建造費補助金（3,500百万円）により２年度中１年度目の事業が完了した。 

・小規模改修については、国立大学財務・経営センター施設費交付金（120百万円）により９件の営繕事業が完了した。 
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Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

 
組織の活性化を促進し，教育研究及び大学運営を向上

させるため，次の方策を講ずる。 

・ 外国人教員及び女性教員の採用を促進するための方

策を強化する。 

・ 教職員の業績評価を適切に実施し，評価結果を処遇

に適正に反映させる。 

・ 事務職員の能力及び資質を向上させるため，ＳＤを

充実させる。 

・ 全学的視点からの技術支援システムを強化する。 

 
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み 

 236,957百万円（退職手当は除く。） 

 
組織の活性化を促進し，教育研究及び大学運営を向上

させるため，次の方策を講ずる。 

・ 「事務系職員の行動評定及び能力評定」及び「教員

の業績評価システム」について検証を行う。 
・ 全学運用教員制度について，業務内容に応じて措置

期間を見直すとともに，進捗状況又は成果を確認する

ためのヒアリング等を導入する。 
・ 事務系職員に対するＳＤの充実策を改善し，順次実

施する。 

 
（参考１） 

平成24年度の常勤職員数 3,522人 

また，任期付き職員数の見込みを 471人とする。 

 

（参考２） 

平成24年度の人件費総額見込み 

         39,740百万円（退職手当は除く。） 
 
 

 

【人事課】 

『「(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標を達

成するための措置」p45，参照』 

 【計画番号】64 65 68 
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○ 別表１（学部の学科，研究科の専攻等の定員未充足の状況について） 

 

学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

北海道大学直属 2485 2720 109.5% 

文学部 575 655 113.9% 

 人文科学科  575 655 113.9% 

教育学部 170 197 115.9% 

 教育学科  170 197 115.9% 

法学部 650 718 110.5% 

 法学課程  650 718 110.5% 

経済学部* 570 648 113.7% 

 経済学科  200 251 125.5% 

 経営学科  180 206 114.4% 

 ２年次（学科分属前）  190 191 100.5% 

理学部** 900 932 103.6% 

 数学科  150 139 92.7% 

 物理学科  105 126 120.0% 

 化学科  225 228 101.3% 

 生物科学科  240 254 105.8% 

 地球惑星科学科  60 60 100.0% 

 地球科学科（旧） 120 125 104.2% 

 ２年次（学科分属前）（旧） - [32] - 

医学部 1109 1139 102.7% 

 医学科（医師養成に係る分野）  529 547 103.4% 

 保健学科  580 592 102.1% 

歯学部 293 273 93.2% 

 歯学科（歯科医師養成に係る分野）  293 273 93.2% 

薬学部*** 300 317 105.7% 

 薬科学科  100 111 111.0% 

 薬学科  120 120 100.0% 

 ３年次（学科分属前）  80 86 107.5% 

 総合薬学科 (旧) - [2] - 

工学部 2030 2212 109.0% 

学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

 応用理工系学科  480 535 111.5% 

 情報エレクトロニクス学科  540 600 111.1% 

 機械知能工学科  360 408 113.3% 

 環境社会工学科  630 669 106.2% 

 ３年次編入学（各学科共通）  20 56 280.0% 

農学部* 645 706 109.5% 

 生物資源科学科  108 116 107.4% 

 応用生命科学科  90 101 112.2% 

 生物機能化学科  105 112 106.7% 

 森林科学科  108 119 110.2% 

 畜産科学科  69 73 105.8% 

 農業工学科  90 104 115.6% 

 農業経済学科  75 81 108.0% 

獣医学部 200 210 105.0% 

 獣医学科  200 210 105.0% 

水産学部** 645 653 101.2% 

 海洋生物科学科  162 163 100.6% 

 海洋資源科学科  159 163 102.5% 

 増殖生命科学科  162 165 101.9% 

 資源機能化学科  162 162 100.0% 

 ２年次（学科分属前）（旧） - [14] - 

 水産海洋科学科 (旧) - [1] - 

 海洋生物生産科学科 (旧) - [1] - 

学士課程 計 10572 11380 107.6% 

〔学科,専攻の廃止後も在籍する学生数計〕 - [50] - 

文学研究科 208 252 121.2% 

 思想文化学専攻 32 37 115.6% 

 歴史地域文化学専攻 66 63 95.5% 

 言語文学専攻 67 88 131.3% 

 人間システム科学専攻 43 64 148.8% 

法学研究科 40 53 132.5% 

 法学政治学専攻 40 53 132.5% 
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学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

経済学研究科 60 67 111.7% 

 現代経済経営専攻 60 67 111.7% 

医学研究科 60 43 71.7% 

 医科学専攻 60 43 71.7% 

工学研究科 - - - 

 有機プロセス工学専攻(旧) - [3] - 

 量子理工学専攻(旧) - [2] - 

 環境創生工学専攻(旧) - [1] - 

情報科学研究科 354 431 121.8% 

 複合情報学専攻 48 66 137.5% 

 コンピュータサイエンス専攻 48 62 129.2% 

 情報エレクトロニクス専攻 78 88 112.8% 

 生命人間情報科学専攻 66 70 106.1% 

 メディアネットワーク専攻 60 75 125.0% 

 システム情報科学専攻 54 70 129.6% 

水産科学院 180 242 134.4% 

 海洋生物資源科学専攻 86 105 122.1% 

 海洋応用生命科学専攻 94 137 145.7% 

環境科学院 318 300 94.3% 

 環境起学専攻 88 63 71.6% 

 地球圏科学専攻 70 58 82.9% 

 生物圏科学専攻 104 110 105.8% 

 環境物質科学専攻 56 69 123.2% 

理学院 258 264 102.3% 

 数学専攻 92 84 91.3% 

 物性物理学専攻 48 38 79.2% 

 宇宙理学専攻 40 43 107.5% 

 自然史科学専攻 78 99 126.9% 

 化学専攻(旧) - [1] - 

農学院 300 368 122.7% 

 共生基盤学専攻 96 86 89.6% 

 生物資源科学専攻 84 110 131.0% 

学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

 応用生物科学専攻 36 66 183.3% 

 環境資源学専攻 84 106 126.2% 

生命科学院 264 248 93.9% 

 生命科学専攻 264 248 93.9% 

教育学院 90 97 107.8% 

 教育学専攻 90 97 107.8% 

国際広報メディア・観光学院 84 110 131.0% 

 国際広報メディア専攻 54 77 142.6% 

 観光創造専攻 30 33 110.0% 

保健科学院 52 68 130.8% 

 保健科学専攻 52 68 130.8% 

工学院 652 726 111.3% 

 応用物理学専攻 68 65 95.6% 

 材料科学専攻 78 92 117.9% 

 機械宇宙工学専攻 54 54 100.0% 

 人間機械ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 52 63 121.2% 

 ｴﾈﾙｷﾞｰ環境ｼｽﾃﾑ専攻 52 60 115.4% 

 量子理工学専攻 40 52 130.0% 

 環境ﾌｨｰﾙﾄﾞ工学専攻 48 53 110.4% 

 北方圏環境政策工学専攻 52 58 111.5% 

 建築都市空間ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 46 43 93.5% 

 空間性能ｼｽﾃﾑ専攻 56 58 103.6% 

 環境創生工学専攻 56 72 128.6% 

 環境循環ｼｽﾃﾑ専攻 50 56 112.0% 

総合化学院 258 297 115.1% 

 総合化学専攻 258 297 115.1% 

修士課程 計 3178 3566 112.2% 

〔学科,専攻の廃止後も在籍する学生数計〕 - [7] - 

文学研究科 135 212 157.0% 

 思想文化学専攻 24 29 120.8% 

 歴史地域文化学専攻 41 48 117.1% 

 言語文学専攻 43 89 207.0% 
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学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

 人間システム科学専攻 27 46 170.4% 

教育学研究科 - - - 

 教育学専攻(旧) - [22] - 

法学研究科 45 49 108.9% 

 法学政治学専攻 45 49 108.9% 

経済学研究科 45 32 71.1% 

 現代経済経営専攻 45 32 71.1% 

 経済システム専攻(旧) - [1] - 

理学研究科 - - - 

 地球惑星科学専攻(旧) - [1] - 

医学研究科 400 374 93.5% 

 医学専攻 400 374 93.5% 

 病態制御学専攻(旧) - [3] - 

 高次診断治療学専攻(旧) - [16] - 

 癌医学専攻(旧) - [13] - 

 脳科学専攻(旧) - [1] - 

歯学研究科 168 164 97.6% 

 口腔医学専攻 168 164 97.6% 

工学研究科 - - - 

 応用物理学専攻(旧) - [2] - 

 生物機能高分子専攻(旧) - [2] - 

 物質化学専攻(旧) - [3] - 

 材料科学専攻(旧) - [7] - 

 機械宇宙工学専攻(旧) - [4] - 

 人間機械システムデザイン専攻(旧) - [3] - 

 エネルギー環境システム専攻(旧) - [4] - 

 量子理工学専攻(旧) - [2] - 

 環境フィールド工学専攻(旧) - [3] - 

 北方圏環境政策工学専攻(旧) - [7] - 

 建築都市空間デザイン専攻(旧) - [2] - 

 空間性能システム専攻(旧) - [3] - 

 環境創生工学専攻(旧) - [5] - 

学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

 環境循環システム専攻(旧) - [6] - 

 量子エネルギー工学専攻(旧) - [1] - 

 都市環境工学専攻(旧) - [1] - 

農学研究科 - - - 

 環境資源学専攻(旧) - [1] - 

獣医学研究科 96 80 83.3% 

 獣医学専攻 96 80 83.3% 

水産科学研究科 - - - 

 生命資源科学専攻(旧) - [1] - 

国際広報メディア研究科 - - - 

 国際広報メディア専攻(旧) - [7] - 

情報科学研究科 126 174 138.1% 

 複合情報学専攻 12 25 208.3% 

 コンピュータサイエンス専攻 24 22 91.7% 

 情報エレクトロニクス専攻 24 28 116.7% 

 生命人間情報科学専攻 18 27 150.0% 

 メディアネットワーク専攻 24 36 150.0% 

 システム情報科学専攻 24 36 150.0% 

水産科学院 105 80 76.2% 

 海洋生物資源科学専攻 51 42 82.4% 

 海洋応用生命科学専攻 54 38 70.4% 

環境科学院 189 181 95.8% 

 環境起学専攻 45 47 104.4% 

 地球圏科学専攻 42 49 116.7% 

 生物圏科学専攻 69 57 82.6% 

 環境物質科学専攻 33 28 84.8% 

理学院 168 113 67.3% 

 数学専攻 51 30 58.8% 

 物性物理学専攻 30 8 26.7% 

 宇宙理学専攻 27 23 85.2% 

 自然史科学専攻 60 52 86.7% 

 化学専攻(旧) - [28] - 
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学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

 量子理学専攻(旧) - [1] - 

 生命理学専攻(旧) - [9] - 

農学院 150 154 102.7% 

 共生基盤学専攻 48 45 93.8% 

 生物資源科学専攻 42 34 81.0% 

 応用生物科学専攻 18 28 155.6% 

 環境資源学専攻 42 47 111.9% 

生命科学院 150 151 100.7% 

 生命科学専攻 146 147 100.7% 

 臨床薬学専攻 4 4 100.0% 

教育学院 63 100 158.7% 

 教育学専攻 63 100 158.7% 

国際広報メディア・観光学院 51 68 133.3% 

 国際広報メディア専攻 42 52 123.8% 

 観光創造専攻 9 16 177.8% 

保健科学院 24 43 179.2% 

 保健科学専攻 24 43 179.2% 

工学院 207 184 88.9% 

 応用物理学専攻 27 12 44.4% 

 材料科学専攻 21 36 171.4% 

 機械宇宙工学専攻 15 12 80.0% 

 人間機械ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 15 13 86.7% 

 ｴﾈﾙｷﾞｰ環境ｼｽﾃﾑ専攻 15 7 46.7% 

 量子理工学専攻 15 14 93.3% 

 環境ﾌｨｰﾙﾄﾞ工学専攻 18 12 66.7% 

 北方圏環境政策工学専攻 21 18 85.7% 

 建築都市空間ﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 15 15 100.0% 

 空間性能ｼｽﾃﾑ専攻 15 11 73.3% 

 環境創生工学専攻 15 18 120.0% 

 環境循環ｼｽﾃﾑ専攻 15 16 106.7% 

総合化学院 114 98 86.0% 

 総合化学専攻 114 98 86.0% 

学部の学科，研究科の専攻等名 収 容 定 員 収 容 数 定員充足率 

博士課程 計 2236 2257 100.9% 

〔学科,専攻の廃止後も在籍する学生数計〕 - [159] - 

法学研究科 240 177 73.8% 

 法律実務専攻 240 177 73.8% 

経済学研究科 40 44 110.0% 

 会計情報専攻 40 44 110.0% 

公共政策学教育部 60 78 130.0% 

 公共政策学専攻 60 78 130.0% 

専門職学位課程 計 340 299 87.9% 

 

(注1)北海道大学直属における収容定員及び収容数は，全学部の１年次を示す。 

(注 2)*を付した学部の各学科における収容定員及び収容数は，２～４年次または２～

６年次を示す。 

(注3)**を付した学部の各学科における収容定員及び収容数は，３～４年次を示す。 

(注 4)***を付した学部の各学科における収容定員及び収容数は，４年次または４～６

年次を示す。 
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○ 計画の実施状況等 

１ 定員充足率が90％未満の主な理由 

 

【修士課程】 

研究科の専攻等 主な理由 

医学研究科 

 医科学専攻 

近年の経済状況の悪化により就職希望者が増加した

こと及び学資の確保が困難なことにより志願者が減

少し，収容数が下回った。 

環境科学院 

 環境起学専攻 

 地球圏科学専攻 

学生確保のための広報不足及び入試改革制度の取り

組みの遅れにより志願者が減少し，収容数が下回っ

た。 

理学院 

 物性物理学専攻 

近年の経済状況の悪化により入学者数が減少したこ

と及び学生確保のための広報不足により志願者が減

少し，収容数が下回った。 

農学院 

 共生基盤学専攻 

学生確保のための広報不足及び異動による担当教員

数の減少により志願者が減少し，収容数が下回った。 

 

【博士後期課程】 

研究科の専攻等 主な理由 

経済学研究科 

 現代経済経営専攻 

博士課程修了者の就職が困難なことにより志願者が

減少し，収容数が下回った。 

獣医学研究科 

 獣医学専攻 

近年の経済状況の悪化により就職希望者が増加した

こと及び学資の確保が困難なことにより志願者が減

少し，収容数が下回った。 

水産科学院 

 海洋生物資源科学専攻 

 海洋応用生命科学専攻 

企業等からの修士課程修了者のニーズが高く，多くの

修士課程修了者が就職したことにより，志願者が減少

し，収容数が下回った。 

環境科学院 

 生物圏科学専攻 

 環境物質科学専攻 

企業等からの修士課程修了者のニーズが高く，多くの

修士課程修了者が就職したこと，博士課程修了者の就

職が困難なこと及び近年の経済状況の悪化により学

資の確保が困難なことにより志願者が減少し，収容数

が下回った。 

理学院 近年の経済状況の悪化により学資の確保が困難なこ

研究科の専攻等 主な理由 

 数学専攻 

 物性物理学専攻 

 宇宙理学専攻 

 自然史科学専攻 

と，博士課程修了者の就職が困難なこと及び退職した

教員の分野における志願者が減少し，収容数が下回っ

た。 

農学院 

 生物資源科学専攻 

企業等からの修士課程修了者のニーズが高く，多くの

修士課程修了者が就職したこと及び学生確保のため

の広報不足により志願者が減少し，収容数が下回っ

た。 

工学院 

 応用物理学専攻 

 機械宇宙工学専攻 

 人間機械ｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ専攻 

 ｴﾈﾙｷﾞｰ環境ｼｽﾃﾑ専攻 

 環境ﾌｨｰﾙﾄﾞ工学専攻 

 北方圏環境政策工学専攻 

 空間性能ｼｽﾃﾑ専攻 

企業等からの修士課程修了者のニーズが高く，多くの

修士課程修了者が就職したこと及び博士課程修了者

の就職が困難なことにより志願者が減少し，収容数が

下回った。 

なお，秋期入学の実施により，工学院全体の定員充足

率は９０％を超えた。 

総合化学院 

 総合化学専攻 

 

近年の経済状況の悪化により，学資の確保が困難なこ

と及び学生確保のための広報不足により志願者が減

少し，収容数が下回った。 

なお，秋期入学の実施により，定員充足率は９０％を

超えた。 

 

【専門職学位課程】 

研究科の専攻等 主な理由 

法学研究科 

 法律実務専攻 

 

収容定員は３年課程として２４０名となっているが，

入学者のうち半数以上が法学既修者を対象とした２

年課程の学生であることから，収容数を下回ってい

る。（実質的な収容定員は１８５名である。） 

- 85 -



北海道大学 
 

 

２ 秋期入学の実施状況及び入学者数 

 

修士課程 法学研究科 3名 

 情報科学研究科 3名 

 水産科学院 3名 

 環境科学院 6名 

 理学院 3名 

 生命科学院 5名 

 工学院 15名 

 総合化学院 1名 

   

博士後期課程 法学研究科 1名 

 獣医学研究科 7名 

 情報科学研究科 11名 

 水産科学院 4名 

 環境科学院 8名 

 理学院 8名 

 生命科学院 14名 

 国際広報メディア・観光学院 6名 

 工学院 19名 

 総合化学院 11名 
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